
ニジェール住民参加型学校運営改善計画（みんなの学校プロジェクト）中間評価調査　評価グリッド

アクセスの改善は見込めるか 【PDM指標】就学率の変化

質の改善は見込めるか 【PDM指標】修了率の変化

COGESが設置されたか。 【PDM指標1】 民主的選挙によ
るCOGESの設置数

・COGES設置に係る議事録提出
数（州毎、タウア・ザンデール以
外）
・アガデス、ニアメでCOGES設置
率が低い理由
・COGES委員の選出方法
・民主選挙によるCOGES委員選出
に対する関係者の意見

COGESが機能しているか。 【PDM指標2】 COGESによって
策定・実施される学校活動計画
数と内容（計画・実施能力）

・事務局会合・総会の開催実績
・COGES委員の民主的選出
・資源の動員実績

地方行政官はCOGES政策についての十分な意識
と理解をもっているか。

【PDM指標1】 COGES政策に関
する地方行政官の意識と理解
のレベル

・ 州教育事務所長、監督官、NGO
要員対象の導入研修の実施実績
（参加者数）
・ 経験シェアリングセミナーの実施
実績（参加者、内容）
・COGES政策に対する地方行政
官等（州教育事務所長、COGES監
督官、県視学官、COGES担当官、
NGO要員）の意識と理解のレベル

【PDM指標2】 導入研修に参加
した関係者の数

【PDM指標3】研修を受講する
COGES監督官及びCOGES担
当官の数

研修実施計画は策定され、計画通り実施された
か。

【PDM指標4】各州における研修
実施計画の策定

・研修実施計画の策定状況
・計画の実施状況

校長に対するCOGES選挙研修、COGES委員代表
に対する学校活動計画研修は計画通り実施された
か。

【PDM指標5】COGES選挙研修
を受ける校長の数、学校活動計
画研修を受講するCOGES委員
代表の数

・ 民主選挙研修を受講した校長数
（州毎、タウア・ザンデール以外）
・ 学校活動計画研修を受講した
COGES委員数（州毎、タウア・ザン
デール以外）

COGES政策は改善したか。 【PDM指標6】COGES政策の改
定の有無および内容

COGES政策強化（モデルの公式
化、法令制定、政策文書策定等）
に関するプロセス、結果（外部評
価の実施、連合モデルの承認等）

【PDM指標1】COGES連合の設
置とモニタリングに関するマニュ
アルの改訂

・マニュアル・ガイドの作成実績

マニュアルの利用度 ・マニュアルの利用度・使いやすさ
についてのCOGES担当官の意見

COGES連合モデルは公式に承認されたか。 【PDM指標2】COGES政策にお
けるCOGES連合モデルの承認

・ COGES連合モデル承認のプロ
セス、結果

COGES連合は設置されたか。 【PDM指標3】COGES連合が設
置されるコミューンの数

・ 州別のCOGES連合設置議事録
数
・ COGES連合への参加COGES数
・今後のCOGES連合設置数の見
込み

COGES連合は機能しているか。 COGES連合の機能度 ①総会開催状況
・ 総会計画数
・ 総会開催数（開催率）
・ 総会参加COGES数
・総会内容
②事務局会合開催状況
・ 事務局会合計画数
・ 事務局会合開催数（開催率）
・事務局会合内容
③活動状況
・ 連合参加COGES数
・ 第1活動計画策定数（策定率）
・ 第2活動計画策定数（策定率）
・ 第2活動計画実施数（実施率）
・ 学校活動計画提出数（回収率）
・ 分担金回収状況
・分担金徴収に係る課題・対策
④コミューンとの協力・連携状況
・ コミューン役場からの支援額
・ その他コミューンとの協力実績
（会合出席等）

COGES担当官は適切にCOGES連合をモニタリン
グしているか。

COGES担当官によるモニタリン
グの実施状況

・モニタリングの実施方法、頻度、
内容
・COGES担当官によるCOGES連
合、COGESに対する技術支援の
実績

進捗報告書
インタビュー結果
COGES政策文書

ドキュメントレビュー
データ提出依頼
インタビュー

COGES連合の設置とモニタリングに関するマニュ
アルが改定されているか。利用されているか。

成果の達
成度

全国の小学校に機能する
COGESを設置し、維持するた
めのCOGES政策実施体制が
強化される

COGESによる学校運営を通じ
て基礎教育の質とアクセスが
向上する

実績
の検
証

プロジェク
ト目標達
成度

COGES監督官、COGES担当官等に対する研修は
計画通り実施されたか。

2　COGESのモニタリング体制
が構築される

上位目標
の達成度
（見込み）

・2006年度および2007年度の就学
率(2008年度も）、修了率の州別
データ

ドキュメントレビュー

質問票調査（対象：
COGES、サンプル
数：20程度（フェーズ
1対象州・非対象
州、都市部・農村部
等を考慮し、4程度
のコミューン内から
10ずつ任意に抽出）

インタビュー調査

国民教育省データ データ提供依頼

進捗報告書
質問票の回答
インタビュー結果

・ 州別の学校活動計画提出数
・ 州別の学校活動計画実施状況
（％）
・ 学校活動計画の内容
・資源動員量（金額等）
・計画が策定されていない理由と
対策
・ 住民総会の開催数、参加者数
（率）
・ 事務局会合の開催数、参加者
数（率）
・ COGES委員の改選状況
・COGESの会計報告の公表状況

1　機能するCOGESを全国に
設置するために様々なレベル
の関係者の能力が強化される

・COGES監督官・COGES担当官
NGO要員に対する研修の実施実
績（参加者、内容）

進捗報告書
インタビュー結果

データ提出依頼
インタビュー
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COGES担当官月例会議は機能しているか。 【PDM指標4】定期的なCOGES
担当官月例会議の開催

・ COGES担当官会議実施実績
・会議内容、会議の有効性
・COGES連合、COGESの課題解
決につながる技術支援の実績

【PDM指標5】定期的なCOGES
監督官からの報告書提出

・ COGES監督官による報告書作
成、州教育事務所長・COGES推進
室への提出状況
・COGES連合、COGESの課題解
決につながる技術支援の実績

【PDM指標6】学校活動計画の
収集システムの構築

・ レポーティングシステムの現状と
課題、伝達される情報の内容
・各州における収集状況
・ フィードバックの方法、フィード
バックの事例

その他のモニタリングの仕組みはあるか。 視学官会議の実施状況 ・ 開催の経緯
・　実施状況（頻度、参加者）
・ 会議内容 内容によっては成果
3（教育改善モデル）に位置づけた
方がいいかもしれません。
・ 会議の有効性、持続可能性

教育改善のモデル活動の事例が整理されている
か。

【PDM指標】モデル活動に関す
るグッド・プラクティスの収集と
マニュアルの作成

・マニュアルの作成実績

コミュニティ幼稚園について、普及可能なモデルが
構築されたか。

モデルとしての汎用性
モデルの普及の現状と将来的
な展開計画
モデルに関する5項目評価（妥
当性、有効性、効率性、インパ
クト、自立発展性）

・ UNICEF・就学前教育局との連携
状況
・ コミュニティ幼稚園モデル承認の
実績
・ コミュニティ幼稚園設立・運営研
修実施状況
・ コミュニティ幼稚園設置状況・通
園児童数（女児数）
・コミュ二ティ幼稚園の実施体制、
運営経費、予算手当て、住民負担
額（実施容易度）
・ マニュアル・ガイドライン作成、
経験共有の有無
・就学前教育に関する政策文書
（PDDEの記載）
・コミュニティ・利用者の意識

COGES連合によるフォーラム･アプローチについ
て、普及可能なモデルが構築されたか。

モデルとしての汎用性
（女子）就学促進キャンペーン、
教育の質向上キャンペーンの
有効性・持続可能性

・連合フォーラムの実施状況（頻
度、出席状況、内容）
・キャンペーンの実施体制、必要
経費、予算手当て（実施容易度）
・キャンペーン実施の経緯、具体
的な活動内容、成果、課題
・マニュアル・ガイドライン作成、経
験共有の有無
・キャンペーンに対する関係者の
意識

その他COGESを通じた教育改善活動の良い事例
があるか。

教育改善活動の実施状況 ・APPクラブ等の活動の実施状
況、活動参加者等関係者の意識

日本側
A. 日本人専門家派遣
1) 長期専門家（4名）
2) 短期専門家（必要に応じて）
B. 機材供与（巡回用車輌、
オートバイ、その他（必要に応
じて））
C. 現地業務費

投入量、投入の質及び時期は計画通りか。計画と
齟齬がある場合の（阻害）要因は何か。

計画と進捗の比較 時期、投入量、投入の質

ニジェール側
A. カウンターパートの配置（国
民教育省次官、基礎教育総局
長、COGES推進室長、調査計
画局長、各州国民教育局長、
各県視学官）
B. 事務所の提供（国民教育省
内事務所）
C. ローカルコスト負担（NGO業
務委託費用（COGES選挙研修
及び学校活動計画研修実施に
かかる費用、COGESのモニタ
リングにかかる費用）

投入量、投入の質及び時期は計画通りか。計画と
齟齬がある場合の（阻害）要因は何か。

計画と進捗の比較 時期、投入量、投入の質

前提条件 COGES政策の変更の有無 教育省政策文書 教育省政策文書 ドキュメントレビュー

達成度、達成時期などの確認
及び計画との比較

達成度、達成時期
3-4　「経験共有セミナー」の内容
の整理

進捗報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

2-6 COGESのモニタリングに係る経験共有ワークショップを開催する

実施
プロセ
スの
検証

1-5 COGES推進室長によるCOGES政策及びCOGES連合戦略の改訂を支援する。

2-3 COGES委員に対するCOGES連合設置研修を実施する。

2-4 COGES監督官及びCOGES担当官の開催する各州月例会議をモニタリングし、
技術支援を行なう。

1-3 COGES推進室長、COGES監督官、COGES担当官、及びNGO要員が各州にお
いて実施する研修計画策定を支援する。

1-4 COGES監督官、COGES担当官、及びNGO要員が各州において実施する
COGES研修（選挙研修及び学校活動計画研修）をモニタリングし、技術支援を行な
う

成果２：COGESのモニタリング体制が構築される。
2-1 COGES連合の設置とモニタリングに関するマニュアルを改訂する。

進捗報告書
インタビュー結果

データ提出依頼
インタビュー

2-5 COGESに関する情報伝達システム（各校から中央へ）を構築し、モニタリング
を行なう。

COGES政策が維持される。

投入の実
績

1-2 COGES監督官及びCOGES担当官が実施する講師研修（民主的選挙、学校活
動計画の策定・実施、財務管理）を支援する。

成果１：　機能するCOGESを全国に設置するために様々なレベルの関係者の能力
が強化される。
1-1 行政責任者（州国民教育局長、県視学官等）を対象にしたCOGES政策に関す
る啓発セミナーを実施する。

2-2 COGES推進室が開催するCOGES連合モデルの政策承認に係る全国ワーク
ショップを支援する。

進捗報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

計画の進
捗状況

３．パイロット地域（タウア州及
びザンデール州）において
COGESを通じた教育改善活動
のモデルが構築される

COGESに関する情報が上層部に共有されている
か。
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・関係者の意見

・活動計画、活動実績（視学官会
議、見返り資金運用管理等）
・関係者の意見

・専門家・現地雇用スタッフ、
NGOの人数、役割
・COGES担当者会議のモニタリ
ング、見返り資金活用に関して
州担当制の効率性、業務負荷
・担当分野の自己評価と課題に
ついての認識

・TOR,　専門家、現地雇用スタッ
フ、NGOの意見

プロジェクト資料
インタビュー結果

文書レビュー
インタビュー

プロジェクトチーム内（専門家、ローカルスタッフ
/NGO）の相互コミュニケーションは十分か。意思決
定プロセスは適当か。

・情報共有の方法、頻度、内容 ・プロジェクトチームメンバーの意
見

インタビュー結果 インタビュー

プロジェクトチームとカウンターパート（中央及び地
方レベル）の相互コミュニケーションは十分か。信
頼関係が醸成されているか。

・情報共有の方法、頻度、内容 ・プロジェクトチームメンバーの意
見
・COGES推進局長の意見
・州教育事務所長、COGES監督官
の意見
県視学官 担当官 意見合同調整委員会は機能しているか。 ・合同調整委員会の開催頻度、

委員出席率、内容
・会議議事録
・会議参加者の意見

合同調整委員会議
事録

文書レビュー

C/Pの意識、活動への参加状
況

・活動実績
・関係者の意見

進捗状況報告書
インタビュー結果

文書レビュー
インタビュー

COGES連合事務局員、OCGES
委員、住民の意識

・関係者の意見

世界銀行との連携は計画通り適切に実施されてい
るか。必要な情報共有は行われているか。

・調整による活動の実績
・会合の頻度
・関係者の意見

進捗報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

コミュニティ幼稚園にかかるUNICEFとの連携は計
画通り適切に実施されているか。必要な情報共有
は行われているか。

・調整による活動の実績
・会合の頻度
・関係者の意見

その他ドナーとの情報共有は行われているか。 ・情報共有の対象ドナー、方
法、頻度、内容

・情報共有の実績
・関係者の意見

JOCVと
の連携

・連携の実績
・関係者の意見

進捗報告書 ドキュメントレビュー

SMASSE
との連携

・連携の実績
・関係者の意見

進捗報告書 ドキュメントレビュー

見返り資金による先方予算は拠出されるか。拠出
遅滞の理由は何か。対策は実施されているか。

・見返り資金の拠出見込み、金
額、時期、支出方法

進捗報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

PADEB支援によるCOGES全国普及研修が計画通
りに実施されているか。遅滞の要因は何か。対策
は実施されているか。

・COGES全国普及研修の実施状
況
・関係者の意見

その他の阻害、貢献要因はあるか。 ・関係者の意見

必要性 プロジェクト目標とニジェール
側（ターゲット・グループ）の
ニーズは一致しているか。

COGESの活動は住民・児童のニーズと合致してい
るか。

住民、児童の満足度
関係者の意見
住民・児童のCOGES活動への参
加度・COGESの動員額

進捗報告書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

COGESを柱の一つとして位置づけた｢教育開発10
か年計画｣（PDDE）に変更はないか。

コミューンに権限を委譲する地方分権化政策に変
更はないか。

プロジェクトと日本の援助政
策、JICA国別事業実施計画と
の整合性はあるか

日本の対ニジェール援助重点課題、JICA国別事
業実施計画に変更はないか。

日本の教育協力、対二ジェール二
国間協力に関係する政策文書

「ODA大綱」「ODA中
期政策」等援助政策
文書
JICA国別事業実施
計画

ドキュメントレビュー

COGESの設置・機能化はニジェールの教育課題の
解決に効果をあげる戦略として適切か。

活動実績
関係者の意見

報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

ミニマムパッケージはCOGESの機能化に効果を挙
げる戦略として適切か。特にCOGES担当官及び
COGES連合によるモニタリングはCOGESの機能化
に効果を挙げる戦略として適切か。

活動実績
関係者の意見

地域間格差は生まれていないか 費用負担は公平か
効果の受益は公平か

活動実績
関係者の意見

日本の協力としての優位性は
あるか

日本に対象技術のノウハウが蓄積されているか、
日本の経験が活かせるか

類似案件の実績・評価
活動実績

関係文書
関係者意見

ドキュメントレビュー
インタビュー

プロジェクト目標が達成される可能性は高いか。 投入・活動の実績
目標、成果の達成度
関係者の意見

プロジェクト目標指標の設定レベルは適切か。 実績と計画（目標値）の比較 現時点での達成度
上位目標との因果関係

COGES関係者の能力強化がCOGESの全国普及
に貢献しているか。

関係者の意見

COGESモニタリング体制の構築（COGES担当官、
COGES連合）はCOGESの機能強化に貢献してい
るか。

関係者の意見

COGESを通じた教育改善活動モデルの構築は、
COGESの機能強化・定着に貢献しているか。

第一フェーズ対象州の関係者の
意見

有効
性

実施体
制・プロ
ジェクト運
営

ＣＰは主体的にプロジェクト活動を実施しているか。

COGES連合、COGES委員、住民は主体的に活動を実施しているか。

プロジェクトスタッフの人数、役割分担は適当か。

成果３：　パイロット地域（タウア州及びザンデール州）においてCOGESを通じた教
育改善活動のモデルが構築される。
3-1 タウア州及びザンデール州における教育改善活動に係るニーズ調査を実施す
る。

C/Pの
オーナー
シップ

他ドナー
との連携

他ドナーとの連携は効果的に
行われたか。重複はないか。

阻害要因
及び貢献
要因

活動進捗、成果達成、目標達
成に阻害、貢献する要因はあ
るか

相互の情報提供や活動における連携あるか。連携による活動は有効だったか。

相互の情報提供や活動における連携あるか。連携による活動は有効だったか。

プロジェクト目標は適切か

プロジェクトのアウトプットはプ
ロジェクト目標達成に貢献して
いるか

進捗報告書
インタビュー結果

プロジェクトのアプローチは適
切だったか

妥当
性

因果関係

プロジェク
ト目標の
達成予測

教育政策、地方分権化政策
PDDEの実施状況・実績
関係者の意見

上位目標とニジェール国家開
発計画との整合性はあるか

3-2 タウア州及びザンデール州のパイロット校に対して、教育改善活動の実施を支
援する。

3-3 教育改善活動モデルに係る経験を文書化する。

プロジェクト関係者間の情報共
有、関係は良好か。

3-4 教育改善活動に係る経験共有セミナーを開催する。

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

優先度

手段とし
ての妥当
性

活動の促進要因、阻害要因はあるか。

追加・中止された活動はあるか。またその要因は何か。

PDDE
進捗報告書
専門家、COGES推
進室へのインタ
ビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

進捗報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー
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校長もしくは教員等のストライキ等により学校が長
期的に閉鎖状態に陥ったか。（外部条件）

ストライキによる閉鎖状況

研修の効果に影響を及ぼすような大規模な人事異
動（教員及び行政官）等が行なわれない（外部条
件）

教員および行政官の異動状況

児童のいる家庭の経済状況が悪化しない（外部条
件）

経済状況指標
経済状況の悪化の就学への影響

その他促進、阻害する外部要因はあるか 関係者の意見

実績と計画（目標値）の比較 計画の達成度、時期
関係者の意見
関係者の意見

啓発セミナー、講師研修、研修計画策定支援、研
修のモニタリング、COGES連合戦略の改訂支援等
の活動は、COGES関係者の能力強化に寄与した
か。

関連情報
関係者の意見

COGES連合に関するマニュアル策定支援、
COGES連合承認に関するワークショップ実施支
援、COGES連合設置研修、COGES担当官月例会
議に対する技術支援、情報伝達システムの構築、
経験共有ワークショップ実施等の活動は、COGES
のモニタリング体制構築に寄与したか。

関連情報
関係者の意見

教育改善活動に係るニーズ調査の実施、パイロッ
ト事業の実施支援、経験の文書化、経験共有セミ
ナー等の活動は、COGESを通じた教育改善モデル
の構築に寄与したか。

関連情報
関係者の意見

専門家派遣人数、専門分野、派遣時期は適切か。 専門家派遣実績
関係者の意見

供与機材の種類、量、設置時期は適切か 納入機材リスト
関係者の意見

本邦研修の分野、研修内容、研修時期、受入時期
は適切か

研修員受入実績
ザンデール州教育局長の意見

日本側の現地活動費は適切か 現地活動費実績
関係者意見

ニジェール側のCP配置、予算配分は適切か。 CP在籍状況
ニ国側の投入状況
関係者の意見

世銀との連携は計画通り実施されているか。連携
による費用削減効果はいくらか。

世銀による支出実績

UNICEFとの連携は計画通り実施されているか。連
携による費用削減効果はいくらか。

UNICEFによる支出実績

ローカル資源を有効に活用し
ているか。

現地スタッフ、既存のシステム等が有効に活用され
ているか。

プロジェクト支出実績

フェーズ１の経験が活かされて
いるか。

フェーズ1で育成された人材、構築されたシステム
等が有効に活用されているか。

プロジェクト実施体制
関係者の意見

関係者の意見

関連情報
関係者の意見

進捗報告書
関連データ
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

上位目標達成に必要なプロ
ジェクト以外の要因が満たされ
る可能性は高いか。

教育政策においてCOGESによる学校運営改善が
一貫して重要な位置を占める

COGESに関する政策文書
関係者の意見

報告書
関連文書
質問票の回答
イ タビ 結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

関係者の意見 報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

面的な広がりはあるか。 他仏語圏アフリカ諸国への波及効果はあるか。 周辺国に対する技術支援・経験共
有の実績
プロジェクトチームの意見

関係者の意見

教育政策においてCOGESによる学校運営改善が
今後も重要な位置を占めるか。

COGES政策の将来計画、戦略
教育省の意見

教育省はプロジェクト終了後のCOGESの継続に係
る戦略を持っているか。

COGES政策の将来計画、戦略
教育省の意見

教育省COGES推進室は全国レベルでCOGES政策
を策定、統括、実施するに必要な権限と人員、経
常予算を有しているか。

COGES推進室の教育省内の位置
づけ、権限、体制、予算

州教育事務所は、州レベルでCOGES政策を策定、
統括、実施するに必要な権限と人員、経常予算を
有しているか。

COGES監督官の州教育局内の位
置づけ、権限、体制、予算

県視学官事務所は、県レベルでCOGES政策を策
定、統括、実施するに必要な権限と人員、経常予
算を有しているか。

COGESの県視学官事務所内の位
置づけ、権限、体制、予算

COGES連合は活動の維持・発展に必要な権限と
人員、収入源を有しているか。

COGES連合の組織体制、収入状
況

COGESは活動の維持・発展に必要な権限と人員、
収入源を有しているか。

COGESの組織体制、収入状況

コミューンは、COGES連合への支援を維持・拡大
するか。

コミューン役場のCOGES支援につ
いての現状、組織体制、支援方法

日本側予算・見返り資金で手当している活動につ
いて、プロジェクト終了後も活動の継続は必要か。
必要な場合、財源が確保される可能性は高いか。

見返り資金の活用状況
教育省、専門家の意見

教育省からのCOGESへの補助金が制度化される
見込みはあるか。関連ドナーによるCOGES支援基
金が創設される見込みはあるか。

補助金パイロット事業の実施実
績・評価
教育省、専門家の意見

COGES監督官の関連研修実施能力、モニタリング
能力は十分か。

活動実績及び評価結果
関係者の意見

COGES担当官の関連研修実施能力、モニタリング
能力は十分か。

活動実績および評価結果
関係者の意見

プロジェクト目標達成を促進あ
るいは阻害する外部要因はあ
るか

他のドナーとの連携による効
率化が実現しているか。

政策・制
度面

政策支援は協力終了後も継続
される可能性は高いか。

自立
発展
性

効率
性

因果関係

インパ
クト

波及効果

進捗報告書
インタビュー結果

上位目標の達成を阻害する要因はあるか。

COGES関係者の能力開発は
十分に行われているか。

COGES政策の実施を担う組織
は維持されるか。

成果は計画通り達成しているか。阻害要因があるとすれば何か。

各成果の指標の設定水準は適切か。

投入・成果の実績、活動の状況から、上位目標の達成の可能性は高いか。上位目
標とプロジェクト目標は乖離していないか。

その他効率性の貢献要因、阻害要因はあるか

組織・財
政面

プロジェク
トの実施
プロセス
の効率性
に影響を
与えてい
る要因

成果の達
成度

上位目標
の達成見
込み

上位目標以外の正負の効果・影響があるか。

達成されたアウトプットから見
て投入の質、量、タイミングは
適切か。

成果を産出するために十分な
活動であったか

技術面

COGES連合およびCOGESの
維持に必要な財源は確保され
る見込みか。

進捗報告書
政策文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

進捗報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

進捗報告書
関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

報告書
関連文書
インタビュー結果
関係者の意見

報告書
関連文書
インタビュー結果
関係者の意見

進捗報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

ドキュメントレビュー
インタビュー

進捗報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー
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COGES連合はCOGESをモニタリングする能力（機
能）を十分に備えているか。

活動実績・及び評価結果
関係者の意見

COGESは、活動を計画・実施する能力を十分に備
えているか。

COGES活動実績
関係者の意見

COGES、COGES連合の収入について大きな地域
間格差はないか。

関連データ
関係者の意見

データ
インタビュー結果

コミューンからCOGES連合への財政支援額につい
て大きな地域間格差はみられるか。

関連データ
関係者の意見

住民負担は、持続可能なレベ
ルか。

動員額は、住民にとって過度な負担となっていない
か。

世帯あたりの寄付額と収入に占め
る割合
住民の意見

関連データ
インタビュー結果

関連情報
関係者の意見

PDM
進捗報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

関連情報
関係者の意見

進捗報告書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

関連情報
関係者の意見

進捗報告書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

その
他

軌道修正
の必要性
（総合的
な判断）

社会・文
化・環境
面

関連情報
関係者の意見

今後、留意していかなければならないことは何か。

投入・活動・成果の内容を軌道修正する必要があるか。

有効性・汎用性（実施容易度）・持続可能性の観点から、普及モデルを軌道修正す
る必要があるか。

PDM（指標も含め）を改訂する必要はあるか。

僻地の学校との格差、都市・農
村間の格差が生まれていない
か。

進捗報告書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー
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N
ia

m
ey

 
45

3 
36

0 
79

.4
7%

 

T
ill

ab
er

i 
1,

87
0 

1,
89

2 
10

1.
18

%
 

計
 

6,
77

5 
6,

57
7 

97
.0

8%
 

So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
：
全
国
の
小
学
校

に
機
能
す
る

C
O

G
ES

を
設
置
し
、
維

持
す
る
た
め
の

C
O

G
ES

政
策
実
施
体

制
が
強
化
さ
れ
る
。

 
 

 【
PD

M
指

標
2】

 C
O

G
ES

に
よ

っ
て

策
定

・

実
施

さ
れ

る
学

校
活

動
計

画
数

と
内

容

（
C

O
G

ES
の

計
画

・
実

施
能

力
）

 

 新
規
対
象
州
の

C
O

G
ES

の
機
能
度
は
改
善
の
余
地
が
あ
る
。

20
07

-2
00

8
年
度
の
第
一
フ
ェ
ー
ズ
か
ら
の
対
象

州
で
あ
る
タ
ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
の
学
校
改
善
計
画
の
提
出
率
は

89
.4

8%
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
新
規
対
象

6
州
の
提
出
率
の
平
均
値
は

55
.2

4%
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
こ
の
結
果
、
全
国
平
均
値
は

66
.4

1%
と

低
い

。
 

 
学

校
数

 
学

校
活

動
計

画
を

提

出
し

た
学

校
数

 
提

出
率

 
デ

ー
タ

更
新

時
期

 

Ta
ho

ua
 

1,
43

5 
1,

26
4 

88
.0

8%
 

Fe
br

ua
ry

 2
00

8 
Zi

nd
er

 
1,

82
4 

1,
65

2 
90

.5
7%

 
Fe

br
ua

ry
 2

00
8 

A
ga

de
z 

 3
１

１
 

 2
64

 
84

.8
9%

 
M

ar
ch

 2
00

8 
D

iff
a 

 4
25

 
 3

30
 

77
.6

5%
 

M
ar

ch
 2

00
8 

D
os

so
 

1,
80

2 
1,

14
7 

63
.6

5%
 

M
ar

ch
 2

00
8 

M
ar

ad
i 

1,
90

2 
1,

09
3 

57
.4

7%
 

M
ar

ch
 2

00
8 

N
ia

m
ey

 
 4

53
 

 1
59

 
35

.1
0%

 
M

ar
ch

 2
00

8 
Ti

lla
be

ri 
1,

83
4 

 7
23

 
60

.5
8%

 
M

ar
ch

 2
00

8 

全
国

 
9,

98
6 

6,
63

2 
66

.4
1%

 
 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

1  
こ
の
議
事
録
は
、

C
O

G
ES

委
員
が
民
主
的
な
過
程
を
経
て
選
出
さ
れ
た
こ
と
を
証
明
す
る
記
録
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
議
事
録
提
出
率
は
、

C
O

G
ES

の
民
主
的
設
置
率
と
解
釈
で
き
る
。
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タ
ウ

ア
・
ザ

ン
デ

ー
ル

 
3,

25
9 

2,
91

6 
89

.4
8%

 
 

新
規

対
象

6
州

 
6,

72
7 

3,
71

6 
55

.2
4%

 
 

So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 
  下

記
の
表
に
示
す
と
お
り
、

C
O

G
ES

の
機
能
度
を
示
す
上
記
以
外
の
指
標
も
、
新
規
対
象
州
の
ひ
と
つ
で
あ

る
ド
ッ
ソ
で
の
中
間
評
価
調
査
に
よ
る
サ
ン
プ
ル
調
査

2 の
結
果
は
、
タ
ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
の
サ
ン
プ
ル
調

査
3 な

ら
び
フ
ェ
ー
ズ

1
終
了
時
の
調
査
結
果

4 と
比
べ
て
、
低
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
特
に
動
員
額
が
低
い
。

 

 
計
画
さ
れ
た

活
動
数
の
平

均
値

 

実
施
さ
れ
た

活
動
数
の
平

均
値

 

C
O

G
ES

委

員
会
合
の
年

間
開
催
数
の

平
均
値

 

住
民
総
会
の

年
間
開
催
数

の
平
均
値

 

動
員
額
の
平
均

値
 (

Fc
fa

) 

ド
ッ
ソ
で
の
サ
ン

プ
ル
調
査
結
果

 
5.

78
 

4.
22

 
3.

67
 

2.
11

 
 8

5,
25

6 

タ
ウ
ア
、
ザ
ン
デ

ー
ル
で
の
サ
ン
プ

ル
調
査
結
果

 
5.

67
 

5.
17

 
10

.3
 

3.
17

 
19

8,
27

9 

 2
00

5-
20

06
年
度

タ
ウ
ア

 
6.

67
 

5.
93

 
N

/A
 

N
/A

 
20

8,
58

6 

So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 
成

果
の

達
成

度
 

1.
 機

能
す

る
C

O
G

ES
を

全
国

に
設

置

す
る

た
め

に
様

々
な

レ
ベ

ル
の

関
係

者

の
能

力
が

強
化

さ
れ

る
 

 【
PD

M
指

標
1】

 C
O

G
ES

政
策

に
関

す
る

地
方

行
政

官
の

意
識

と
理

解
の

レ
ベ

ル
 

 イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

に
よ

っ
て

第
一

フ
ェ

ー
ズ

対
象

州
お

よ
び

新
規

対
象

州
に

お
い

て
州

教
育

事
務

所
長

、

C
O

G
ES

 監
督
官
、

C
O

G
ES

担
当
官
は
、

C
O

G
ES

政
策
を
理
解
し
、

 C
O

G
ES

政
策
を
実
施
す
る
た
め
の
計

画
を
策
定
・
実
施
す
る
能
力
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

C
O

G
ES

担
当
官
は
、

C
O

G
ES

委
員
に
対

す
る
研
修
を
実
施
し
、

C
O

G
ES

活
動
を
モ
ニ
タ
ー
し
、

C
O

G
ES

に
対
す
る
技
術
支
援
を
行
っ
て
い
る
。

C
O

G
ES

担
当
官
会
議
は
地
方
教
育
行
政
官
の
能
力
向
上
に
寄
与
し
て
い
る
。

 
  評

価
チ
ー
ム
は
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
行
わ
れ
て
い
る
視
察
官
会
議
を
見
学
す
る
機
会
を
得
た
。
州
教
育
事
務
所
が

会
議
の
議
長
を
務
め
て
お
り
、
参
加
し
た
視
察
官
は

C
O

G
ES

政
策
実
施
に
強
い
意
志
を
示
し
て
い
る
こ
と
が

確
認
さ
れ
た
。

 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

2  2
00

9
年

2
月
に
実
施
し
た
。
サ
ン
プ
ル
数
は

9。
 

3  2
00

9
年

2
月
に
実
施
し
た
。
サ
ン
プ
ル
数
は

6｡
 

4  フ
ェ
ー
ズ

1
終
了
時
評
価
報
告
書
よ
り
。
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  タ
ウ

ア
コ

ミ
ュ

ー
ン

の
視

察
官

は
、

C
O

G
ES

連
合

に
よ

る
C

O
G

ES
の

も
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

た
め

に
視

察
官

用
の

車
両

を
貸

与
し

て
い

る
。

 
 【

PD
M

指
標

2】
 導

入
研

修
に

参
加

し
た

関
係

者
の

数
 

 以
下
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
セ
ミ
ナ
ー
が
実
施
さ
れ
、
州
教
育
事
務
所
長
（

D
R

E
N
）、

C
O

G
ES

監
督
官
、
県

視
学
官
、

C
O

G
ES

担
当
官
の
能
力
が
強
化
さ
れ
た
。

 
 開

催
時
期

 
研
修
名

 
主
な
内
容

 
参
加
者
（
人
数
）

 

07
年

6
月

 
導
入
研
修

 
C

O
G

ES
政
策
、
民
主
選
挙

 
D

R
EN

(8
)、

C
O

G
ES

 監
督
官

(8
) 

07
年

9
月

 
経
験
共
有
セ
ミ
ナ
ー

 
民
主
選
挙
研
修
の
実
施
報
告

 
D

R
EN

(8
), 

C
O

G
ES

監
督

官
(8

), 
C

O
G

ES
担
当
官

(5
1)

 
07

年
9
月

 
導
入
研
修

 
学
校
活
動
計
画
、
財
務
管
理

 
C

O
G

ES
監
督
官

(8
), 

C
O

G
ES

担
当
官

(5
1)

 

08
年

3
月

 
経
験
共
有
セ
ミ
ナ
ー

 
学
校
活
動
計
画
策
定
研
修
、
民
主
選

挙
研
修
の
実
施
報
告

 
D

R
EN

(8
), 

C
O

G
ES

監
督

官
(8

), 
C

O
G

ES
担
当
官

(5
1)

 
08

年
10

月
 

経
験
共
有
セ
ミ
ナ
ー

 
C

O
G

ES
連
合
設
置
研
修
計
画
の
策

定
、
フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に

よ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
結
果
報
告

 

D
R

EN
(8

), 
C

O
G

ES
監
督

官
(8

), 
C

O
G

ES
担
当
官

(5
1)

 
 

 【
PD

M
指

標
3】

研
修

を
受

講
す

る

C
O

G
ES

監
督

官
及

び
C

O
G

ES
担

当
官

の

数
 

 上
記

表
の

と
お

り
、

す
べ

て
の

州
の

8
名

の
C

O
G

ES
監

督
官

な
ら

び
に

51
名

の
C

O
G

ES
担

当
官

が
研

修
を

受

講
し

た
。

  

 
 【

PD
M

指
標

4】
各

州
に

お
け

る
研

修
実

施

計
画

の
策

定
 

 す
べ

て
の

州
で

研
修

実
施

計
画

が
策

定
さ

れ
た

。
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 【
PD

M
指

標
5】

C
O

G
ES

選
挙

研
修

を
受

け
る

校
長

の
数

、
学

校
活

動
計

画
研

修
を

受
講

す
る

C
O

G
ES

委
員

代
表

の
数

 

 フ
ェ
ー
ズ

2
か
ら
新
規
に
対
象
と
な
っ
た

6
州
で
、

6,
57

9
名
の
校
長
（
計
画
の

99
.4

6%
）
が

C
O

G
ES

委

員
の
民
主
選
挙
に
関
す
る
研
修
を
受
講
し
た
。
州
別
内
訳
は
下
表
の
と
お
り
。
な
お
、
研
修
実
施
経
費
は
世
銀

が
支
援
し
た
。

 
  

計
画

時
の

参
加

予
定

者
数

 
参

加
し

た
校

長
数

 
参

加
率

 

A
ga

d
ez

 
 

3
64

 
 
3
64

 
1
0
0.

00
%
 

D
iff

a 
 

4
25

 
 
4
25

 
1
0
0.

00
%
 

D
o
ss

o
 

1
8
02

 
1
7
95

 
 
9
9.

61
%
 

M
ar

ad
i 

1
8
68

 
1
8
68

 
1
0
0.

00
%
 

N
ia

m
ey

 
 

4
93

 
 
4
53

 
 
9
1.

89
%
 

T
ill

ab
er

i 
1
8
60

 
1
8
70

 
1
0
0.

54
%
 

計
 

6
,8

1
2
 

6
,5

7
9
 

9
9
.4

6%
 

So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 
  フ

ェ
ー
ズ

2
か
ら
新
規
に
対
象
と
な
っ
た

6
州
で
、

13
,2

67
名
の

C
O

G
ES

委
員
（
計
画
の

98
.5

4%
）
が
学

校
活
動
計
画
策
定
に
関
す
る
研
修
を
受
講
し
た
。
州
別
内
訳
は
下
表
の
と
お
り
。
な
お
、
研
修
実
施
経
費
は
世

銀
が
支
援
し
た
。

 
  

計
画

時
の

参
加

予
定

者
数

 
参

加
し

た
C

O
G

E
S

委
員

数
 

参
加

率
 

A
ga

d
ez

 
 

7
28

 
 

6
22

 
 

8
5
.4

4%
 

D
iff

a 
 

8
50

 
 

7
69

 
 

9
0
.4

7%
 

D
o
ss

o
 

3
6
08

 
3
6
04

 
 

9
9
.8

9%
 

M
ar

ad
i 

3
7
36

 
3
7
48

 
1
0
0.

32
%
 

N
ia

m
ey

 
 

9
84

 
 

9
16

 
 

9
3
.0

9%
 

T
ill

ab
er

i 
3
5
58

 
3
6
08

 
1
0
1.

41
%
 

計
 

1
3
46

4
 

1
3
26

7
 

 
9
8
.5

4%
 

So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 
  ド

ッ
ソ

お
よ

び
テ

ィ
ラ

ベ
リ

で
の

C
O

G
ES

委
員

に
対

す
る

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

の
結

果
、

研
修

は
有

効
で

役
に

立
つ

も
の

で

あ
っ

た
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

 
 【

PD
M

指
標

6】
C

O
G

ES
政

策
の

改
定

の

有
無

お
よ

び
内

容
 

 二
つ
の
改
善
が
行
わ
れ
た
。
第
一
に
、

20
08

年
7
月
に
国
民
教
育
省
が
主
催
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
お
い
て

C
O

G
ES

連
合
モ
デ
ル
が
公
式
に
承
認
さ
れ
た
。

20
08

年
10

月
に
は
、

C
O

G
ES

連
合
（

FC
C
）
の
設
立
、
役

割
、
組
織
に
つ
い
て
の
教
育
省
省
令
が
公
布
さ
れ
た
。
省
令
に
は

C
O

G
ES

連
合
は

C
O

G
ES

の
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
に
つ
い
て
の
明
確
な
機
能
と
役
割
が
明
記
さ
れ
た
。

 
 第

二
に

、
20

08
年

8
月

に
国

民
教

育
省

が
主

催
し

た
国

レ
ベ

ル
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

お
い

て
機

能
す

る

C
O

G
ES

に
よ
っ
て
運
営
さ
れ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
が
公
式
の
モ
デ
ル
と
し
て
採
用
さ
れ
た
。
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 【
PD

M
指

標
1】

C
O

G
ES

連
合

の
設

置
と

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
関

す
る

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

改

訂
 

 マ
ニ

ュ
ア

ル
の

利
用

度
 

 C
O

G
ES

連
合

の
設

置
と

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
関

す
る

マ
ニ

ュ
ア

ル
や

ガ
イ

ド
が

計
画

通
り

、
下

記
の

と
お

り
開

発
、

改
定

さ
れ

た
。

 
1.

 
FC

C
設
置
の
た
め
の
研
修
マ
ニ
ュ
ア
ル

 (
re

vi
se

d 
in

 O
ct

ob
er

, 2
00

8)
 

2.
 

FC
C
設
置
の
た
め
の
ト
レ
ー
ナ
ー
用
ガ
イ
ド

 (
de

ve
lo

pe
d 

in
 O

ct
ob

er
, 2

00
8)

 
3.

 
C

O
G

ES
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ガ
イ
ド

 (
de

ve
lo

pe
d 

in
 O

ct
ob

er
, 2

00
8)

 
4.

 
C

O
G

ES
担
当
官
会
議
開
催
の
た
め
の
ガ
イ
ド

(d
ev

el
op

ed
 in

 O
ct

ob
er

, 2
00

8)
 

5.
 

FC
C
設
立
の
た
め
の
選
挙
実
施
ガ
イ
ド

 (
de

ve
lo

pe
d 

in
 D

ec
em

be
r, 

20
08

) 
  こ

れ
ら

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

類
の

利
用

度
に

つ
い

て
は

、
タ

ウ
ア

、
ザ

ン
デ

ー
ル

、
ド

ッ
ソ

で
の

C
O

G
ES

監
督

官
お

よ
び

担

当
官

に
対

す
る

調
査

の
結

果
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
類

は
有

効
で

役
に

立
っ

て
い

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

  
 【

PD
M

指
標

2】
C

O
G

ES
政

策
に

お
け

る

C
O

G
ES

連
合

モ
デ

ル
の

承
認

 
 2

00
8
年

7
月
に
国
民
教
育
省
が
主
催
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
お
い
て

C
O

G
ES

連
合
モ
デ
ル
が
公
式
に
承
認

さ
れ
た
。

20
08

年
10

月
に

C
O

G
ES

連
合
（

FC
C
）
の
設
立
、
役
割
、
組
織
に
つ
い
て
の
教
育
省
省
令
が
公
布

さ
れ
た
。
省
令
で
は

C
O

G
ES

連
合
は

C
O

G
ES

の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
つ
い
て
の
明
確
な
機
能
と
役
割
が
明
記

さ
れ
た
。

 

2 
C

O
G

ES
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

体
制

が
構

築
さ

れ
る

 

 【
PD

M
指

標
3】

C
O

G
ES

連
合

が
設

置
さ

れ
る

コ
ミ

ュ
ー

ン
の

数
 

 C
O

G
ES

連
合

の
機

能
度

 

1)
 タ

ウ
ア
と
ザ
ン
デ
ー
ル

 
 フ

ェ
ー
ズ

1
実
施
中
に

99
の

C
O

G
E

S
連
合
が
設
立
さ
れ
た
。
見
返
り
資
金
運
用
開
始
の
遅
れ
に
よ
っ
て

C
O

G
ES

担
当
官
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
中
断
さ
れ
た
期
間
、

C
O

G
ES

連
合
の
機
能
低
下
が
確
認
さ
れ
た
。

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

再
開

後
、

一
部

機
能

は
回

復
し

た
が

、
下

表
の

と
お

り
、

20
08

-0
9

年
度

の
機

能
度

は

20
07

-2
00

8
年
度
に
比
べ
て
、
透
明
性
と

C
O

G
ES

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
機
能
に
影
響
す
る
総
会
・
事
務
局
会
合
の

実
施
回
数
に
低
下
が
見
ら
れ
る

5 。
 

 
事
務
局
会
合
実
施

回
数
（
平
均
）

 
総
会
実
施
回
数

 
（
平
均
）

 
学
校
活
動
計
画

 
回
収
率

 

前
年
度
学
校
活
動

計
画
実
施
総
括

 
回
収
率

 
07

-0
8 

7.
0 

2.
8 

88
.1

%
 

N
/A

 
Ta

ho
ua

 
08

-0
9 

1.
2 

0.
5 

33
.5

%
 

43
.7

%
 

07
-0

8 
7.

3 
3.

8 
90

.6
%

 
N

/A
 

Zi
nd

er
 

08
-0

9 
N

/A
 

0.
6 

50
.4

%
 

N
/A

 
  

第
2
活
動
計
画

 
策
定
率

 
第

2
活
動
計
画

 
策
定
数
（
平
均
）

 
第

2
活
動
計
画

 
実
施
数
（
平
均
）

 
資
源
動
員
量

 
（
平
均
）

 
07

/0
8 

10
0%

 
2.

8 
2.

5 
50

0,
20

2 
Fc

fa
 

Ta
ho

ua
 

08
/0

9 
25

.0
%

 
N

/A
 

N
/A

 
N

/A
 

07
/0

8 
10

0%
 

2.
3 

2.
3 

20
1,

71
2 

Fc
fa

 
Zi

nd
er

 
08

/0
9 

9.
1%

 
N

/A
 

N
/A

 
N

/A
 

So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
5  2

00
7-

20
08

年
の
デ
ー
タ
は
、

20
08

年
2
月
時
点
の
も
の
。

20
08

-2
00

9
年
度
の
デ
ー
タ
は

20
08

年
12

月
時
点
の
も
の
で
活
動
が
ま
だ
実
施
中
で
あ
る
。
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 ザ
ン

デ
ー

ル
お

よ
び

タ
ウ

ア
で

の
4

つ
の

FC
C

に
対

す
る

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

の
結

果
、

FC
C

に
よ

っ
て

以
下

の
成

果
が

得
ら

れ
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
 

 
女

子
就

学
促

進
の

た
め

の
啓

発
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
 

 
親

と
C

O
G

ES
お

よ
び

学
校

と
の

間
に

起
き

た
対

立
の

仲
裁

 
 

学
習

達
成

度
向

上
 

 
C

O
G

ES
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

な
ら

び
に

指
導

 
 調

査
に
よ
り
、

FC
C

事
務
局
員
の
や
る
気
は
高
い
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

C
O

G
ES

事
務
局
員
の
や
る
気
の
高

さ
の
要
因
と
し
て

C
O

G
ES

メ
ン
バ
ー
か
ら
選
挙
で
選
出
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
た
。
こ
れ
は
、
選
挙

は
民
主
的
な

FC
C
運
営
を
保
証
す
る
だ
け
で
な
く
、
事
務
局
員
の
や
る
気
を
高
め
る
効
果
も
あ
る
こ
と
を
示
し

て
い
る
。

 
 2)
新
規
対
象

6
州

 
 2

00
8
年

10
月
か
ら

09
年

1
月
に
か
け
て
、
ア
ガ
デ
ス
を
除
く

5
州
の

14
9
コ
ミ
ュ
ー
ン
で

C
O

G
ES

連
合

設
置
研
修
が
実
施
さ
れ
、

6,
42

3
の

C
O

G
E

S（
計
画
の

99
.4

%
）
が
受
講
し
た
。
現
在
ま
で
に

5
州
で

67
の

C
O

G
ES

連
合
が
設
立
さ
れ
た
。
な
お
、
ア
ガ
デ
ス
に
関
し
て
は
治
安
状
況
悪
化
の
た
め
、

C
O

G
ES

連
合
設

置
研
修
の
実
施
が
見
合
わ
さ
れ
て
い
る
。

 
 地

方
行
政
官
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 
 

 タ
ウ
ア
と
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は

C
O

G
E

S
担
当
官
が
定
期
的
に

C
O

G
ES

連
合
を
巡
回
し
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実

施
し
て
い
る
。

 
 新

規
6
州
で
は

C
O

G
ES

担
当
官
が
定
期
的
に

C
O

G
ES

を
巡
回
し
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
て
き
た
。
た

だ
し
、
移
動
手
段
と
な
る
バ
イ
ク
の
供
与
の
遅
れ
の
た
め
に
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
に
支
障
が
出
て
い
る
。

  

 

 【
PD

M
指
標

4】
定
期
的
な

C
O

G
ES

担

当
官
月
例
会
議
の
開
催

 
 タ

ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は
、

C
O

G
E

S
担
当
官
月
例
会
議
は
定
期
的
に
実
施
さ
れ
て
お
り
、

C
O

G
ES

監
督

官
が

C
O

G
ES

担
当

官
を

監
督

・
支

援
し

て
い
る

。
た

だ
し

、
見
返

り
資

金
運

用
開

始
の

遅
れ

に
よ
っ

て
、

C
O

G
ES

担
当
官
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
、

20
08

年
10

月
と

11
月
に
一
時
中
断
さ
れ
た
。
こ
の
時
期
は
、

新
学
期
初
め
に
あ
た
る
こ
と
か
ら

C
O

G
E

S
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
上
で
重
要
な
時
期
で
あ
っ
た
。

 
 新

規
6
州
で
は
、

C
O

G
ES

連
合
設
置
研
修
実
施
後
、

C
O

G
ES

担
当
官
月
例
会
議
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
な

っ
て
い
る
。

  
 【

PD
M

指
標

5】
定
期
的
な

C
O

G
ES

監

督
官
か
ら
の
報
告
書
提
出

 
 国

民
教
育
省

C
O

G
ES

推
進
室
長
に
よ
る
と
タ
ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
、
新
規

6
州
と
も
に

 C
O

G
ES

監
督
官
が

州
教
育
事
務
所
長
に

C
O

G
ES

活
動
に
つ
い
て
の
報
告
書
を
提
出
し
、

 そ
の
後
、
州
教
育
事
務
所
長
は
、
国
民

教
育
省
次
官
に
報
告
書
を
提
出
し
て
い
る
。

 

 

 【
PD

M
指
標

6】
学
校
活
動
計
画
の
収
集

シ
ス
テ
ム
の
構
築

 
 タ

ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は

FC
C
は

C
O

G
ES

活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
一
環
と
し
て

C
O

G
ES

に
よ
る
学
校

活
動
計
画
の
収
集
を
行
っ
て
い
る
。
成
果

2
の
指
標

3
で
述
べ
た
よ
う
に
、
見
返
り
資
金
の
拠
出
の
遅
れ
の
た

め
C

O
G

ES
担
当
官
に
よ
る

FC
C
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
が
停
滞
し
た
た
め
、

FC
C
に
よ
る
学
校
活
動
計
画
の

収
集
率
が
低
下
し
た
。

 
 【

PD
M

指
標

】
モ

デ
ル

活
動

に
関

す
る

グ
ッ

ド
・
プ

ラ
ク

テ
ィ

ス
の

収
集

と
マ

ニ
ュ

ア
ル

の

作
成

 

 確
認
さ
れ
た
主
要
な
グ
ッ
ド
・
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
と
し
て
、

C
O

G
ES

が
設
立
・
運
営
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚

園
、

C
O

G
ES

連
合
な
ら
び
に
教
育
行
政
が
主
導
す
る
フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ア
プ
ロ
ー
チ
、
視
学
官
会
議
の
開
催
が

あ
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
グ
ッ
ド
・
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
普
及
モ
デ
ル
と
し
て
の
可
能
性
を
以
下
に
述
べ
る
。

 

3.
 パ

イ
ロ

ッ
ト

地
域

（
タ

ウ
ア

州
及

び
ザ

ン
デ

ー
ル

州
）
に

お
い

て
C

O
G

ES
を

通

じ
た

教
育

改
善

活
動

の
モ

デ
ル

が
構

築

さ
れ

る
。

 
 機

能
す
る

C
O

G
ES

が
運
営
主
体
と
な
る

 2
00

6
年
に
タ
ウ
ア
の

3C
O

G
ES

に
導
入
さ
れ
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
高
い
ニ
ー
ズ
が
確
認
さ
れ
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
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コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園

  
ィ
幼
稚
園
は
、

U
N

IC
E

F
と
の
連
携
の
も
と
、
下
表
の
と
お
り
、
急
速
に
拡
大
し
て
い
っ
た
。

20
08

年
8
月

に
は
機
能
す
る

C
O

G
ES

が
運
営
主
体
と
な
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
モ
デ
ル
が
公
式
モ
デ
ル
と
し
て
承
認
さ

れ
た
。

 
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚

園
数

 
幼
稚
園
園
児
数

 
園
児
の
う
ち
女
児
の

比
率

 
Ta

ho
ua

 
27

 
2,

13
1 

50
.4

%
 

Zi
nd

er
 

23
 

1,
29

9 
50

.7
%

 
20

07
/0

8 
To

ta
l 

50
 

3,
43

0 
50

.5
%

 
Ta

ho
ua

 
55

 
N

/A
 

N
/A

 
Zi

nd
er

 
55

 
N

/A
 

N
/A

 
20

08
/0

9 
(a

s o
f F

eb
 2

00
9)

 
To

ta
l 

11
0 

N
/A

 
N

/A
 

So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 
 2

00
7-

08
年
度
の
農
村
部
就
学
前
教
育
就
学
率
に
お
い
て
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
が

初
に
導
入
さ
れ
た
タ

ウ
ア
が
全
国

1
位
と
な
り
、
イ
ン
パ
ク
ト
が
確
認
さ
れ
た
。

 
              So

ur
ce

: A
nn

ua
l S

ta
tis

tic
s, 

M
EN

 
  2

3
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
が
設
置
さ
れ
た
タ
ウ
ア
州
イ
レ
ラ
県
で
は
、
初
等
教
育
入
学
者
の
男
女
比
（
女
児

数
／
男
児
数
）
が

0.
77

（
20

07
-0

8
年
度
）
か
ら

0.
95

（
20

08
-0

9
年
度
）
に
改
善
さ
れ
た
。

 
 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
モ
デ
ル
に
関
す
る
簡
易

5
項
目
評
価
の
結
果
、
妥
当
性
、
有
効
性
、
効
率
性
、
イ
ン
パ

ク
ト

、
自

立
発

展
性

の
い

ず
れ

も
高

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
（
？

参
照
）
。

た
だ

し
、

自
立

発
展

性
に
影

響
す

る
と
考
え
ら
れ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
つ
い
て
は
効
果
的
・
効
率
的
な
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

 
 タ

ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
の
結
果
、

C
O

G
ES

が
設
置
、
運
営
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

村
落

部
に

お
け

る
就

学
前

就
学

者
数

0

5
0
0

1
0
0
0

1
5
0
0

2
0
0
0

2
5
0
0

3
0
0
0

3
5
0
0

2
0
0
4
-
2
0
0
5

2
0
0
5
-
2
0
0
6

2
0
0
6
-
2
0
0
7

2
0
0
7
-
2
0
0
8

A
G
A
D
E
Z

D
I
F
F
A

D
O
S
S
O

M
A
R
A
D
I

N
I
A
M
E
Y

T
A
H
O
U
A

T
I
L
L
A
B
E
R
I

Z
I
N
D
E
R
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幼
稚
園
は
以
下
の
と
お
り
普
及
モ
デ
ル
と
し
て
確
立
し
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園

の
ニ
ー
ズ
は
非
常
に
高
い
。

 
 C

O
G

ES
設
置
・
運
営
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
は
児
童
、
親
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
て
い
る
。

 
 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
の
経
常
経
費
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
よ
っ
て
負
担
さ
れ
て
お
り
、

C
O

G
ES

運
営

に
よ

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
幼

稚
園

は
財

政
的

に
自

立
し

て
い

る
と

と
も

に
効

率
的

で
あ

る
こ

と
を

示
し

て

い
る
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
設
置
に
伴
う
外
部
か
ら
の
投
入
（
投
資
経
費
）
は
、
就
学
前
局
に
よ
る
教

員
に
対
す
る
技
術
面
の
養
成
研
修
、
ユ
ニ
セ
フ
に
よ
る
教
材
ミ
ニ
マ
ム
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
供
与
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に
よ
る
運
営
面
の
研
修
の
み
で
あ
る
。

 
 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
は
児
童
、
親
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
対
し
て
非
常
に
大
き
な
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
イ
ン
パ

ク
ト
を
与
え
て
い
る
。

 
 

 フ
ォ

ー
ラ

ム
・
ア

プ
ロ

ー
チ

 
 タ

ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
に
お
い
て
、
フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ
い
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
が
実
施
さ
れ
、

以
下
の
と
お
り
目
覚
し
い
成
果
を
あ
げ
た
。

 
（
ア
）
 
女
子
就
学
促
進
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

 
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は

20
07

年
5
月
か
ら
、
タ
ウ
ア
で
は

20
08

年
4
月
か
ら
女
子
就
学
促
進
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

が
実
施
さ
れ
、
下
図
の
と
お
り
女
子
入
学
登
録
者
数
が
大
幅
に
増
加
し
た
。
ま
た
、
入
学
登
録
者
に
お
け
る
男

女
比
率
（
女
子
数
／
男
子
数
）
に
つ
い
て
も
、
ザ
ン
デ
ー
ル
は
大
き
く
改
善
さ
れ
た

20
07

-0
8
年
度
以
降
高
い

水
準
を
維
持
し
て
お
り
、
タ
ウ
ア
も

20
08

-0
9
年
度
に
目
覚
し
い
改
善
が
見
ら
れ
た
。

 
                    

女
子

入
学

登
録

者
数

1
5
0
0
0

2
0
0
0
0

2
5
0
0
0

3
0
0
0
0

3
5
0
0
0

4
0
0
0
0

4
5
0
0
0

2
0
0
4
-
2
0
0
5
2
0
0
5
-
2
0
0
6
2
0
0
6
-
2
0
0
7
2
0
0
7
-
2
0
0
8
2
0
0
8
-
2
0
0
9

T
A
H
O
U
A

Z
I
N
D
E
R
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So

ur
ce

: A
nn

ua
l S

ta
tis

tic
s, 

M
EN

 
 （

イ
）
 
教
育
の
質
向
上
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

 
20

08
年

1
月
か
ら
教
育
の
質
向
上
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
が
実
施
さ
れ
た
ザ
ン
デ
ー
ル
は
、

20
07

-0
8
年
度
の
初

等
修
了
試
験
合
格
率
が
前
年
度
か
ら

13
.2

ポ
イ
ン
ト
改
善
さ
れ
、
全
国

1
位
と
な
っ
た
。
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 フ
ォ

ー
ラ

ム
･
ア

プ
ロ
ー

チ
に

つ
い

て
の

教
育

行
政

官
に

対
す

る
イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

結
果

は
、

フ
ォ

ー
ラ
ム

・
ア

プ
ロ
ー
チ
は
全
国
に
普
及
さ
れ
る
べ
き
モ
デ
ル
と
し
て
確
立
し
て
い
る
こ
と
を
以
下
の
と
お
り
示
し
て
い
る
。

 
 
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
貢
献
の
一
つ
が
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
あ
る
。

C
O

G
ES

は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
、
教
育
行
政
、

コ
ミ
ュ
ー
ン
か
ら
強
力
な
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
を
引
き
出
す
こ
と
が
で
き
る
ま
で
十
分
に
成
長
し
た
。
フ
ォ

ー
ラ
ム
は
他
州
に
普
及
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
確
信
し
て
い
る
。
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
成
功
す
る
要
因
は
、
す

べ
て

の
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
か

ら
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

を
引

き
出

す
こ

と
と

結
果

を
重

視
す

る
こ

と
で

あ

る
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
目
標
が
達
成
さ
れ
る
ま
で
終
了
し
た
と
は
言
え
な
い
」。
（
ザ
ン
デ
ー

ル
州
教
育
事
務
所
長
）

 
 
「
女
子
就
学
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
が
成
功
し
た
理
由
は

FC
C
、

C
O

G
ES

、
教
育
行
政
が
共
同
で
コ
ミ
ッ
ト
し

た
か
ら
で
あ
る
。
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
モ
デ
ル
と
し
て
既
に
確
立
さ
れ
、
他
州
に
普
及
さ
れ
る
準
備
は
整
っ
た

と
確
信
し
て
い
る
。
今
後
は
コ
ミ
ュ
ー
ン
を
巻
き
込
み
、
彼
ら
に
成
果
を
示
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
コ
ミ
ュ

ー
ン

か
ら

FC
C

に
対

す
る

支
援

が
増

加
す

る
こ

と
に

つ
な

が
る

と
考

え
ら

れ
る

」
。
（

ザ
ン

デ
ー

ル
の

C
O

G
ES

監
督
官
）

 
 
「
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
就
学
率
を
向
上
し
、
教
育
の
質
を
改
善
す
る
と
い
う
成
果
を
あ
げ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、

FC
C
は

C
O

G
ES

に
依
存
し
て
お
り
、

C
O

G
ES

は
貧
困
に
あ
え
い
で
い
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
依
存
し
て

い
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
有
効
性
を
持
続
す
る
た
め
に
は
、
継

続
的
な
啓
発
活
動
に
よ
る
住
民
動
員
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
が
鍵
だ
。
そ
う
す
れ
ば
コ
ミ
ュ
ー
ン
長
の
コ
ミ

ッ
ト
メ
ン
ト
も
得
ら
れ
る
だ
ろ
う
」
。（

ザ
ン
デ
ー
ル
、
グ
レ
県
、

C
O

G
ES

担
当
官
）

 
 
「
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
絶
対
に
他
州
に
普
及
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
効
果
的
な
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
鍵
は
、
フ
ォ
ー

ラ
ム
で
の
決
議
が

FC
C
、

C
O

G
ES

を
通
じ
て
住
民
に
確
実
に
伝
え
ら
れ
る
こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、
コ
ミ

ュ
ー
ン
、
コ
ミ
ュ
ー
ン
長
、
コ
ミ
ュ
ー
ン
議
会
、
伝
統
的
指
導
者
に
対
す
る
巻
き
込
み
に
は
改
善
の
余
地

が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
」。
（
タ
ウ
ア
の

C
O

G
ES

監
督
官
）

 
 

 視
察

官
会

議
 

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

PD
D

E
プ
ロ
セ
ス
の
促
進
、C

O
G

ES
政
策
実
施
に
お
け
る
視
察
官
の
巻
き
込
み
を
目
的
に
、

ザ
ン
デ
ー
ル
で

20
08

年
1
月
に
、
タ
ウ
ア
で

20
08

年
4
月
に
視
学
官
会
議
を
開
始
し
、

20
08

年
9
月
よ
り

月
例
会
議
化
し
た
。
視
学
官
会
議
の
有
効
性
が
示
さ
れ
た
た
め
、
国
民
教
育
省
は

20
09

年
1
月
に
大
臣
が
全

国
の

D
R

E
N
宛
に
書
簡
を
送
り
、
視
学
官
会
議
の
定
期
開
催
を
制
度
化
し
た
。

 
  ザ

ン
デ
ー
ル
で
の
月
例
視
学
官
会
議
の
観
察
結
果
か
ら
、
視
学
官
会
議
は

C
O

G
ES

実
施
を
含
む

PD
D

E
プ
ロ

セ
ス
に
つ
い
て
の
情
報
交
換
、
課
題
解
決
の
た
め
の
意
見
交
換
の
た
め
に
有
効
に
機
能
し
て
い
る
こ
と
が
確
認

さ
れ
た
。

 
  視

学
官

会
議

に
対

す
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

か
ら

の
財

政
支

援
は

行
わ

れ
て

お
ら

ず
、

視
学

官
会

議
の

財
政

的
持

続
性

は

保
証

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

示
し

て
い

る
。
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 投
入

の
実

績
 

日
本
側
 
 

 
A

. 
日
本
人
専
門
家
派
遣

 
1)

 長
期
専
門
家
（

4
名
）

 
2)

 短
期
専
門
家
（
必
要
に
応
じ
て
）

 
B

. 
機
材
供
与
（
巡
回
用
車
輌
、
オ
ー
ト
バ

イ
、
そ
の
他
（
必
要
に
応
じ
て
））

 
C

. 
現
地
業
務
費

 

以
下

の
投

入
が

行
わ

れ
た

。
  

A
. 

日
本

人
専

門
家

派
遣

 
1)

 長
期
専
門
家
（

4
名
）

 

N
o
 

分
野
 

派
遣
開
始
 

派
遣
終
了
 

1
 

チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
/
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
 

1
 
Au
g 
20
07
 

1
 
Au
g 
20
08
 

2
 

チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
/
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
 

2
5
 J
un
 2
00
8
 

p
r
es
en
t
 

3
 

C
O
GE
S 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
 

1
 
Au
g 
20
07
 

2
9
 M
ar
 2
00
8
 

4
 

学
校
活
動
計
画
 

2
7
 S
ep
 2
00
7
 

p
r
es
en
t
 

5
 

業
務
調
整
/
住
民
能
力
強
化
 

1
 
Au
g 
20
07
 

p
r
es
en
t
 

6
 

C
O
GE
S 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
 

1
0
 M
ar
 2
00
8
 

p
r
es
en
t
 

2)
 短

期
専

門
家

 

N
o 

分
野

 
派
遣
開
始

 
派
遣
終
了

 

1 
地
方
教
育
行
政

 
2 

Ja
n 

20
08

 
26

 F
eb

 2
00

8 

 注
：
詳

細
は

ミ
ニ

ッ
ツ

の
A

N
N

EX
 1

-1
を

参
照

 
 B

. 
機

材
供

与
  

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
必

要
な

機
材

が
供

与
さ

れ
、

供
与

額
は

20
09

年
2

月
の

暫
定

値
で

17
,5

99
,0

00
円

で
あ

る
。

詳
細

は
ミ

ニ
ッ

ツ
の

A
N

N
EX

 1
-2

を
参

照
。

 
  

 
C

. 
現

地
業

務
費

 
  

 2
00

9
年

2
月

の
暫

定
値

で
10

2,
06

4,
00

0
円

が
供

与
さ

れ
た

。
 

 D
. 

研
修

生
受

入
 

「
教
員
養
成
課
程
に
お
け
る
教
育
改
善
方
法
の
検
討
（
仏
語
圏
ア
フ
リ
カ
）
コ
ー
ス
」
に
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

2
名
が
参
加
し
た
。
詳
細
は
、
ミ
ニ
ッ
ツ

A
N

N
EX

 1
-3

を
参

照
。

 

投
入

 

ニ
ジ

ェ
ー

ル
側

 
 

A
. 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
配

置
（
国

民
教

育

省
次

官
、

基
礎

教
育

総
局

長
、

C
O

G
ES

推
進

室
長

、
調

査
計

画
局

長
、

各
州

国
民

教
育

局

長
、

各
県

視
学

官
）

 

A
. 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
配

置
 

ミ
ニ

ッ
ツ

A
N

N
EX

 1
-4

を
参

照
。

 
 B

. 
事

務
所

の
提

供
 

  
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

独
自

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

を
開

設
し

た
。
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B
. 

事
務

所
の

提
供

（
国

民
教

育
省

内
事

務

所
）

 
C

. 
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

負
担

（
N

G
O

業
務

委
託

費
用

（
C

O
G

ES
選

挙
研

修
及

び
学

校
活

動
計

画
研

修
実

施
に

か
か

る
費

用
、

C
O

G
ES

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

か
か

る
費

用
）

 

 C
. 

ロ
ー

カ
ル

コ
ス

ト
負

担
 

  
C

O
G

ES
全

国
普

及
の

た
め

の
研
修
の
た
め
の
費
用
は
、
計
画
通
り
世
界
銀
行
/
P
AD
EB

に
よ
る
支
援
に
よ
っ
て

国
民
教
育
省
が
負
担
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
C
O
GE
S
担
当
官
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
た
め
の
経
常
経
費
は
、
見

返
り
資
金
拠
出
の
遅
れ
の
た
め
に

2
0
09

年
2
月
ま
で
負
担
さ
れ
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

2
0
08

年
1
2
月
な
ら
び
に

20
09

年
1
月
の
タ
ウ
ア
、ザ

ン
デ
ー
ル
州
で
の

C
O
G
ES

担
当
官
会
議
の
費
用
を
負
担
し
た
。
 

前
提

条
件

 
C

O
G

ES
政

策
が

維
持

さ
れ

る
。

 
C

O
G

ES
政

策
の

変
更

の
有

無
 

 C
O

G
ES

政
策

は
、

20
08

年
10

月
に

発
表

さ
れ

た
FC

C
設

置
に

関
す

る
省

令
に

よ
っ

て
強

化
さ

れ
た

。
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実
施

プ
ロ

セ
ス

の
検

証
 

評
価

項
目

 
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

(指
標

) 
調

査
結

果
 

計
画

の
進

捗
状

況
 

 計
画

通
り

に
活

動
は

実
施

さ
れ

た
か

。
 

 P
D

M
に
記
載
さ
れ
て
い
る
活
動
は
以
下
の

2
つ
の
活
動
以
外
は
適
切
に
計
画
と
お
り
実
施
さ
れ
た
。
一
つ
は
、

PD
M

の
2-

3
の
活
動
、「

CO
GE
S 
委
員
に
対
す
る

C
OG
ES
 
連
合
設
置
研
修
を
実
施
す
る
」
で
あ
る
。
こ
の
活
動

は
C
OG
ES

連
合
モ
デ
ル
が
正
式
に
承
認
さ
れ
た
後
の

2
00
8
年

5
月
の
開
始
が
予
定
さ
れ
て
い
た
が
、
国
民
教

育
省
に
よ
る

C
OG
ES

連
合
の
評
価
調
査
の
実
施
が
遅
れ
、
国
民
教
育
省
に
よ
る

C
OG
ES

連
合
モ
デ
ル
の
承
認
が

2
0
08

年
7
月
ま
で
延
び
た
た
め
、
連
合
設
置
研
修
の
実
施
が

2
00
8
年

1
0
月
ま
で
遅
れ
た
。

 
  実

施
が
遅
れ
た

2
つ
め
の
活
動
は

PD
M

の
2-

4
の
活
動
、
 「

CO
GE
S 
監
督
官
と

C
OG
ES
 
担
当
官
の
開
催
す
る

各
州
月
例
会
議
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
、
技
術
支
援
を
行
う
」
で
あ
る
。
こ
の
活
動
は
新
規

6
州
に
お
い
て

2
00
8

年
2
月
の
開
始
が
予
定
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
見
返
り
資
金
の
拠
出
の
遅
れ
の
た
め

2
00
9
年

1
月

ま
で
延
期
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
見
返
り
資
金
拠
出
の
遅
れ
に
よ
り
、
タ
ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
の

C
OG
ES

担
当

官
月
例
会
議
も

2
00
8
年

10
月
、
11

月
は
中
断
さ
れ
た
。

 
  P

O
と
実
施
さ
れ
た
活
動
の
対
比
に
つ
い
て
は

A
nn

ex
4
を
参
照
。

  
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
は

十
分

か
。

彼
ら

の

役
割

と
責

任
は

適
切

か
。

 
 

 2
00

8
年

10
月
か
ら

20
09

年
1
月
に
実
施
さ
れ
た
活
動

2-
3、
「
C
OG
ES
 
委
員
に
対
す
る

C
OG
ES
 
連
合
設
置
研

修
を
実
施
す
る
」
は
、
各
州
へ
の
頻
繁
な
出
張
が
必
要
な
た
め
、
専
門
家
お
よ
び
ニ
ジ
ェ
ー
ル
人
ス
タ
ッ
フ
の

業
務
量
を
増
大
さ
せ
た
。
残
り
の
協
力
期
間
の
中
心
的
な
活
動
が
、
各
州
で
の

C
OG
ES

担
当
官
会
議
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
を
通
じ
た
能
力
強
化
で
あ
る
こ
と
を
鑑
み
る
と
、
一
定
の
期
間
、
ニ
ジ
ェ
ー
ル
人
ス
タ
ッ
フ
を
各
州
に

配
置
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
内

（
専

門
家

、
ロ

ー
カ

ル
ス

タ
ッ

フ
/N

G
O

）
の

相
互

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

十
分

か
。

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

は

適
当

か
。

 

 上
述
の
理
由
に
よ
り
、
業
務
量
の
増
大
に
伴
い
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ス
タ
ッ
フ
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
阻

害
さ
れ
た
。
対
策
と
し
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
週
例
会
議
の
開
催
を

2
00
9
年

1
月
か
ら
実
施
し
て
お
り
、

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
不
足
は
解
消
す
る
も
の
と
期
待
さ
れ
る
。

 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
と

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

（
中

央
及

び
地

方
レ

ベ
ル

）
の

相
互

コ
ミ

ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
十

分
か

。
信

頼
関

係
が

醸

成
さ

れ
て

い
る

か
。

 

 国
民

教
育

省
C

O
G

ES
推

進
室

長
お

よ
び

タ
ウ

ア
、

ザ
ン

デ
ー

ル
、

ド
ッ

ソ
の

D
R

EN
に

対
す

る
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
結

果

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
と

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
十

分
で

あ
り

、
相

互
の

信
頼

関
係

が

醸
成

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

示
し

て
い

る
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

実
施

体
制

 

 合
同

調
整

委
員

会
(J

C
C

)は
機

能
し

て
い

る

か
。

 
 合

同
調

整
委

員
会

は
計

画
よ

り
も

1
回

多
い

4
回

開
催

さ
れ

て
い

る
。

JC
C

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

の
レ

ビ
ュ

ー
、

情
報

交
換

の
場

と
し

て
有

効
に

機
能

し
て

い
る

。
ま

た
C

O
G

ES
活

動
の

成
功

お
よ

び
失

敗
事

例
を

シ
ェ

ア
す

る

た
め

に
JC

C
の

前
後

に
経

験
共

有
セ

ミ
ナ

ー
が

開
催

さ
れ

て
い

る
。

  
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
 

 Ｃ
Ｐ

は
主

体
的

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
を

実

施
し

て
い

る
か

。
 

 C
P

に
対

す
る

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

結
果

は
、

彼
ら

は
主

体
的

に
活

動
に

参
加

し
て

い
る

こ
と

を
示

し
て

い
る

。
た

と
え

ば
第

一
フ

ェ
ー

ズ
の

際
ザ

ン
デ

ー
ル

の
視

察
官

だ
っ

た
ド

ッ
ソ

の
D

R
EN

は
、

ド
ッ

ソ
で

の
C

O
G

ES
の

普
及

へ
の

強
い

意

志
を

持
っ

て
い

る
。
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 C
O

G
ES

連
合

、
C

O
G

ES
委

員
、

住
民

は

主
体

的
に

活
動

を
実

施
し

て
い

る
か

。
 

 イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

を
行

っ
た

ほ
と

ん
ど

の
C

O
G

ES
委

員
、

FC
C

委
員

は
や

る
気

を
十

分
に

も
ち

、
主

体
的

に
活

動
に

従

事
し

て
い

る
。

た
と

え
ば

、
タ

ウ
ア

、
イ

レ
ラ

県
の

コ
ッ

ソ
リ

C
O

G
ES

の
会

計
担

当
委

員
は

、
「

C
O

G
ES

は
頭
に
載
せ

て
運
ぶ
木
の
よ
う
な
も
の
だ
。
誰
か
が
運
ん
で
く
れ
る
と
あ
り
が
た
い
が
、
誰
も
運
ば
な
い
な
ら
自
分
が
や
る
。

そ
う
す
れ
ば
誰
か
が
必
ず
助
け
て
く
れ
る
」
と
述
べ
て
い
る
。
ま
た
同
じ

C
O

G
ES

の
会
長
は
、「

収
穫
さ
え
よ

け
れ
ば

C
O

G
ES

は
な
ん
で
も
で
き
る
」
と
述
べ
て
い
る
。

 
 世

界
銀

行
と

の
連

携
は

計
画

通
り

適
切

に

実
施

さ
れ

て
い

る
か

。
必

要
な

情
報

共
有

は
行

わ
れ

て
い

る
か

。
 

 後
述

の
5

項
目

評
価

の
効

率
性

の
調

査
結

果
を

参
照

。
. 

 コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

幼
稚

園
に

か
か

る
U

N
IC

EF
と

の
連

携
は

計
画

通
り

適
切

に
実

施
さ

れ

て
い

る
か

。
必

要
な

情
報

共
有

は
行

わ
れ

て
い

る
か

。
 

 ユ
ニ

セ
フ

お
よ

び
国

民
教

育
省

就
学

前
局

と
の

月
例

会
議

が
、

20
08

年
5

月
に

調
印

さ
れ

た
協

定
に

基
づ

い
て

実

施
さ

れ
て

い
る

。
詳

細
は

、
後

述
の

5
項

目
評

価
の

効
率

性
の

調
査

結
果

を
参

照
。

 

他
ド

ナ
ー

と
の

連
携

 
 

 そ
の

他
ド

ナ
ー

と
の

情
報

共
有

は
行

わ
れ

て
い

る
か

。
 

 教
育

な
ら

び
に

C
O

G
ES

に
つ

い
て

の
定

期
的

な
ド

ナ
ー

調
整

会
合

は
開

か
れ

て
い

な
い

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

必
要

に

応
じ

て
他

ド
ナ

ー
と

の
協

議
を

行
っ

て
い

る
。

た
と

え
ば

、
マ

ラ
デ

ィ
州

で
の

FC
C

の
設

立
な

ら
び

に
機

能
化

支
援

に

あ
た

っ
て

は
、

現
地

の
状

況
に

精
通

し
て

い
る

オ
ラ

ン
ダ

の
N

G
O

、
SN

V
と

の
連

携
が

進
め

ら
れ

て
い

る
。

  
JO

C
V

と
の

連
携

 
 相

互
の

情
報

提
供

や
活

動
に

お
け

る
連

携

あ
る

か
。

連
携

に
よ

る
活

動
は

有
効

だ
っ

た

か
。

 

 タ
ウ

ア
で

20
07

年
11

月
か

ら
12

月
、

20
08

年
10

月
、

11
月

に
JO

C
V

が
実

施
し

た
A

PP
ク

ラ
ブ

に
つ

い
て

の
研

修
に

対
し

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

ト
レ

ー
ナ

ー
を

派
遣

し
た

。
視

学
官

事
務

所
に

配
属

さ
れ

て
い

る
JO

C
V

村
落

開
発

隊

員
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

JO
C

V
の

間
の

協
力

を
促

進
し

て
、

A
PP

ク
ラ

ブ
研

修
を

実
施

し
た

。
研

修
を

組
織

し
た

JO
C

V
隊

員
は

、
「

C
O

G
ES

が
取

り
組

ん
で

い
る

A
PP

ク
ラ

ブ
が

あ
っ

た
お

か
げ

で
こ

の
よ

う
な

活
動

を
行

う
こ

と
が

で
き

た
。

私
た

ち
は

幸
運

で
あ

っ
た

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

お
よ

び
C

O
G

ES
に

感
謝

し
て

い
る

」
と

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

に
答

え
て

い
る

。
 

-      -173



5
項

目
評

価
 

妥
当

性
 :

 非
常

に
高

い
 

評
価

項
目

 
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

 
調

査
結

果
 

必
要

性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
タ

ー
ゲ

ッ
ト

・
グ

ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

と
合

致
し

て
い

る
か

。
 

 C
O

G
ES

の
活

動
は

住
民

・
児

童
の

ニ
ー

ズ

と
合

致
し

て
い

る
か

。
  

 

 現
地
の
ニ
ー
ズ
に
基
づ
い
た
学
校
運
営
改
善
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
児
童
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 C
O

G
ES

の
活

動
の

一
つ

で
あ

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
幼

稚
園

は
、

特
に

農
村

地
域

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

強
い

ニ
ー

ズ
に

合
致

し

て
い

る
。

 

優
先

度
 

 C
O

G
ES

を
柱

の
一

つ
と

し
て

位
置

づ
け

た

｢教
育

開
発

10
か

年
計

画
｣（

PD
D

E）
に

変

更
は

な
い

か
。

 

 C
O

G
ES

政
策

が
優

先
的

課
題

で
あ

る
と

す
る

PD
D

E
に

変
更

は
な

い
。

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
ニ

ジ
ェ

ー
ル

国
家

開
発

計
画

と
の

整
合

性
は

あ
る

か
。

 

 コ
ミ

ュ
ー

ン
に

権
限

を
委

譲
す

る
地

方
分

権

化
政

策
に

変
更

は
な

い
か

。
 

 地
方

分
権

化
政

策
に

変
更

は
な

い
。

ま
た

、
20

08
年

10
月

に
発

表
さ

れ
た

、
FC

C
設

立
に

関
す

る
国

民
教

育
省

省
令

で

は
、

FC
C

は
コ

ミ
ュ

ー
ン

の
管

轄
下

に
あ

る
と

規
定

し
て

お
り

、
コ

ミ
ュ

ー
ン

が
FC

C
を

管
理

、
支

援
す

る
権

限
が

強
化

さ

れ
て

い
る

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
日

本
の

援
助

政
策

、

JI
C

A
国

別
事

業
実

施
計

画
と

の
整

合

性
は

あ
る

か
。

 

 日
本

の
対

ニ
ジ

ェ
ー

ル
援

助
重

点
課

題
、

JI
C

A
国

別
事

業
実

施
計

画
に

変
更

は
な

い
か

。
 

 日
本
は
、
T
I
CA
D
Ⅳ
に
お
い
て
学
校
運
営
改
善
モ
デ
ル
を
西
ア
フ
リ
カ
に
お
い
て

1
0,
00
0
校
に
拡
大
す
る
こ
と
を

表
明
し
て
お
り
、
日
本
の
援
助
政
策
に
合
致
し
て
い
る
。

 

手
段

の
適

切
性

 
 C

O
G

ES
の

設
置

・
機

能
化

は
ニ

ジ
ェ

ー
ル

の
教

育
課

題
の

解
決

に
効

果
を

あ
げ

る
戦

略
と

し
て

適
切

か
。

 

 機
能

す
る

C
O

G
ES

は
政
府
が
提
供
で
き
る
リ
ソ
ー
ス
が
限
ら
れ
て
い
る
ニ
ジ
ェ
ー
ル

の
教

育
課

題
で

あ
る

低
い

就

学
率

、
ジ

ェ
ン

ダ
ー

格
差

、
教

育
の

質
の

低
さ

を
改

善
す

る
た

め
の

適
切

な
戦

略
で

あ
る

と
教

育
行

政
官

は
述

べ
て

い

る
。

彼
ら

は
ま

た
、

C
O

G
ES

監
督

官
お

よ
び

担
当

官
の

能
力

強
化

を
通

じ
て

、
ニ

ジ
ェ

ー
ル

の
教

育
課

題
の

一
つ

で
あ

る

教
育

行
政

能
力

の
強

化
に

も
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

貢
献

し
て

い
る

と
述

べ
て

い
る

。
  

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

は
適

切

か
。

 

 ミ
ニ

マ
ム

パ
ッ

ケ
ー

ジ
は

C
O

G
ES

の
機

能

化
に

効
果

を
挙

げ
る

戦
略

と
し

て
適

切
か

。

特
に

C
O

G
ES

担
当

官
及

び
C

O
G

ES
連

合
に

よ
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
C

O
G

ES
の

機

能
化

に
効

果
を

挙
げ

る
戦

略
と

し
て

適
切

か
。

 

 ①
民

主
的

な
選

挙
に

よ
る

C
O

G
ES

委
員

の
選

出
、

②
学

校
活

動
計

画
の

策
定

と
実

施
、

③
FC

C
お

よ
び

教
育

行
政

に

よ
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

と
い

う
3

要
素

で
構

成
さ

れ
る

ミ
ニ

マ
ム

・
パ

ッ
ケ

ー
ジ
は
、
フ
ェ
ー
ズ

1
に
お
い
て
有
効
性
が
確
認

さ
れ
て
い
る
。
C
OG
ES

委
員
に
対
す
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
結
果
か
ら
、
民
主
選
挙
は

C
OG
ES

の
機
能
化
な
ら
び
に
住
民

総
会
を
通
じ
た
透
明
性
の
保
証
の
た
め
の

C
OG
ES

委
員
の
や
る
気
を
増
大
さ
せ
る
こ
と
に
も
寄
与
し
て
い
る
こ
と

が
確
認
さ
れ
た
。

 
  第

二
の

要
素

は
、

学
校

運
営

へ
の

住
民

参
加

を
増

大
さ

せ
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
学

校
活

動
計

画
策

定
プ

ロ
セ

ス
は

、
児

童
が

抱
え

て
い

る
問

題
お

よ
び

問
題

解
決

の
た

め
に

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

が
有

し
て

い
る

リ
ソ

ー
ス

の
明

確
化

に
始

ま

り
、

住
民

総
会

に
お

け
る

活
動

計
画

の
承

認
へ

と
続

く
。

学
校

活
動

計
画

が
外

部
者

で
は

な
く
住

民
自

身
に

よ
っ

て
策

定

さ
れ

る
こ

と
が

計
画

の
確

実
な

実
施

の
大

き
な

要
因

と
な

っ
て

い
る

。
詳

細
は

、
後

述
の

有
効

性
の

因
果

関
係

を
参

照
。
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 第
三

の
要

素
に

つ
い

て
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

に
よ

っ
て

、
C

O
G

ES
委

員
が

抱
え

て
い

る
諸

課
題

を
FC

C
お

よ
び

C
O

G
ES

委
員

に
よ

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
指

導
に

よ
っ

て
解

決
さ

れ
た

事
例

が
多

く
報

告
さ

れ
た

。
 

日
本

の
協

力
と

し
て

の
優

位
性

は
あ

る

か
。

 
 日

本
に

対
象

技
術

の
ノ

ウ
ハ

ウ
が

蓄
積

さ

れ
て

い
る

か
、

日
本

の
経

験
が

活
か

せ
る

か
 

 フ
ェ

ー
ズ

1
で

蓄
積

さ
れ

た
C

O
G

ES
の

機
能

化
の

た
め

の
知

識
や

技
能

は
、

フ
ェ

ー
ズ

2
で

の
C

O
G

ES
の

全
国

普
及

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

大
い

に
活

用
さ

れ
て

い
る

。
た

と
え

ば
、

研
修

の
方

法
、

C
O

G
ES

お
よ

び
FC

C
設

置
運

営
研

修
の

た
め

の
モ

ジ
ュ

ー
ル

お
よ

び
マ

ニ
ュ

ア
ル

、
C

O
G

ES
担

当
官

月
例

会
議

を
通

じ
た

C
O

G
ES

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

あ
げ

ら

れ
る

。
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有
効

性
: 

高
い

 評
価

項
目

 
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

 
調

査
結

果
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
見

込
み

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

適
切

か
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

が
達

成
さ

れ
る

可
能

性

は
高

い
か

。
 

 全
国
の

9
7
％
の
学
校
に
お
い
て

C
OG
ES

が
民
主
的
に
設
置
さ
れ
た
。
CO
G
ES

の
機
能
度
を
表
す
指
標
と
な
る
学
校
活

動
計
画
提
出
率
は

6
6
％
に
留
ま
っ
て
い
る
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
で
あ
る

C
OG
ES

の
「
全
国
普
及
」
と
「
機
能
化
」

に
着
実
な
進
捗
が
見
ら
れ
る
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
の
構
築
に
遅
れ
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
成
果
は
概
ね
順
調
に
発

現
し
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
貢
献
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

 
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

指
標

の
設

定
レ

ベ
ル

は

適
切

か
。

 
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標
に
目
標
数
値
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
目
標
達
成
状
況
を
具
体
的
に
評
価
す
る
こ

と
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
。
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
指

標
2

で
あ

る
「
C
OG
ES
 
に
よ
っ
て
策
定
・
実
施
さ
れ
る
学
校
活
動
計
画
数
と
内
容
」
は
、
学
校

数
が
膨
大
な
数
に
上
る
こ
と
か
ら
デ
ー
タ
入
手
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
。
必
要
で
あ
れ
ば
デ
ー
タ
の
入
手
可
能
性
を

考
慮
に
入
れ
た
代
替
指
標
設
定
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

  
因

果
関

係
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
に

貢
献

し
て

い
る

か
。

 
 C

O
G

ES
関

係
者

の
能

力
強

化
は

C
O

G
ES

の
全

国
普

及
に

貢
献

し
て

い
る

か
。

 

 教
育

行
政

官
に

対
す

る
導

入
研

修
な

ら
び

に
校

長
に

対
す

る
民

主
選

挙
研

修
は

C
O

G
ES

設
置

に
帰

結
し

て
い

る
こ

と
、

C
O

G
ES

委
員

に
対

す
る

学
校

活
動

計
画

研
修

は
、

学
校

活
動

計
画

策
定

に
帰

結
し

て
い

る
こ

と
を

デ
ー

タ
は

示
し

て
い

る
。

し
か

し
な

が
ら

、
こ

れ
ら

の
研

修
と

C
O

G
ES

設
置

お
よ

び
機

能
化

の
因

果
関

係
に

は
、

地
域

に
よ

っ
て

ば
ら

つ
き

が
み

ら
れ

る
。

ニ
ア

メ
に

お
い

て
C

O
G

ES
設

置
お

よ
び

機
能

化
の

レ
ベ

ル
が

低
い

要
因

と
し

て
は

、
都

市
化

に
と

も
な

い
住

民

の
絆

、
連

帯
が

比
較

的
弱

い
こ

と
が

あ
げ

ら
れ

る
。

し
か

し
な

が
ら

こ
れ

は
、

残
り

の
協

力
期

間
に

お
い

て
ニ

ア
メ

に
お

い
て

改
善

の
余

地
が

あ
る

こ
と

を
示

し
て

い
る

。
ア

ガ
デ

ス
で

の
C

O
G

ES
設

置
率

の
低

さ
は

、
安

全
上

の
理

由
か

ら
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

ア
ガ

デ
ス

に
入

れ
な

い
こ

と
が

影
響

し
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

。
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So
ur

ce
: E

PT
 P

ro
je

ct
 T

ea
m

 

 
 

民
主

選
挙

に
よ

る

C
O

G
ES

設
置

研
修

を

受
け

た
校

長
の

受
講

率
  

民
主

選
挙

に
よ

る

C
O

G
ES

設
置

率
 

学
校

活
動

計
画

研
修

を

受
け

た
C

O
G

ES
委

員

の
受

講
率

 

学
校

活
動

計
画

 
提

出
率

 

A
ga

de
z 

10
0.

0%
 

65
.1

%
 

 
85

.4
%

 
84

.9
%

 
D

iff
a 

10
0.

0%
 

10
0.

0%
 

 
90

.5
%

 
77

.7
%

 
D

os
so

 
 9

9.
6%

 
10

0.
0%

 
 

99
.9

%
 

63
.7

%
 

M
ar

ad
i 

10
0.

0%
 

10
0.

0%
 

10
0.

3%
 

57
.5

%
 

N
ia

m
ey

  
 9

1.
9%

 
79

.5
%

 
 

93
.1

%
 

35
.1

%
 

Ti
lla

be
ri 

10
0.

5%
 

10
1.

2%
 

10
1.

4%
 

60
.6

%
 

Ta
ho

ua
 

88
.1

%
 

Zi
nd

er
 

第
一

フ
ェ

ー
ズ

に
お

い
て

実
施

済
 

90
.6

%
 

A
ve

ra
ge

 
99

.5
%

 
97

.1
%

 
98

.5
%

 
66

.4
%

 

 C
O

G
ES

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

体
制

の
構

築

（
C

O
G

ES
担

当
官

、
C

O
G

ES
連

合
）
は

C
O

G
ES

の
機

能
強

化
に

貢
献

し
て

い
る

か
。

 

 F
C

C
お

よ
び

C
O

G
ES

委
員

に
対

す
る

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

結
果

は
、

C
O

G
ES

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

の
構

築
は

タ
ウ

ア
、

ザ

ン
デ

ー
ル

で
の

C
O

G
ES

の
機

能
化

に
寄

与
し

て
い

る
こ

と
を

示
し

て
い

る
。

以
下

は
、

C
O

G
ES

担
当

官
に

よ
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
結

果
、

C
O

G
ES

、
FC

C
が

抱
え

て
い

る
問

題
が

解
決

し
、

機
能

化
が

促
進

し
た

例
で

あ
る

。
 

 事
例

1：
 

ザ
ン

デ
ー

ル
の

あ
る

C
O

G
ES

に
世

界
銀

行
/A

G
EP

A
に

よ
る

C
O

G
ES

へ
の

補
助

金
が

供
与

さ
れ

た
際

、

補
助

金
が

不
適

切
に

使
用

さ
れ

る
恐

れ
が

あ
っ

た
。

C
O

G
ES

委
員

か
ら

の
要

求
に

基
づ

い
て

C
O

G
ES

担
当

官
は

、

補
助

金
の

ル
ー

ル
、

手
続

き
を

関
係

者
に

説
明

し
た

結
果

、
補

助
金

は
適

切
に

活
用

さ
れ

た
。

（
ザ

ン
デ

ー
ル

、
ミ

リ
ア

県
C

O
G

ES
担

当
官

）
 

 事
例

2：
 

C
O

G
ES

委
員

の
民

主
選

挙
が

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

リ
ー

ダ
ー

に
よ

っ
て

適
切

に
行

わ
れ

な
い

恐
れ

が
あ

っ

た
。

そ
こ

で
C

O
G

ES
担

当
官

は
、

リ
ー

ダ
ー

に
対

し
て

個
別

に
民

主
選

挙
の

意
義

を
説

い
て

ま
わ

っ
た

。
そ

の
結

果
、

選
挙

は
民

主
的

に
実

施
さ

れ
た

。
（
ザ

ン
デ

ー
ル

、
ミ

リ
ア

県
C

O
G

ES
担

当
官

）
 

 事
例

3：
 

あ
る

FC
C

事
務

局
員

は
、

C
O

G
ES

担
当

官
へ

の
感

謝
の

気
持

ち
を

伝
え

る
た

め
に

、
自

分
た

ち
で

感
謝

状
を

作
っ

て
C

O
G

ES
担

当
官

に
渡

し
た

。
C

O
G

ES
担

当
官

は
、

月
に

5,
6

回
は

FC
C

事
務

局
員

と
会

合
を

持
ち

、

FC
C

事
務

局
員

が
困

っ
た

と
き

は
す

ぐ
に

来
て

相
談

に
の

っ
て

く
れ

る
か

ら
で

あ
る

。
こ

の
C

O
G

ES
担

当
官

は
感

謝

状
を

い
つ

も
大

切
に

持
ち

歩
い

て
い

る
。

（
ザ

ン
デ

ー
ル

、
グ

レ
県

、
ギ

デ
ィ

ギ
ル

コ
ミ

ュ
ー

ン
の

FC
C

事
務

局
員

）
 

 事
例

4：
 

C
O

G
ES

委
員

の
説

得
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
あ

る
父

親
は

子
ど

も
を

学
校

に
行

か
せ

る
の

を
こ

ば
ん

で
い

た
。

C
O

G
ES

は
C

O
G

ES
担

当
官

を
招

い
て

住
民

総
会

を
開

い
た

。
C

O
G

ES
担

当
官

は
総

会
に

お
い

て
子

ど
も

の

教
育

の
意

義
を

訴
え

た
。

2
日

後
、

そ
の

父
親

は
子

ど
も

を
連

れ
て

学
校

に
来

て
校

長
に

言
っ

た
。

「
考

え
が

変
わ

り
ま

し
た

」
。

（
ザ

ン
デ

ー
ル

、
グ

レ
県

、
ギ

デ
ィ

ギ
ル

コ
ミ

ュ
ー

ン
の

FC
C

事
務

局
員

）
 

 事
例

5：
 

FC
C

設
立

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

、
教

員
た

ち
は

会
計

の
ポ

ス
ト

は
教

員
に

与
え

る
べ

き
だ

と
主

張
し

た
。

そ

こ
で

、
C

O
G

ES
担

当
官

が
来

て
FC

C
設

置
に

関
す

る
省

令
を

説
明

し
た

結
果

、
教

員
た

ち
は

ル
ー

ル
に

従
う

こ
と

に
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同
意

し
た

。
（
ザ

ン
デ

ー
ル

、
ザ

ン
デ

ー
ル

コ
ミ

ュ
ー

ン
II

の
FC

C
事

務
局

員
）

 
 事

例
6：

 
FC

C
事

務
局

員
が

前
年

度
活

動
計

画
の

総
括

の
た

め
の

総
会

を
準

備
し

て
い

る
と

き
、

前
年

度
の

総
会

の

議
事

録
を

紛
失

し
て

い
る

こ
と

に
気

づ
い

た
。

そ
こ

で
、

C
O

G
ES

担
当

官
に

相
談

し
た

と
こ

ろ
、

彼
は

す
ぐ

に
総

会
議

事
録

を
持

っ
て

き
て

く
れ

た
。

（
ザ

ン
デ

ー
ル

、
ミ

リ
ア

県
、

ド
ゴ

コ
ミ

ュ
ー

ン
の

FC
C

事
務

局
員

）
 

  評
価

調
査

に
よ

っ
て

、
C

O
G

ES
担

当
官

会
議

が
C

O
G

ES
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
メ

カ
ニ

ズ
ム

と
し

て
機

能
し

て
い

る
だ

け
で

な
く
、

C
O

G
ES

担
当

官
の

能
力

強
化

に
も

寄
与

し
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
C

O
G

ES
担

当
官

会
議

は
、

経
験

を
共

有
し

、
成

功
例

か
ら

学
び

、
課

題
解

決
の

た
め

の
方

策
を

議
論

す
る

場
と

な
っ

て
い

る
。

C
O

G
ES

担
当

官
会

議
に

よ
っ

て
、

C
O

G
ES

担
当

官
は

、
C

O
G

ES
が

抱
え

る
問

題
を

解
決

す
る

た
め

の
技

術
支

援
を

適
切

に
行

う
た

め
の

能
力

を
つ

け
て

い
る

。
以

下
は

C
O

G
ES

担
当

官
会

議
の

有
効

性
を

示
す

事
例

で
あ

る
。

 
 F

C
C

設
置

省
令

が
発

表
さ

れ
た

後
、

教
員

が
事

務
局

長
ポ

ス
ト

に
就

け
な

い
と

い
う

ル
ー

ル
に

反
対

し
た

教
員

た
ち

が
い

た
。

こ
の

問
題

が
C

O
G

ES
担

当
官

会
議

で
報

告
さ

れ
、

解
決

策
が

協
議

さ
れ

た
。

C
O

G
ES

担
当

官
は

教
員

に

こ
の

ル
ー

ル
の

背
景

、
趣

旨
を

説
明

し
、

教
員

の
説

得
に

成
功

し
た

。
 

 あ
る

コ
ミ

ュ
ー

ン
長

は
FC

C
に

対
す

る
支

援
に

消
極

的
だ

っ
た

た
め

、
C

O
G

ES
担

当
官

会
議

で
こ

の
問

題
が

議
論

さ

れ
た

。
そ

の
結

果
、

C
O

G
ES

担
当

官
は

FC
C

に
対

し
て

、
FC

C
は

も
は

や
コ

ミ
ュ

ー
ン

の
管

轄
下

に
あ

り
、

FC
C

支

援
は

コ
ミ

ュ
ー

ン
の

責
任

で
あ

る
こ

と
を

コ
ミ

ュ
ー

ン
長

に
伝

え
る

よ
う

働
き

か
け

た
。

こ
の

結
果

、
コ

ミ
ュ

ー
ン

長
の

態

度
が

変
わ

り
、

FC
C

を
積

極
的

に
支

援
す

る
よ

う
に

な
っ

た
。

 
 

 C
O

G
ES

を
通

じ
た

教
育

改
善

活
動

モ
デ

ル
の

構
築

は
、

C
O

G
ES

の
機

能
強

化
・
定

着
に

貢
献

し
て

い
る

か
。

 

 コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

幼
稚

園
、

フ
ォ

ー
ラ

ム
・ア

プ
ロ

ー
チ

、
視

学
官

会
議

と
い

っ
た

C
O

G
ES

を
通

じ
た

教
育

改
善

活
動

モ
デ

ル
の

構
築

は
、

成
果

3
で

述
べ

た
よ

う
に

C
O

G
ES

の
機

能
強

化
・
定

着
に

貢
献

し
て

い
る

。
 

 【
外

部
条

件
】
校

長
も

し
く
は

教
員

等
の

ス

ト
ラ

イ
キ

等
に

よ
り

学
校

が
長

期
的

に
閉

鎖
状

態
に

陥
っ

た
か

。
 

 タ
ウ

ア
で

は
20

08
年

の
新

学
期

開
始

時
期

で
あ

る
10

月
初

め
か

ら
11

月
末

ま
で

契
約

教
員

の
み

な
ら

ず
正

規
教

員
に

よ
る

ス
ト

ラ
イ

キ
が

実
施

さ
れ

、
予

定
さ

れ
た

授
業

時
間

数
が

大
幅

に
減

っ
た

。
さ

ら
に

契
約

教
員

に
対

す
る

給
与

支
払

遅

延
の

た
め

に
契

約
教

員
に

よ
る

1
週

間
か

ら
2

週
間

の
ス

ト
ラ

イ
キ

は
多

発
し

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

専
門

家
に

よ
る

と
ス

ト
ラ

イ
キ

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
推

進
し

て
い

る
教

育
の

ア
ク

セ
ス

や
質

改
善

の
た

め
の

フ
ォ

ー
ラ

ム
や

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

に
影

響
を

与
え

て
い

る
。

な
ぜ

な
ら

教
員

の
ス

ト
ラ

イ
キ

は
、

授
業

時
間

数
の

減
少

を
も

た
ら

し
、

教
育

の
質

を
低

下
さ

せ
る

だ
け

で
な

く
、

学
校

が
閉

鎖
さ

れ
る

こ
と

に
よ

っ
て

親
、

子
ど

も
の

学
校

に
対

す
る

否
定

的
な

印
象

を
与

え
る

の
で

、
就

学
へ

の

動
機

づ
け

が
低

下
す

る
か

ら
で

あ
る

。
こ

の
意

味
で

視
学

官
会

議
実

施
に

よ
っ

て
促

進
さ

れ
た

視
学

官
に

よ
る

学
校

訪
問

は
、

教
員

の
欠

勤
や

ス
ト

ラ
イ

キ
を

減
ら

す
た

め
に

効
果

が
あ

る
。

ま
た

、
C

O
G

ES
に

よ
る

教
員

に
対

す
る

支
援

（
食

糧
や

家
屋

の
提

供
）
は

、
特

に
農

村
地

域
に

お
い

て
、

組
合

が
決

定
し

た
ス

ト
ラ

イ
キ

へ
の

教
員

の
参

加
を

低
下

さ
せ

る
の

に
役

立
っ

て
い

る
。

  
 【

外
部

条
件

】
児

童
の

い
る

家
庭

の
経

済

状
況

が
悪

化
し

て
い

な
い

か
。

 
 ニ

ジ
ェ

ー
ル

は
全

国
的

に
貧

困
状

態
に

あ
る

。
し

か
し

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
後

、
貧

困
状

態
が

著
し

く
悪

化
し

て
は

い
な

い
。

  

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

を
促

進
あ

る
い

は
阻

害
す

る
外

部
要

因
は

あ
る

か
。

 

 そ
の

他
の

阻
害

要
因

が
あ

る
か

。
 

 教
育

行
政

官
の

中
に

は
、

C
O

G
ES

に
対

す
る

パ
イ

ロ
ッ

ト
補

助
金

供
与

が
C

O
G

ES
の

機
能

に
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

な
影

響
を

与

え
た

と
述

べ
て

い
る

。
補

助
金

自
体

は
必

要
で

あ
り

良
い

こ
と

だ
が

、
補

助
金

供
与

に
あ

た
っ

て
は

、
供

与
側

は
、

C
O

G
ES

の
主

体
性

を
尊

重
し

、
学

校
活

動
計

画
に

基
づ

い
た

補
助

金
使

用
を

認
め

る
方

法
を

採
用

す
べ

き
で

あ
る

こ
と

、
ま

た
補

助
金

供
与

の
前

提
条

件
と

し
て

需
要

側
で

あ
る

C
O

G
ES

が
十

分
に

機
能

し
て

い
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

と
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

対
象

と
な

っ
た

教
育

行
政

官
は

主
張

し
て

い
る

。
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効
率

性
: 

中
 評

価
項

目
 

必
要

な
情

報
・
デ

ー
タ

 
調

査
結

果
 

成
果

の
達

成
度

 
成

果
は

計
画

通
り

達
成

さ
れ

て
い

る
か

。
 

 
 活

動
及
び
投
入
は
概
ね
計
画
通
り
実
施
さ
れ
た
も
の
の
、
見
返
り
資
金
運
用
開
始
と

C
O

G
ES

担
当
官
用
バ
イ
ク
供

与
の
遅
延
が

C
O

G
ES

担
当
官
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
の
構
築
に
遅
れ
を
も
た
ら
し
た
。

 
因

果
関

係
 

活
動

は
成

果
を

効
率

的
に

産
出

し
て

い

る
か

。
 

 
 概

ね
提

供
さ

れ
た

投
入

は
計

画
通

り
成

果
を

産
出

し
て

い
る

。
 

 専
門

家
派

遣
人

数
、

専
門

分
野

、
派

遣
時

期
は

適
切

か
。

  
 わ

ず
か

3
名

の
専

門
家

の
投

入
に

よ
っ

て
C

O
G

ES
の

全
国

普
及

が
1

年
で

達
成

さ
れ

た
こ

と
か

ら
適

切
で

あ
る

と
判

断

さ
れ

る
。

 
 供

与
機

材
の

種
類

、
量

、
設

置
時

期
は

適

切
か

。
 

 供
与

機
材

（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

バ
イ

ク
等

）
は

、
必

要
で

あ
り

、
適

切
に

か
つ

十
分

使
用

さ
れ

て
い

る
。

 

 本
邦

研
修

の
分

野
、

研
修

内
容

、
研

修
時

期
、

受
入

時
期

は
適

切
か

。
 

 本
邦

研
修

に
参

加
し

た
ザ

ン
デ

ー
ル

の
D

R
EN

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
に

よ
る

と
、

本
邦

研
修

は
日

本
の

学
校

運
営

、
住

民
参

加
を

学
ぶ

う
え

で
適

切
で

あ
っ

た
。

 

達
成

さ
れ

た
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
か

ら
見

て
投

入
の

質
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
は

適
切

か
。

 

 日
本

側
、

ニ
ジ

ェ
ー

ル
側

の
現

地
活

動
費

は
適

当
で

あ
っ

た
か

。
 

 見
返

り
資

金
拠

出
が

遅
れ

た
た

め
、

C
O

G
ES

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

構
築

に
関

連
し

た
い

く
つ

か
の

活
動

の
実

施
が

遅
れ

た
。

そ
こ

で
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
20

08
年

12
月

な
ら

び
に

20
09

年
1

月
の

タ
ウ

ア
、

ザ
ン

デ
ー

ル
州

で
の

C
O

G
ES

担
当

官
会

議
の

費
用

を
負

担
し

た
。

  

効
率

性
に

影
響

を
与

え
て

い
る

要
因

 
 C

O
G

ES
設

置
お

よ
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
全

国
普

及
の

た
め

の
世

界
銀

行
/P

A
D

EB
と

の
連

携
は

効
率

的
か

。
 

 C
O

G
ES

設
置

お
よ

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

全
国

普
及

た
め

の
世

界
銀

行
/P

A
D

EB
と

の
連

携
に

よ
る

投
入

な
ら

び
に

活
動

の
結

果
は

、
合

い
半

ば
し

た
も

の
で

あ
る

。
PA

D
EB

資
金

に
よ

っ
て

C
O

G
ES

設
置

の
た

め
の

一
連

の
研

修
の

た
め

の

資
金

が
提

供
さ

れ
、

計
画

通
り

に
実

施
さ

れ
た

一
方

、
C

O
G

ES
担

当
官

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

の
バ

イ
ク

は
い

ま
だ

に
提

供

さ
れ

て
い

な
い

。
そ

こ
で

ほ
と

ん
ど

の
C

O
G

ES
担

当
官

は
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

た
め

に
自

分
の

バ
イ

ク
を

使
う

か
バ

イ
ク

を

借
り

て
お

り
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

活
動

が
制

限
さ

れ
て

い
る

。
ド

ッ
ソ

の
C

O
G

ES
担

当
官

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

バ
イ

ク
の

現
状

を
表

に
示

す
。

 
 

自
分
の
バ
イ
ク
を
使

用
 

視
学
官
事
務
所
の
バ

イ
ク
を
使
用

 
C

O
G

ES
担
当
官
の

バ
イ
ク
を
使
用

 
合
計

 

C
O

G
ES

担
当
官
の
数

 
3 

4 
0 

7 
 

他
の

ド
ナ

ー
と

の
連

携
に

よ
る

効
率

化

が
実

現
し

て
い

る
か

。
 

 コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

幼
稚

園
設

立
の

た
め

の
ユ

ニ

セ
フ

と
の

連
携

は
効

率
的

か
。

 
 C

O
G

ES
が

設
置

お
よ

び
運

営
す

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
幼

稚
園

を
普

及
す

る
た

め
の

ユ
ニ

セ
フ

と
の

連
携

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

効
率

性
を

高
め

て
い

る
。

就
学

前
局

と
の

協
力

に
よ

っ
て

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

幼
稚

園
教

員
の

養
成

・
現

職
研

修
の

実
施

、
幼

稚

園
へ

の
教

材
の

ミ
ニ

マ
ム

・
パ

ッ
ケ

ー
ジ

の
提

供
を

ユ
ニ

セ
フ

は
行

っ
て

お
り

、
一

方
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

幼
稚

園
の

設
立

、
運

営
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
つ

い
て

の
研

修
を

行
っ

て
い

る
。

こ
の

よ
う

な
相

互
補

完
的

な
連

携
に

よ
っ

て
タ

ウ

ア
、

ザ
ン

デ
ー

ル
に

お
い

て
わ

ず
か

2
年

間
で

11
2

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
幼

稚
園

が
設

立
さ

れ
た

。
 

ロ
ー

カ
ル

資
源

が
有

効
に

活
用

さ
れ

て

い
る

か
。

 
 

 学
校

お
よ

び
C

O
G

ES
に

対
す

る
財

政
的

な
投

入
は

一
切

さ
れ

て
お

ら
ず

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
、

潜
在

能
力

を
最

大
化

し
て

い
る

。
こ

の
戦

略
は

有
効

に
機

能
し

て
い

る
。
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フ
ェ

ー
ズ

１
の

経
験

が
活

か
さ

れ
て

い
る

か
。

 
 

 フ
ェ

ー
ズ

1
で

開
発

さ
れ

た
戦

略
、

ア
プ

ロ
ー

チ
、

技
能

、
知

識
、

人
的

資
源

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
、

ロ
ジ

ス
テ

ィ
ッ

ク
ス

が
最

大

限
に

活
用

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

現
在

の
4

名
の

専
門

家
の

う
ち

2
名

は
フ

ェ
ー

ズ
1

の
経

験
者

で
あ

る
。

 
そ

の
他

効
率

性
に

影
響

を
与

え
て

い
る

要
因

は
あ

る
か

。
 

 
 2

00
8

年
10

月
に

発
表

さ
れ

た
FC

C
設

置
に

関
す

る
省

令
は

FC
C

と
コ

ミ
ュ

ー
ン

の
協

力
関

係
促

進
に

影
響

を
与

え
、

コ
ミ

ュ
ー

ン
長

の
C

O
G

ES
連

合
設

置
研

修
へ

の
参

加
、

コ
ミ

ュ
ー

ン
に

よ
る

C
O

G
ES

連
合

に
対

す
る

経
済

的
・
物

質
的

支
援

等
が

行
わ

れ
て

い
る

。
C

O
G

ES
連

合
と

コ
ミ

ュ
ー

ン
の

連
携

は
、

C
O

G
ES

連
合

の
機

能
強

化
に

貢
献

し
、

コ
ミ

ュ
ー

ン
レ

ベ
ル

に
お

け
る

教
育

開
発

を
促

進
し

て
い

る
。
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イ
ン

パ
ク

ト
: 

高
い

 

評
価

項
目

 
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

 
調

査
結

果
 

上
位

目
標

の
達

成
見

込
み

 
投

入
・
成

果
の

実
績

、
活

動

の
状

況
か

ら
、

上
位

目
標

の

達
成

の
可

能
性

は
高

い
か

。

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

。
 

 
 フ

ェ
ー
ズ

I
開
始
以
降
、
ニ
ジ
ェ
ー
ル
の
教
育
指
標
に
は
改
善
が
見
ら
れ
る
。
国
民
教
育
省
と

J
IC
A
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
た

C
OG
ES

の
全
国
普
及
と
機
能
化
が
そ
の
大
き
な
貢
献
要
因
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
認
識
を
共
有
し
た
。
フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
よ
る
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
は
、
タ
ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
の
就
学
率
の
男
女
格
差
の
縮
小
に
直
接
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
た
。
 

  上
位
目
標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
関
係
は
論
理
的
で
あ
る
。
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
対
象
の
教
育
行
政
官
は
、
C
O
GE
S
を
通
じ
た
教
育
運
営
の
改

善
が
教
育
の
ア
ク
セ
ス
、
質
の
改
善
に
貢
献
し
て
い
る
と
述
べ
て
い
る
。
加
え
て

C
O
GE
S
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
、
F
C
C
に
よ
る
女

子
就
学
促
進
お
よ
び
教
育
の
質
改
善
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
導
入
し
た
視
学
官
会
議
は
、
タ
ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
に
お
け
る
教

育
の
ア
ク
セ
ス
、
質
の
改
善
に
寄
与
し
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

 
上

位
目

標
達

成
に

必
要

な

外
部

条
件

が
満

た
さ

れ
る

可

能
性

は
高

い
か

。
 

【
外

部
条

件
】
教

育
政

策
に

お
い

て
C

O
G

ES
に

よ
る

学
校

運
営

改
善

が
一

貫
し

て
重

要
な

位
置

を
占

め
る

。
 

 教
育

政
策

に
お

い
て

C
O

G
ES

に
よ

る
学

校
運

営
改

善
が

一
貫

し
て

重
要

な
位

置
を

占
め

て
お

り
、

20
08

年
10

月
の

FC
C

設
置

に
関

す
る

省
令

に
よ

っ
て

、
C

O
G

ES
政

策
は

強
化

さ
れ

た
。

 

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

そ
の

他
の

要
因

は
あ

る

か
。

 

 
 認

め
ら

れ
な

い
。

 

波
及

効
果

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

波
及

効
果

は
あ

る
か

。
 

 
 ザ

ン
デ
ー
ル
、
タ
ウ
ア
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
導
入
し
た
視
察
官
会
議
の
有
効
性
が
示
さ
れ
た
た
め
、

20
09

年
1
月
に
国
民
教
育
省
は
、

D
R

EN
宛
の
通
達
に
よ
っ
て
視
学
官
会
議
を
制
度
化
し
た
。

 
  ニ

ジ
ェ
ー
ル
お
い
て
有
効
性
が
実
証
さ
れ
た
学
校
運
営
委
員
会
モ
デ
ル
を
も
と
に
、
セ
ネ
ガ
ル
、
マ
リ
に
お
い
て
も
同
様
の
学
校
運
営
改
善

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
開
始
さ
れ
た
。
ブ
ル
キ
ナ
フ
ァ
ソ
に
お
い
て
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
向
け
た
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
を
実
施
中
で
あ
る
。
こ

れ
ら
の
国
に
対
し
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
そ
の
経
験
を
共
有
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ス
タ
ッ
フ
が
技
術
支
援
を
行
っ
て
い
る
。
以
下
に
実
績
を

示
す
。

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
か

ら
の

講
師

派
遣

国
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

名
 

支
援
内
容

 
期
間

 

マ
リ

 
学

校
運

営
委

員
会

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
講

師
研

修
実

施
に

か
か

る

技
術
支
援

 
20

08
年

8
月

22
日
～

9
月

3
日

 

ブ
ル
キ
ナ
フ
ァ
ソ

 
住

民
参

画
型

学
校

運
営

改
善

パ
イ

ロ

ッ
ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
講
師
研
修

 
20

08
年

11
月

25
日
～

12
月

2
日
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 そ
の

他
の

イ
ン

パ
ク

ト
 

 正
の

イ
ン

パ
ク

ト
 

 C
O
GE
S
が
就
学
前
教
育
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
）、

中
等
教
育
（
中
学
生
の
た
め
の
寮
の
提
供
）、

保
健
分
野
（
保
健
ポ
ス
ト
の
設
置
・
運

営
）
等
、
初
等
教
育
以
外
の
分
野
の
開
発
に
取
り
組
ん
で
い
る
事
例
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。

 
上
位
目
標
以
外
の
正
負
の

効
果
・
影
響
が
あ
る
か
。

 

 負
の

イ
ン

パ
ク

ト
 

 認
め

ら
れ

な
い

。
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自
立

発
展

性
：
 

中
 

評
価

項
目

 
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

 
調

査
結

果
 

政
策

・
制

度
面

 
政

策
支

援
は

協
力

終
了

後
も

継
続

さ
れ

る
可

能
性

は
高

い
か

。
 

 教
育

省
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
の

C
O

G
ES

の
継

続
に

係
る

戦
略

を
持

っ
て

い

る
か

。
 

 住
民
参
画
型
の
学
校
運
営
を
促
進
す
る
こ
と
は
教
育
開
発
計
画
（
P
D
DE
）
に
明
記
さ
れ
て
い
る
。

 
  国

民
教
育
省
は

C
O

G
ES

お
よ
び

FC
C

の
設
置
・
強
化
の
た
め
の
省
令
を
発
表
し
た
。
国
民
教
育
省
は

C
O

G
ES

政
策
実
施
の
た
め
に
経
験
共
有
セ
ミ
ナ
ー
を
年
に

2
回
開
催
し
て
い
る
。

 
組

織
・
財

政
面

 
 教

育
省

C
O

G
ES

推
進

室
は

全
国

レ
ベ

ル

で
C

O
G

ES
政

策
を

策
定

、
統

括
、

実
施

す

る
に

必
要

な
権

限
と

人
員

、
予

算
を

有
し

て

い
る

か
。

 

 国
民

教
育

省
の

基
礎

教
育

総
局

長
の

下
に

C
O

G
ES

推
進

室
が

あ
り

、
C

O
G

ES
政

策
策

定
の

責
任

を
負

っ
て

い
る

。

C
O

G
ES

推
進

室
は

、
見

返
り

資
金

拠
出

を
推

進
す

る
に

あ
た

っ
て

困
難

に
直

面
し

た
。

一
方

、
C

O
G

ES
推

進
室

は
、

C
O

G
ES

政
策

実
施

に
つ

い
て

の
経

験
共

有
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

し
て

い
る

。
 

 州
教

育
事

務
所

は
、

州
レ

ベ
ル

で
CO

G
ES

政
策

を
策

定
、

統
括

、
実

施
す

る
に

必
要

な

権
限

と
人

員
、

予
算

を
有

し
て

い
る

か
。

 

 各
州
教
育
事
務
所
に
は

C
O

G
ES

監
督
官
が

1
名
配
置
さ
れ
て
い
る
。

C
O

G
ES

監
督
官
の
主
要
な
職
務
は

C
O

G
ES

担
当
官
の
指
導
監
督
で
あ
る
。

  
  タ

ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は

C
O

G
ES

担
当
官
会
議
が
定
期
的
に
毎
月
開
催
さ
れ
て
い
る
。
他
の
州
に
お
い
て
も
月

例
会
議
の
開
催
が
始
ま
っ
た
。

 
  ザ

ン
デ
ー
ル
、
タ
ウ
ア
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
導
入
し
た
視
察
官
会
議
の
有
効
性
が
示
さ
れ
た
た
め
、

20
09

年
1
月

に
国
民
教
育
省
は
、

D
R

EN
宛
の
通
達
に
よ
っ
て
、
視
学
官
会
議
を
制
度
化
し
た
。
視
学
官
会
議
開
催
費
用
に
対

す
る

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
か

ら
の

支
援
は

な
く

、
州

独
自

の
予

算
で

実
施
さ

れ
て

お
り

、
視

学
官

会
議

の
財
政

的
持

続

性
は
高
い
。

 
  D

R
EN

は
概
ね
教
育
開
発
に
お
け
る

C
O

G
ES

の
重
要
性
を
理
解
し
て
お
り
、
州
レ
ベ
ル
で
の

C
O

G
ES

政
策
実
施

へ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
は
高
い
。

 

C
O

G
ES

政
策

の
実

施
を

担
う

組
織

は
維

持
さ

れ
る

か
。

 

 県
視

学
官

事
務

所
は

、
県

レ
ベ

ル
で

C
O

G
ES

政
策

を
策

定
、

統
括

、
実

施
す

る

に
必

要
な

権
限

と
人

員
、

予
算

を
有

し
て

い

る
か

。
 

 C
O

G
ES

担
当
官
が
各
視
学
官
事
務
所
に
配
置
さ
れ
て
い
る
。

C
O

G
ES

担
当
官
の
主
要
な
職
務
は

FC
C

お
よ
び

C
O

G
ES

の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
指
導
で
あ
る
。

 
  C

O
G

ES
担
当
官
と
同
様
に
視
学
官
事
務
所
に
配
置
さ
れ
て
い
る
指
導
主
事
は
資
格
の
必
要
な
ポ
ス
ト
で
あ
る
の
に

対
し
て
、

C
O

G
ES

担
当
官
に
は
資
格
が
必
要
が
な
く
、
指
導
主
事
よ
り
も
地
位
が
低
い
と
み
な
さ
れ
て
い
る
。

 
  ほ

と
ん
ど
の

C
O

G
ES

担
当
官
は
移
動
の
手
段
を
も
っ
て
い
な
い
。
多
く
の

C
O

G
ES

担
当
官
は
視
学
官
事
務
所
の

バ
イ
ク
を
使
用
す
る
か
自
分
の
バ
イ
ク
を
使
っ
て
い
る
。

 
  国

民
教
育
省
は
、

C
O

G
ES

担
当
官
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
費
用
を
見
返
り
資
金
に
依
存
し
て
お
り
、
こ
の
拠
出
が
遅
れ

た
た
め
、

C
O

G
ES

担
当
官
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
が
一
時
中
断
し
た
。
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  コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
幼

稚
園

の
モ

ニ
タ
リ

ン
グ

を
行

う
た

め
の

就
学

前
視
察

官
事

務
所

の
指

導
主

事
の

数
が
不

足
し

て

い
る
。
詳
細
は
、

A
N

N
EX

3
を
参
照
。

  
 C

O
G

ES
連

合
は

活
動

の
維

持
・
発

展
に

必

要
な

権
限

と
人

員
、

収
入

源
を

有
し

て
い

る

か
。

 

 F
C

C
は
省
令
に
基
づ
き
、
コ
ミ
ュ
ー
ン
レ
ベ
ル
で

 設
立
さ
れ
て
い
る
。

FC
C
の
主
要
な
役
割
は

C
O

G
ES

の
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
・
指
導
で
あ
る
。

FC
C
の
事
務
局
員
は
民
主
選
挙
に
よ
っ
て
選
出
さ
れ
て
い
る
。

 
  タ

ウ
ア
、
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は
第
一
フ
ェ
ー
ズ
の
間
に
す
べ
て
の
コ
ミ
ュ
ー
ン
で
コ
ミ
ュ
ー
ン
連
合
（
現
在

FC
C
）

が
設
立
さ
れ
た
。
ア
ガ
デ
ス
以
外
の
そ
の
他
の
州
で
は

FC
C
は
設
立
が
始
ま
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

 
  F

C
C

は
財
政
的
に
自
立
し
て
活
動
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

FC
C

の
主
要
な
財
源
は

C
O

G
ES

か
ら
の
分

担
金
で
あ
る
。
タ
ウ
ア
と
ザ
ン
デ
ー
ル
の

FC
C
の
収
入
の

20
07

-2
00

8
年
度
の
平
均
値
は

33
4,

37
5 

Fc
fa

だ
っ
た
。 

  F
C

C
設
置
に
関
す
る
省
令
は
コ
ミ
ュ
ー
ン
と

FC
C
の
協
力
を
奨
励
し
て
い
る
た
め
、
多
く
の
コ
ミ
ュ
ー
ン
が

FC
C

を
財

政
的

に
支
援

し
て

い
る

。
い
く

つ
か

の
コ

ミ
ュ

ー
ン

長
に

対
す
る

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

に
よ

る
と

、
コ
ミ

ュ
ー

ン

開
発
計
画
に

FC
C
の
活
動
計
画
を
取
り
入
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て

FC
C
に
対
す
る
支
援
額
の
予
算
化
が
よ
り
容
易
に

な
る
と
い
う
。

 
 

 C
O

G
ES

は
活

動
の

維
持

・
発

展
に

必
要

な

権
限

と
人

員
、

収
入

源
を

有
し

て
い

る
か

。
 

 C
O

G
ES

は
省
令
に
基
づ
き
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
レ
ベ
ル
で
設
置
さ
れ
て
い
る
。

C
O

G
ES

委
員
の
親
の
代
表
は
民
主

選
挙
に
よ
っ
て
選
ば
れ
て
い
る
。

 
  機

能
す
る

C
O

G
ES

は
財
政
的
に
自
立
し
て
活
動
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

C
O

G
ES

の
主
要
な
財
源
は
住

民
か
ら
の
寄
付
で
あ
る
。サ

ン
プ
ル
数
が
少
な
か
っ
た
が
、ド

ッ
ソ
で
の
調
査
結
果
は
、 2

00
7-

20
08

年
度
の

C
O

G
ES

の
動
員
額
平
均
値
は

60
,8

81
 F

cf
a
で
あ
っ
た
。
一
方
、
タ
ウ
ア
で
の

20
05

-2
00

6
年
度
の

C
O

G
ES

の
動
員
額
平
均

値
が

20
8,

85
6 

Fc
fa

で
あ
っ
た
こ
と
に
鑑
み
る
と
、
新
規
対
象
州
で
の

C
O

G
ES

の
動
員
額
に
は
改
善
の
余
地
が
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。

 
 日

本
側

予
算

・
見

返
り

資
金

で
手

当
し

て
い

る
活

動
に

つ
い

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

活
動

の
継

続
は

必
要

か
。

必
要

な
場

合
、

財
源

が
確

保
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
。

 

 見
返

り
資

金
で

手
当

て
す

る
C

O
G

ES
担

当
官

に
よ

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
な

ら
び

に
C

O
G

ES
担

当
官

会
議

は
、

FC
C

及
び

C
O

G
ES

の
機

能
化

を
発

展
・
維

持
さ

せ
る

た
め

に
不

可
欠

で
あ

り
、

継
続

す
る

必
要

で
あ

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。
見
返

り
資
金
に
よ
る
支
出
が
始
ま
っ
た
が
、
2
0
10

年
6
月
に
む
か
え
る
同
資
金
の
運
用
終
了
後
の
予
算
手
当
て
に
つ
い

て
今
後
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

 

C
O

G
ES

連
合

お
よ

び
C

O
G

ES
の

維
持

に
必

要
な

財
源

は
確

保
さ

れ
る

見
込

み

か
。

 

 教
育

省
か

ら
の

C
O

G
ES

へ
の

補
助

金
が

制
度

化
さ

れ
る

見
込

み
は

あ
る

か
。

関
連

ド

ナ
ー

に
よ

る
C

O
G

ES
支

援
基

金
が

創
設

さ

れ
る

見
込

み
は

あ
る

か
。

 

 A
G

EP
A

の
支

援
に

よ
り

教
育

省
は

タ
ウ

ア
、

ザ
ン

デ
ー

ル
の

50
0

の
C

O
G

ES
に

補
助

金
を

交
付

し
た

。
補

助
金

ス
キ

ー
ム

が
今

後
制

度
化

さ
れ

る
か

ど
う

か
は

今
の

と
こ

ろ
未

確
定

で
あ

る
。

し
か

し
、

補
助

金
を

制
度

化
す

る
に

あ
た

っ
て

は

国
民

教
育

省
が

外
部

資
金

に
頼

ら
ざ

る
を

え
な

い
の

は
明

ら
か

で
あ

る
。

国
民

教
育

省
大

臣
は

補
助

金
の

制
度

化
に

あ

た
っ

て
は

、
C

O
G

ES
の

機
能

化
が

前
提

条
件

で
あ

る
と

の
意

向
を

示
し

て
い

る
。

 
技

術
面

 
C

O
G

ES
関

係
者

の
能

力
開

発
は

十
分

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
 

 C
O

G
ES

監
督

官
の

C
O

G
ES

政
策

実
施

能

力
は

十
分

か
。

 
 C

O
G

ES
監
督
官
は

C
O

G
ES

政
策
を
十
分
に
理
解
し
て
い
る
。

C
O

G
ES

監
督
官
は
各
州
に
お
い
て

C
O

G
ES

設
置

お
よ
び

FC
C
設
置
の
た
め
の
研
修
を
成
功
裏
に
実
施
し
た
。

C
O

G
ES

担
当
官
の
指
導
管
理
能
力
に
つ
い
て
は
、
十

分
に
備
え
て
い
る
監
督
官
と
、
能
力
開
発
中
の
監
督
官
が
い
る
。
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 C
O

G
ES

担
当

官
の

C
O

G
ES

政
策

実
施

能

力
は

十
分

か
。

 
 ほ

と
ん
ど
の

C
O

G
ES

担
当
官
は

C
O

G
ES

政
策
を
十
分
に
理
解
し
、
や
る
気
も
高
い
。

C
O

G
ES

担
当
官
は
各
州

に
お
い
て

C
O

G
ES

設
置
お
よ
び

FC
C
設
置
の
た
め
の
研
修
を
成
功
裏
に
実
施
し
た
。

C
O

G
ES

お
よ
び

FC
C
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
指
導
能
力
に
つ
い
て
は
、
十
分
に
備
え
て
い
る
担
当
官
と
、
能
力
開
発
中
の
担
当
官
が
い
る
。

 
  タ

ウ
ア
と
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は
毎
月
開
催
さ
れ
て
い
る

C
O

G
ES

担
当
官
会
議
お
よ
び
視
学
官
会
議
は

C
O

G
ES

担
当

官
な
ら
び
に
視
学
官
の
能
力
強
化
に
寄
与
し
た
。

 
  新

規
6
州
で
は

C
O

G
ES

担
当
官
会
議
、
視
学
官
会
議
は
始
ま
っ
た
ば
か
り
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
会
議
は

C
O

G
ES

担
当
官
お
よ
び
視
学
官
の
能
力
強
化
に
貢
献
す
る
も
の
と
期
待
さ
れ
て
い
る
。

 
 F

C
C

は
機

能
化

す
る

た
め

の
技

術
的

な
能

力
を

十
分

に
備

え
て

い
る

か
。

 
 タ

ウ
ア
と
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は
、
ほ
と
ん
ど
の

FC
C
事
務
局
員
は
十
分
に
研
修
を
受
け
て
お
り
、
や
る
気
も
高
い
。

し
か
し
な
が
ら
、

20
08

年
に
お
き
た

C
O

G
ES

担
当
官
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
一
時
中
断
に
よ
っ
て

FC
C
の
実

績
に
低
下
が
み
ら
れ
た
こ
と
か
ら
、

FC
C

の
機
能
化
の
た
め
に
は
現
時
点
で
は

C
O

G
ES

担
当
官
の
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
・
指
導
が
不
可
欠
で
あ
る
。

 
  F

C
C
の
中
に
は
コ
ミ
ュ
ー
ン
か
ら
の
支
援
獲
得
を
推
進
し
よ
う
と
し
て
い
る
た
め
、
会
計
管
理
、
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
、

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
作
成
の
面
で
の
技
術
支
援
、
研
修
を
必
要
と
し
て
い
る
。

 

 

 C
O

G
ES

は
機

能
化

す
る

た
め

の
技

術
的

な
能

力
を

十
分

に
備

え
て

い
る

か
。

 
 ほ

と
ん
ど
の

C
O

G
ES

委
員
は
十
分
に
研
修
を
受
け
、
や
る
気
も
高
い
。

 
  タ

ウ
ア
と
ザ
ン
デ
ー
ル
で
は
、
学
校
活
動
計
画
の
提
出
率
が

89
.5

%
 に

達
し
て
お
り
、

C
O

G
ES

の
機
能
は
あ
る
程

度
高
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。（

成
果
の
達
成
度
の
表
を
参
照
）

 
  新

規
6
州
の
学
校
活
動
計
画
の
提
出
率
は

55
.2

%
 と

低
く
、

C
O

G
ES

の
機
能
度
は
改
善
の
余
地
が
あ
る
こ
と
を
示

し
て
い
る
。

 
社

会
面

 
貧

困
層

や
脆

弱
な

グ
ル

ー
プ

に
対

す
る

配
慮

不
足

の
た

め
に

効
果

の
持

続
性

が

損
な

わ
れ

る
可

能
性

は
な

い
か

。
 

 動
員

額
は

、
住

民
に

と
っ

て
過

度
な

負
担

と

な
っ

て
い

な
い

か
。

 
 雨

量
不

足
に

よ
る

穀
物

収
穫

量
の

減
少

に
よ

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

脆
弱

性
は

、
住

民
の

意
思

に
も

か
か

わ
ら

ず
C

O
G

ES
に

対
す

る
住

民
の

動
員

額
に

影
響

を
与

え
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
た

と
え

ば
、

タ
ウ

ア
の

イ
レ

ラ
県

の
K

os
so

ri 
C

O
G

ES
で

は
、

収
穫

量
が

前
年

度
比

30
%

に
ま

で
減

少
し

た
た

め
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

幼
稚

園
の

運
営

の
た

め
に

20
08

年

度
は

親
か

ら
65

0 
Fc

fa
を
動
員
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
。
こ
れ
は
前
年
度
ま
で
の
よ
う
に
す
べ
て
の
世
帯
か

ら
平
等
に

C
O

G
ES

に
対
し
て
動
員
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
と
の
認
識
か
ら
住
民
総
会
で
決
定
さ
れ
た
。
ま
た

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
幼
稚
園
の
開
園
期
間
を

10
カ
月
間
か
ら

6
カ
月
間
に
減
ら
す
な
ど
し
て
、

C
O

G
ES

の
年
間
予
算

は
20

07
年
度
の

32
3,

60
0F

cf
a
か
ら

21
0,

25
0F

cf
a

に
削

減
さ

れ
た

。
こ

の
結

果
、

過
去

2
年

間
は

幼
稚

園
の

入
園

申

込
児

童
数

が
20

0
名

を
越

え
て

い
た

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

20
08

年
度

の
申

込
数

は
、

43
名

に
大

幅
に

減
っ

た
。

貧
困

ゆ

え
に

子
ど

も
を

C
O

G
ES

幼
稚

園
に

送
る

こ
と

が
で

き
な

い
親

に
対

し
て

C
O

G
ES

委
員

は
と

て
も

気
の

毒
に

感
じ

て
い

る
。

こ
の

事
例

は
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
脆

弱
性

に
対

応
す

る
た

め
に

、
条

件
つ

き
の

タ
ー

ゲ
テ

ィ
ン

グ
グ

ラ
ン

ト
な

ど
の

セ
ー

フ
テ

ィ
ー

ネ
ッ

ト
が

必
要

で
あ

る
こ

と
を

示
唆

し
て

い
る

。
 

 
 コ

ミ
ュ

ー
ン

か
ら

FC
C

へ
の

支
援

額
に

つ
い

て
大

き
な

地
域

間
格

差
は

み
ら

れ
る

か
。

 
 調

査
結

果
は

、
コ

ミ
ュ

ー
ン

か
ら

FC
C

へ
の

支
援

額
に

は
大

き
な

都
市

・農
村

格
差

が
あ

る
こ

と
を

示
し

て
い

る
。

ザ
ン

デ

ー
ル

の
農

村
地

域
の

G
ui

di
gu

ir 
FC

C
は

、
わ

ず
か

10
,0

00
Fc

fa
（
加

盟
1C

O
G

ES
あ

た
り

19
2F

cf
a）

の
支

援
を

コ
ミ

ュ
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ー
ン

か
ら

得
て

い
る

の
に

対
し

て
、

同
じ

ザ
ン

デ
ー

ル
の

都
市

地
域

の
D

og
o 

FC
C

は
30

0,
00

0F
cf

a（
加

盟
1C

O
G

ES
あ

た
り

5,
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3F
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も

の
支

援
を

コ
ミ

ュ
ー

ン
か

ら
得

て
い

る
。

FC
C

事
務

局
員

に
対

す
る

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

に
よ

る
と

、
コ

ミ

ュ
ー

ン
か

ら
FC

C
へ

の
支

援
額

は
、

コ
ミ

ュ
ー

ン
の

税
収

レ
ベ

ル
に

よ
る

の
で

、
都

市
部

の
コ

ミ
ュ

ー
ン

の
税

収
が

農
村

部
の

コ
ミ

ュ
ー

ン
よ

り
も

税
収

が
多

い
こ

と
が

、
コ

ミ
ュ

ー
ン

か
ら

の
FC

C
支

援
額

の
都

市
・
農

村
格

差
の

要
因

と
な

っ
て

い
る

。
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COGES の機能度に関する質問票 
 

０．学校名／コミューン名：            ／ 
 
１． 学校の基本情報 

生徒数 住民数 
（概数） 

COGES 設置年度 APE/COGES 委員の民

主選挙実施年度 
    

 
２． 現在の COGES 委員 

任期  所属・身分 選出方法 

(保護者会代表のみ)
自 至 

COGES 設置後

改選の有無 

委員長 校長・教員・保護者会・

母親会・その他（ ） 
投票・挙手・ 
コンセンサス 

  有・無 

書記 校長・教員・保護者会・

母親会・その他（ ） 
投票・挙手・ 
コンセンサス 

   

会計 校長・教員・保護者会・

母親会・その他（ ） 
投票・挙手・ 
コンセンサス 

  有・無 

 
３． COGES の活動状況 
（１）2007-08 年の活動状況 

①会合の開催 
事務局会合開催回数 事務局会合出席者数

（平均） 

総会開催回数 総会出席者数 

（平均） 

    
 
②学校活動計画 

計画された活動 実績 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

その他計画活動数 うち実施数： 

 
③資源の動員 

計画額 実施額 
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（２）2006-07 年の活動状況 
①会合の開催 

事務局会合開催回数 事務局会合出席者数

（平均） 

総会開催回数 総会出席者数 

（平均） 

    
 
②学校活動計画 

計画された活動 実績 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

 実施済・未実施 

その他計画活動数 うち実施数： 

 
③資源の動員 

計画額 実施額 
  

 
４． その他特記事項（COGES 活動の促進要因・阻害要因等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 
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面談・視察録 

日時 2009 年 2 月 9 日（月）8:10-8:20 

場所 JICA ニジェール事務所 

面会者 JICA ニジェール事務所 金田所員 

調査団 三宅団員 

〈事務所とプロジェクトチームとの情報共有〉 

・ 金田氏は 2008 年 7 月から本案件の主担当になった。JICA 事務所とプロジェクトチームと

の間の情報交換・共有は円滑に行われている。理由としてプロジェクトチームの事務所は、

ニアメの JICA 事務所の近くにあるので物理的な距離の近さがあげられる。問題があった

ら、すぐにチームは JICA に電話をくれるし、必要であれば打ち合わせを行っている。特に

予算管理、見返り資金については綿密に連絡をとりあっている。 

 

日時 2009 年 2 月 9 日（月）9:00-9:50＠EPT プロジェクトオフィス、2 月 11 日（水）

21:00-21:30＠ザンデールのホテル 

面会者 EPT 三浦チーフアドバイザー 

調査団 三宅団員 

〈担当官会議結果のフィードバック〉 

・ 担当者会議結果をプロジェクト活動の改善に活かした例としては、以前は担当官会議が

COGES に関するデータの発表のみであったが、これでは会議の目的である、①担当官のモ

ニタリング・指導能力の向上、②課題解決と良き実践の収集、を行う時間が少ないため、

会議前日に集計・分析するように徹底したことがあげられる。 

・ また、COGES の活動報告の回収率が低い地域については、COGES 連合に COGES 担当官がフィ

ードバックすることとした。しかし、現実に担当官が連合にどの程度フィードバックして

いるかは不明である。 

〈プロジェクト目標達成見込み〉 

・ 現在のプロ目の指標には数値目標がないため、達成度については何もいえないので数値目

標を今回の中間評価に基づいて設定すべきであると考える。また、指標２の学校活動計画

の策定率の指標のデータは、視学官への提出率であるが、策定されていても提出されてい

ない可能性があるため、策定率とは異なる。サンプリング調査は、人的および資金的な費

用がかかるので、費用対便益の観点からは、活動に資金と人を投資した方が良い。さらに、

実施率のデータ収集は、全国対象では、不可能である。そこで、COGES が連合に提出する

前年度活動報告書の提出率を、実施率の指標とすることを提案する。ただし、実施内容の

分析は不可能である。 

〈阻害要因〉 

・ 阻害要因は第一に、見返り資金拠出の大幅な遅れである。COGES 担当官によるモニタリン

グ及び月例会議が実施されなければ、プロジェクトの目が現場に届き難い。 

・ 第二は、世銀支援による COGES 担当官に対するバイクが支給されていないことである。窮

余の策として州教育局から県視学官に対して、COGES 担当官にバイクを貸与するよう手紙

を出してもらった。バイク調達の遅れは、第一に、世銀の調達規則では、担当官分の 40 台

程度のバイクの調達は国内入札で可能であるものの、国内調達は、腐敗が起こるとの懸念

から、世銀は、視学官の車輌、教育主事のバイクと合わせて大きなロットで調達し、国際

入札としていた。国際入札の複雑な調達制度に則って進めるには教育省のキャパシティー

はあまりにも弱いこと、また、調達後も登録番号を付与などでスタックしていることが時
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間のかかっている原因。見返り資金の遅れの要因は２つある。第一に本件の責任を取る担

当者が省内にいないことである。次に、資金管理支援というサービスを見返り資金で調達

しようとしたことである。サービス調達がなく、資金を中央の口座から地方の口座に移す

だけであれば、時間と手間はこれほどはかからなかった。結果的に、資金管理は見返り資

金で行わず、プロジェクトで担うこととなったので、最初からそうすればよかったと言え

る。また懸念としては、見返り資金は教育省の一般会計予算に入ったので、資金の流用が

起こる恐れがあり、また、世銀供与のバイクも、調達に時間がかかったこともあり、COGES

担当官ではなく、指導主事のためにバイクが供与される可能性がある。 

・ 新規 6 州での COGES 設置研修は 2008 年 2 月に終了し、その後世銀によるバイクの供与の遅

れ、見返り資金によるガソリン代およびバイクの維持費用拠出の遅れは、成果 2 のモニタ

リング体制の確立のための活動を約 1 年間遅らせ、やっと 2009 年 2 月に始まることになっ

た。この機会費用は非常に大きい。これらのタイミングはプロジェクトがコントロールす

ることができない外部条件のはずだった。外部条件に、世銀によるバイク供与、見返り資

金によるモニタリング費用拠出が計画通り行われることを明記すべきであったこと、ある

いは、これらには時間がかかることを予測した PO を立案すべきであったことである。ここ

から得られる教訓は、今後、見返り資金や世銀資金などを活用するときは、（調達主体の省

のキャパが弱いこともあり）、財とサービスの調達にはかなりの時間がかかること、よって

それを考慮した活動計画を立てることが必要。また、教育者側の責任者を明確にし、責任

所在を明らかにすることも必要。 

〈残りの期間に留意すべき事項〉 

・ フェーズ 2 の残りの期間において、3 カ月に一度の教育省から州教育局への送金が遅れる

ことは十分に予測されるので、この対策を準備しておく必要なので、この面の教育省に対

するサポートも行う。 

・ タウア、ザンデールについては、残りの期間で出口戦略を早めに構築し、実施したい。モ

ニタリングについては、①連合のモニタリング機能ならびにキャンペーン実施機能の持続

化、②視学官会議の強化が重要である。視学官会議において、視学官、指導主事による学

校への視察の際に COGES から得た教員の欠勤状況も報告されていることが示すように、視

学官、指導主事にとって COGES は必要な存在となっている。COGES 担当官によるモニタリ

ングは、COGES 連合レベルであり、COGES/学校のモニタリングはできないので、指導主事

の役割が重要である。 

・ 新規 6 州については、連合の機能強化のためのインプットを行い、第三フェーズで終了で

きるようにしたい。 

〈第三フェーズ〉 

・ 見返り資金は 2 年 6 か月分しかないので、その後も現在のモニタリング体制を継続・維持

するのであれば、資金の確保を考えなければいけない。フェーズ 3 で、学校補助金を JSDF

で支援する場合、以下が重要である。①世銀から政府への拠出のタイミングをコントロー

ルするため早めに準備すること、②教育省の一般会計ではなく、Special Account に入れ

ること（これにより流用を防止できる）、③省の資金管理担当者を明確にし、かつ強力な人

を配置すること、④JICA、省、プロジェクトで構成される管理委員会を推進できる人が必

要だ。州教育事務所長レベルが望ましく、候補はいる。この人材に関する問題は、JSDF の

管理費は 5%しか出ない事である。インセンティブがなければ、優秀な人材の投入は難しい。

 

日時 2009 年 2 月 9 日（月）10:00-11:00 
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場所 EPT プロジェクト事務所 

面会者 EPT 国枝専門家 

調査団 三宅団員 

〈実施プロセス〉 

・ フェーズ 2 対象 6 州の教育行政官は主体的に活動していると言える。たとえば、COGES 担

当官に対する世銀によるバイク供与が未だに支給されていないのだが、担当官は自分のバ

イクを使ったり、指導主事や友人のバイクを借りたり、公共交通機関を使ってモニタリン

グをしている。また、昨年 10 月から実施してきた連合設置研修では、監督官、担当官が積

極的に研修の講師を務めている。 

〈成果の達成度〉 

・ 連合設置については、研修対象コミューンのうち 9 割以上で設置についての議事録が回収

され、今後の達成見通しは高い。アガデスは治安上の理由から連合設置研修を延期し、COGES

担当官が直接 COGES をモニタリングしている。ニアメで連合設置率が低い理由は都市であ

るため、共同体意識が弱いこと、私立校も対象に含まれていることがあげられる。プロジ

ェクトは月例会議を通じて連合設置を働きかけている。 

・ タウア、ザンデールで連合の機能が低下の要因については、去年の 9 月までは担当官のモ

ニタリング経費（ガソリン、バイク維持費）、月例会議開催費をプロジェクトが支援してき

た。10 月からは見返り資金拠出の遅れのため、モニタリング経費が支援されず、月例会議

も開かれなかった。10 月は新学期開始月であり、連合の活動計画立案が行われる重要な時

期であるにもかかわらず、担当官によるモニタリングが行われなかったことが連合の機能

低下の最大の要因である。言い換えれば、連合の機能化を保証するためには担当官による

モニタリングが必要であるといえる。 

・ COGES に関する情報システムは、通常の教育省まであがるラインでは、COGES 設置および研

修実施の有無情報のみで、学校活動計画の策定および実施についての情報は含まれていな

い。そこで、月例会議での COGES 担当官による報告によって情報を収集するという新しい

システムを構築した。タウア、ザンデールではこのシステムは可能であったが、新規対象

州では、COGES 担当官のキャパを越えているため無理であり、情報を絞り込む必要がある。

新規情報収集システムはモニタリング費用が支援されなければ機能しない。 

・ COGES 連合の分担金徴収は特に大きな問題はない。ただ、分担金拠出を COGES が納得でき

るように、就学キャンペーンや質改善キャンペーンなどフォーラムなど連合の意義をCOGES

に示すことが不可欠だ。新規対象州においては、コミューンを COGES 連合の設立に当初か

らまきこんでいるため、連合の財源はコミューンからも期待できる。 

・ COGES 連合の普及モデルの有効性は、フォーラムの実施ならびに COGES のモニタリングに

ついてともに高いことがタウア、ザンデールで証明された。問題は、持続性であるが、モ

ラル面および資金面でのコミューンからの支援が重要。 

 

日時 2009 年 2 月 9 日（月）11:00-12:00 

場所 EPT プロジェクト事務所 

面会者 EPT 中澤専門家 

調査団 三宅団員 

〈見返り資金〉 

・ 教育省の本件についての意識が低く、動いてくれない。省内の COGES 政策における、COGES

支援のためのモニタリング体制構築、強化の位置づけは低い。NGO 選定が政治的影響を受
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けるという複雑さについては、プロジェクトチームは予測しておらず、認識不足だった。

・ COGES 担当官会議開催費及びモニタリング支援費にかかる見返り資金の流れは、①4 分の１

半期ごとに教育省財務局が州教育事務所に送金、②COGES 担当者会議の数日前に COGES 監

督官がその月の執行予定額をとりまとめ、州所長に提出、③担当官会議で COGES 担当官に

対してガソリン代、出張旅費、バイク整備代、会議の軽食費の支払となる。懸念されるこ

とは、①の省から州への四半期ごとの送金が遅れることである。今回の決定（プロジェク

トが資金管理支援を行うこと）については、もともと③についてはプロジェクトが第一フ

ェーズで行ってきたことなので、ノウハウはプロジェクトに蓄積されている。しかし、月

例会議のロジをプロジェクトが担うことは、持続性の観点からは問題があり、監督官は会

議当日の議事進行で多忙であることから任せられず、州教育事務所内の職員を配置しても

らうことが必要である（しかし実際には困難）。 

・ 見返り資金からの供与額は 3 年間で 321,321,000 セーファーである。 

〈成果の達成度〉 

・ 視学官会議は、フォーラムを補完する役割をもち、フォーラムで教育行政がコミットした

ことを実施するためのメカニズムとして有効性が高い。視学官は学校を巡回し（もともと

そうすることになっている）、教員を解雇できる権限を持つ。視学官会議に伴う費用のうち

ガソリン代は視学官事務所が出しており、EPT は会議の開催費のみを負担している。視学

官会議は、以前は 1 年に 1，2 回程度開かれる程度であったが、タウア、ザンデールではプ

ロジェクト支援決定の 9 月以降、ほぼ毎月開かれている。したがって他州では現在定期的

に行われていない。視学官が学校を巡回することで教員の欠勤が減り、子どもの出席率が

あがるという成果が期待される。 

・ タウア州で入学登録時における男女格差が事前登録時と比べて低下した要因の一つは、事

前登録時には優先的に女子を登録者名簿に載せるなどの調整が可能であったが、実際の登

録時には受付順に登録、多くの男子が女子よりも早く登録したためにコントロールが困難

となり、その結果、事前登録時よりも男女格差が拡大した。 

・ COGES の会計報告の透明性については、毎回住民総会で報告される必要がある。まず第 1

回住民総会で学校活動計画と実施にかかる予算が発表され、学年度末の報告のための総会

では、実施状況とともに会計報告が行われる。会計・活動報告を張り出してはいないが、

総会時に毎回報告することで、ある程度透明性は確保される。校長や教員による不適切な

使用があった場合、COGES が視学官に連絡し、教員が解雇されることもありうる。 

 

日時 2009 年 2 月 9 日（月）18:00-:18:15 

場所 タウア州 コニ県視学官事務所 

面会者 コニ県視学官（表敬訪問） 

調査団 三宅団員、EPT 影山専門家、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

〈プロジェクトに対する評価〉 

・ プロジェクトを高く評価している。コニ県では特に APP の推進、就学促進においてプロジ

ェクトの効果が高い。視学官会議も効果的である。2015 年の EFA 目標の達成にプロジェク

トは貢献している。成功要因は、コミュニティに対する研修によって COGES が機能したこ

とである。今後の課題は、COGES の機能を継続するために COGES メンバーに対する継続的

な研修を行うことである。 

 

日時 2009 年 2 月 10 日（火）19:30-20:00 
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場所 コニのホテル 

面会者 JOCV 大野かおり隊員 

調査団 三宅団員 

〈COGES と隊員の間の協力〉 

・ タウア州には、8 名の村落開発分野の JOCV が視学官事務所に派遣されている。2007 年 11

月に 10 校を対象に APP 活動についての研修を実施した。内容は改良かまどづくり、環境保

全、ゴミ問題、自然方法についてで、人形劇を取り入れた。対象は、COGES のメンバーで

あった。その後 JOCV は、APP 活動のモニタリングも行った。その結果、コンポストが 4 箇

所設置され、いくつかの学校が自然農法に取り組み、改良かまどが約 100 世帯に普及した。

2008 年度は、前年度の対象校に加えて 4 校を対象とし、計 14 校を対象に研修を行った。

現在は、JOCV 隊員＝APP の人という認識が COGES、学校に広がっている。 

・ EPT については、学校レベルでの APP 活動への協力を JOCV は行ったため、EPT と JOCV が混

同されることはなかった。COGES／EPT があったからこそ、このような隊員による活動が可

能になったわけなので、隊員としてありがたいし幸運であったと感じている。 

 

日時 2009 年 2 月 10 日（火）8:30-10:00 

場所 タウア州コニ県サルナワコミューン Zongo Aroki 小学校 

面会者 Zongo Aroki COGES メンバー6 名、村長 

調査団 三宅団員、EPT 影山専門家、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

関連資料 活動・財政データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと 

生徒数 157 名（うち女子 59 名） 

住民数 267 世帯 

COGES 設立年/改選の有無 2004 年、改選選挙は未実施 

現在の COGES 委員 委員長は保護者会、書記は校長、会計は保護者会、選挙で選出

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：12 回 

 事務局会合出席者数：5-6 名（6 名中） 

 総会開催回数：2 回（学期初めと終わりに開催） 

 総会出席者数：200 名程度 

活動実施度（2008 年度）  計画の 7 つの活動のうち 4 つが実施済みあるいは実施中。3

つは未実施。 

 計画の 106,675F をすべて動員済み。 

COGES 活動の促進要因  コミューンにとって役に立つことを示したこと 

 成果を住民に示し、希望を与えたこと 

 寄付が難しい場合、労働、作物、物品の提供をしてもらい、

貢献の選択肢を用意してあること 

APP クラブの成果  藁座編み、家畜用飼育づくり、サッカーの 3 つのクラブがあ

る。 

 子どもの知識が増え、学習意欲が高まった。 

 子どもが学校に行くのが好きになった。 

 小学校を卒業したら働くので、APP クラブで得た技能、知識

は卒業後の生活、生計向上に役立っている。 

今後の教育行政からの支  教材、物資なんでも良いのでほしい。 
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援ニーズ  5 年間教科書が供与されていない。 

 学校活動計画立案、財務管理についての研修の実施。 

 報告書の作成方法（事務局長より）  

 

日時 2009 年 2 月 10 日（火）18:40-19:10 

場所 ザンデール州 DREN 事務所 

面会者 ザンデール州 DREN 

調査団 三宅団員、EPT 影山専門家、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

プロジェクトの評価  プロジェクトがはじまった当初、私は視学官だった。当初は

このプロジェクトは学校教育関係者（教員や行政官）の権威

を失わせるものではないかという懸念が彼らの間にあり、プ

ロジェクトの推進に消極的だった行政官もいた。1 年後にプ

ロジェクトは大きな成果をもたらしたため、この懸念は払拭

された。教育の改善はコミュニティに根ざすべきであるとい

うマインドセットを教育行政官や教員にもたらしたことは

大きい。 

 もう一つのプロジェクトの貢献は、フォーラムである。

COGES/EPT は、フォーラムを通じて住民、教育行政、コミュ

ーンからこれほどのコミットメントを引き出すまでに成長

した。フォーラムのモデルは他州に普及されるべきだと確信

している。フォーラムモデルの鍵は、①すべてのステークホ

ルダーを結集させること、②ステークホルダーからのコミッ

トメントを引き出すこと、③成果を重視すること、である。

この意味でフォーラムは、目標が達成されるまでは終了した

とは言えない。 

訪日研修の効果  教育技術や現職研修の方法についても参考になったが、学校

訪問が最も興味深かった。コミュニティが学校に対して高い

関心を持ち、監視していることがわかった。また学校運営が

ニジェールとは異なり、校長は学校運営を担当し、教頭が教

授を担当している。ニジェールでも教員の質改善のための現

職研修が重要であると感じた。 

プロジェクトの残りの期

間における支援ニーズ 

 ニーズは限りなくある。背景として、教育は無償で提供され

なければならないが、経済状況は厳しい。学習内容は児童の

学習ニーズに適していない。学校を政策の最優先課題としな

ければならない。教員および教材の質の改善のために教育図

書館の設立が必要だ。我々は待っているのではなく、行動し

なければならない。 

COGES への補助金供与の是

非 

 世銀のパイロット補助金供与について AGEPA 会議のために

チームでペーパーを準備した。率直に言えば、間違った供与

が行われた。つまり、COGES に金を持ってきて、金を使うこ

とを強制した。供与側である世銀が補助金の使途を決めるの

ではなく、需要側である COGES が一定の枠内で補助金の使途

を決めるべきだ。COGES は、資源動員の方法の技能を持ち、
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コミュニティのニーズを知っており、資金を管理できる。ボ

トムアップのアプローチを補助金の配布スキームにおいて

は徹底すべきだ。いくつかの COGES が学校改善計画の優先度

に基づいて補助金を使ったのは当然である。  

 

日時 2009 年 2 月 10 日（火）19:15-19:45 

場所 ザンデール州 DREN 事務所 

面会者 Mr.Ibo, Coordinator, EPT Project Team 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

〈実施体制〉 

・ 州担当制の導入の利点は、活動および成果のモニタリングはやりやすくなったこと、出張

は減り、負担は軽減されたことである。欠点は、州を一部の人が担当することで問題が起

きた場合の対処が難しくなること、全体の調整が難しくなることである。そこで州別担当

者の指導・調整者が必要であろう。 

・ 設置した FCC を機能化させるためにフィールドスタッフを州レベルに駐在させることを提

案しているが、すぐには難しい。FCC および COGES に技術移転をするには、配置する人材

の能力強化がまず不可欠だ。潜在能力のある若い人材はいる。ローカルスタッフを各州に

配置した場合、ニアメ事務所は計画と運営管理、各州のフィールドスタッフは研修実施と

指導助言を担当することになる。各州に 1 名で十分で、FCC 機能化のために必要な期間、

少なくとも 6 カ月間から 1 年間配置してはどうか。 

〈フォーラムアプローチの有効性〉 

・ フォーラムアプローチは成果を挙げたが、鍵は、フォーラムでの決議を FCC、COGES が住民

にフィードバックすることだ。フィードバックのプロセスを保証するのが COGES 担当官な

ので彼らの役割は大きい。 

〈コミュニティ幼稚園の有効性〉 

・ コミュニティ幼稚園は教育行政機関ができないことを COGES がやってのけた事例の一つで

ある。就学率向上、女子教育促進に貢献している。 

・ コミュニティ幼稚園のモデルとしての普及度、持続性は、FCC による COGES 活動に対する

モニタリングが重要である。機能する COGES と FCC があれば、他州でも普及は問題ない。

・ 課題は、幼稚園の運営費、保育者の給与を住民が負担しているので、COGES およびコミュ

ニティ幼稚園に対する住民の信頼が鍵である。 

〈近隣フランス語諸国へのインパクト〉 

・ ブルキナ、マリ、セネガルで研修をした経験から COGES のモデルは普及可能であると考え

ている。COGES モデルの普及は、地方分権化が進むほど容易になるため、地方自治体がニ

ジェールよりも強いマリでは、進展すると思う。 

 

日時 2009 年 2 月 10 日（火）20:30-21:30 

場所 ザンデールのホテル 

面会者 ザンデール州 COGES 監督官 

調査団 三宅団員、EPT 影山専門家 

監督官の就任時期 2004 年から 

COGES 機能化の促進要因  COGES メンバーが各自の責任を認識していること。 
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 学校活動計画の策定と実施 

 事務局会合と総会の開催 

 運営の透明性：資金管理、帳簿の記帳、寄付の記録、訪問者

の記録 

州内の COGES 数  COGES の数は 1830、FCC の数は 58 

監督官が直面した課題  プロジェクト開始当初は、学校は住民のものだという考えは

画期的だったので受け入れるのが難しかった。 

 州が広く、バイクでモニタリングをするのは困難である。 

COGES 連合設立・モニタリ

ングマニュアルの活用 

 州内のすべての FCC に配布され、COGES 担当官によって活用

されている。 

レポーティングシステム  月例担当官会議での報告をチェックし、編集した後、COGES

推進室に提出される。担当官会議は、州教育事務所長に議長

をやってもらうようにし、彼の COGES への関与を高めてい

る。 

プロジェクトからの支援

に対する満足度 

 プロジェクトの研修は、参加型でシミュレーションを取り入

れているのが効果的。 

残りの期間における支援

ニーズ 

 COGES は、技術面、財政面の継続的な支援を必要としている。

COGES の他目的における活

用 

 機能する COGES は、良い成果をもたらすので、水供給、環境

改善といったコミュニティ開発分野でも活躍しているCOGES

もある。Dogo の COGES は、保健ポストを開設し看護士を配

置した。 

COGES の財政面の持続性  COGES の財政面の持続性を保証するためには、COGES が役に

立つことを住民に理解してもらうための啓発が不可欠だ。 

 現金だけでなく、物資、労働といった形態での住民からの貢

献を保証することも大切だ。 

フォーラムアプローチの

有効性と課題 

 女子就学促進のために、FCC、COGES、教育行政が共同でコミ

ットしたことが効果をあげた。モデルとしては既に確立した

ので、他州への普及は可能だ。 

 フォーラムでコミューンを巻き込み、結果を示すことはコミ

ューンからの支援拡大にもつながるだろう。 

COGES への補助金の是非  世銀のパイロット補助金は問題はあったが、許容範囲であ

る。各 COGES に 7 万 Fが、①後で使途をモニタリングすると

通知した群、②使途が決められていた群、③なんの指示もな

い群、の 3 群に対して交付されたが、その目的が何かがよく

わからない。 

 補助金自体は良いことだ。しかし、機能する COGES がまずあ

ることが補助金の前提とされなければならない。  

 

日時 2009 年 2 月 11 日（水）8:30-9:40 

会場 ザンデール州教育事務所会議室での視学官会議見学 

・ 議長は、州教育事務所長で参加者は視学官ら約 20 名。午後 2 時まで開かれる会議の冒頭の

一部を見学した。議題は、①活動の報告と分析、②フォーラムの準備（テーマの選択、参
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加者、運営、発表）、③その他であった。 

・ 活動報告では、学校訪問の回数、CAPED の開催数、訪問した COGES 数などが報告されてい

た。COGES 担当官は、常駐する視学官事務所の管轄下にある FCC、COGES だけでなく、県内

のすべての視学官事務所の管轄下の FCC,COGES を担当しなければならないことを COGES 担

当官に認識させる必要性についての議論があった。 

・ 実績の定量データの報告に時間がとられるので、前日までにデータを提供し、当日はコピ

ーが配布されるようにプロジェクトは働きかけている。 

 

日時 2009 年 2 月 11 日（水）11:30-12:50 

場所 ザンデール州ミリア県 Dogo コミューン Dogo 小学校 

面会者 Dogo COGES メンバー：会長、書記、会計 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

関連資料 活動・財政データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと 

生徒数 550 名 

住民数 人口 12,000 人 

COGES 設立年/改選の有無 2004 年、2007 年に改選 

現在の COGES 委員 委員長は保護者会、書記は校長、会計は母親会、選挙で選出 

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：12 回 

 事務局会合出席者数：6 名（全員） 

 総会開催回数：3 回 

 総会出席者数：300 名（他の COGES の総会に行く人もいる）

活動実施度（2007 年度）  計画の 5 つの活動のうち 5 を実施実。 

 予算額 486600F のうち 100%を動員済み。 

COGES 活動の促進要因  １世帯あたり 500F を動員する予定だが、一度に払うのでは

なく 100F ずつ徐々に貢献してもらう方法を採っており、一

度に過度の負担がかからないようにしている。 

 住民の意識化への努力と忍耐 

COGES 活動の阻害要因  COGES メンバーが自己中心で質が悪い場合問題が起きやす

い。 

COGES の会計の公開方法  総会での活動・会計報告を行う。監査も実施している。 

幼稚園の概要  開設年：2008 年 2 月 

 児童数：46 名、内女子 24 名 

 対象年齢：4-6 歳 

 開園時間：8:00-11:30、週 5 日、11 月から 4 月。 

保育者  住民で小学校 3 年生修了者。 

 養成研修は受けていないがタウア州へのスタディーツアー

に参加した。 

幼稚園のモニタリング  校長がモニターしている。 

幼稚園のニーズ・設置理由  こどもの教育のため 

幼稚園設置による子ども

への影響 

 幼稚園卒園児童は 1 年生に進級した際、幼稚園に行っていな

い児童よりも、学習意欲が高く、欠席が少ない。 

 親にあいさつをするなど態度が改善した。 
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 落ち着きがなかったが改善した。 

幼稚園設置による親への

影響 

 子ども安心して預けられる。 

 子どもを怒らなくてすむので気持ちがやすらぐ。 

 親同士の協力や連帯が高まった。 

 家事や仕事をする時間ができた。 

幼稚園の課題・阻害要因  入園申込者は多く幼稚園のニーズは高いが、クラスが１つの

ため先着順で入園者を決めている。来年は教員を 2 名にして

2 クラスにしたい。  

 

日時 2009 年 2 月 11 日（水）12:00-12:20 

会場 ザンデール州 Dogo COGES FCC 総会＠Dogo 小学校 

・ 中間時の FCC の総会の一部を見学した。議題は、①COGES の活動の中間報告、②FCC の財政

状況であった。活発に議論が行われている様子が伺えた。 

 

日時 2009 年 2 月 11 日（水）12:30-13:20 

場所 ザンデール州ミリア県 Dogo コミューン Dogo 小学校 

面会者 Koutchika COGES メンバー：委員長（女性）、書記、元会長 

＊FCC 総会に参加していた同 COGES にインタビューをした。 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

生徒数 326 名 

住民数 人口 3,000 人 

COGES 設立年/改選の有無 2005 年、2009 年に改選 

現在の COGES 委員 委員長は保護者会、書記は校長、会計は母親会、選挙で選出 

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：12 回 

 事務局会合出席者数：6 名（全員） 

 総会開催回数：3 回 

 総会出席者数：60-70 名 

活動実施度（2007 年度）  学校活動計画 実績 

1 コミュニティ幼稚園の運営 実施済 

2 机と教科書の補修（追加活動） 実施済 

3 補習クラス 実施済 

4 学校祭 実施済 

5 優秀な生徒の表彰 実施済 

6 教室の内装の補習 実施済 

7 女子就学についての啓発 実施済 

 計画した6つの活動をすべて実施し、追加の1活動を実施済。

 2007 年度は世銀/PADEB の補助金があり、予算のうち 6 割を

補助金で 4 割を住民の寄付で調達した。 

COGES 活動の促進要因  住民の学校に対するオーナーシップ 

 女子の就学促進についての住民に対する啓発 

 住民参加についての COGES メンバーの自信 

 透明性 
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COGES の会計の公開方法  総会での活動・会計報告を行う。総会に来れない住民に対し

ても個別に報告するよう努力している。 

幼稚園の概要  開設年：2007 年 

 児童数：37 名 

 対象年齢：3-5 歳 

 開園時間：8:30-11:00、週 4 日、10 月から 6 月。 

保育者  コミュニティからの女性 1 名、小学校修了者。 

 EPT からの養成研修を受けた。スタディーツアーにも参加。

幼稚園のモニタリング  校長（COGES 書記） 

幼稚園のニーズ・設置理由 下記影響と同じ 

幼稚園設置による子ども

への影響 

 小学校入学への近道 

 子どもの知識が増えた：フランス語 

 子どもの性格がよくなった 

幼稚園設置による親への

影響 

 母親の負担が軽減し、自由な時間が増えた。 

幼稚園の課題・阻害要因  特にないが、高速道路に近いため子どもが心配 

 教材の不足  

 

日時 2009 年 2 月 12 日（木）9:00-9:10 

場所 ザンデール州グレ県 Guidiguir コミューン市役所 

面会者 Guidiguir 市長補佐（表敬訪問、市長は不在） 

調査団 三宅団員、EPT 影山専門家、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

〈コミューンから FCC への支援〉 

・ FCC の総会の開催費、旅費の資金、食事を支援している。2006 年から FCC の事務所のため

に土地を無償で提供している。 

・  

 

日時 2009 年 2 月 12 日（木）9:35-10:40 

場所 ザンデール州グレ県 Guidiguir コミューンの小学校 

面会者 ザンデール州グレ県 Guidiguir コミューン FCC 事務局員：事務局長、書記官、

会計 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

関連資料 活動・財政データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと 

連合設立年 2006 年 10 月設立、改選を実施済み 

加盟 COGES 数（2008 年度） 52 

FCC の役割  地方分権化にともなう学校改善、女子就学促進 

 COGES への支援と COGES のニーズへの対応 

 COGES のモニタリング、監督 

 マニュアルや教材の購入 

 教員の配置確保 

FCC メンバーの動機  事務局長：教育の改善に関心があった。選挙で選出されたの

でうれしい。無償のボランティアであるが、FCC の仕事は好
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き。むしろ自分たちのためにやっている。 

 書記官：選挙で選出されたことが動機につながっている。

COGES の抱える問題を解決に貢献できるのがうれしい。 

 会計：幸せで満足している。COGES が自分を選んでくれたの

はうれしい。 

機能する FCC の促進要因  女子教育促進などについて住民への啓発活動を行っている

こと 

 COGES の活動計画の回収を通じたモニタリング 

 フォーラムによる情報の伝達 

FCC の阻害要因・課題  COGES の問題解決のための交通手段の不足 

 コミューンからの支援不足 

教育行政に対する評価  COGES 担当官は、FCC に一月に 5,6 回程度会っている。FCC

の指導助言をしてくれる。COGES に関するルールや文書が見

当たらないときはすぐにもってきてくれる。彼には非常に感

謝しているため、FCC は彼に感謝状を贈った。 

 COGES 担当官による問題解決の事例：自分の子どもの就学に

反対している親がいた。COGES は住民総会を開き、COGES 担

当官が会合の子どもの教育の重要性を説いた。その結果、2

日後その親は学校に来て、子どもを学校に行かせると校長に

伝えた。 

教育行政にからの今後の

支援ニーズ 

 報告書の作成、手紙の書き方、会計、資金調達、アドボカシ

ーについての研修の実施、情報の提供をしてほしい。 

会計報告の公開方法  連合総会ですべての加盟 COGES に対して活動、会計報告を行

い、領収書つきの帳簿を公開している。 

コミューンからの支援獲

得の戦略 

 コミューンの税収が少ないため、2007 年度は 20,000F、2008

年度は 10,000F の支援しか得られなかった。FCC はコミュー

ン議会、伝統的指導者、宗教指導者に対して FCC の有効性を

認知してもらうよう働きかけている。「現在は支援が少ない

が、たぶんわれわれはいつか成功するだろう」。（会長） 

 その他の資金源として、これまでは申請していないが、SNV, 

World Vision への助成申請を検討している。 

所感  COGES 担当官に対する絶大な信頼と感謝が伺えた。インタビ

ューの際は、担当官には席をはずしてもらったが、インタビ

ュー後、いつも持っているという感謝状をうれしそうに見せ

てくれた。  

 

日時 2009 年 2 月 12 日（木）11:30-12:50 

場所 ザンデール州グレ県 Guidiguir コミューン Mai Ram 小学校 

面会者 Mai Ram COGES メンバー：会長、事務局長、会計、および村長（FCC の副事務局

長）および保護者、住民約 20 名 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

生徒数 112（うち女子 37 名） 
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住民数 人口 433 人 

COGES 設立年/改選の有無 2004 年 

現在の COGES 委員 委員長は保護者会、書記は校長、会計は母親会、選挙で選出 

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：4 回 

 事務局会合出席者数：6 名（全員） 

 総会開催回数：3 回 

 総会出席者数：80-100 名 

活動実施度（2008 年度）  計画の 3 つの活動はすべて実施済み。追加の 2 つの活動（藁

葺き教室 2 教室建設、コミュニティ幼稚園の建設および運

営）も実施済み。 

 予算計画の 81,200F に対して 82,900F を動員済み。 

COGES 活動の促進要因  すべての世帯が寄付をした。寄付調達成功の要因は、現金だ

けでなく、シリアルの提供、葉で作ったロープの提供をして

もらって換金するという戦略を採ったためである。 

COGES の会計の公開方法  総会ですべてを明らかにして報告しているので問題が起き

たことはない。 

幼稚園の概要  開設年：2009 年 1 月 

 児童数：70 名、内女子 38 名 

 対象年齢：3-5 歳 

 開園時間：9:00-11:00、週 5 日、1 月から 5 月。 

保育者  住民で小学校 6 年生修了者。女性。 

 養成研修はなし。プロジェクトによる COGES 向けの幼稚園設

置研修は受けた。 

 （観察によると）地元の材料で子どもにおもちゃをつくらせ

るなど教材不足に工夫して対処している。 

モニタリング  女性の小学校教員がモニターしている 

幼稚園のニーズ・設置理由  小学校への入学率が向上した。 

 子どもの発達に寄与した：知識が増えた、歌を覚えた、態度

が改善した、お祈りの時間を親に教えるようになった。 

 親の生活が楽になった：家庭での子どものトラブルが減っ

た。子どもが叫ばなくなった。衛生習慣が身についた。 

幼稚園設置による子ども

への影響 

幼稚園のニーズ・設置理由と同じ 

幼稚園設置による親への

影響 

幼稚園のニーズ・設置理由と同じ 

幼稚園の促進要因  COGES 担当官が勧めてくれたおかげで幼稚園を設置できた。

感謝している。 

幼稚園の課題・阻害要因  藁葺きのため雨が降ると寒いと思われるので子どもを守る

ためにより良い施設の教室にしたい。 

 児童数が 70 名と多すぎるため、もう一人教員を雇って 2 ク

ラスにしたい。 

幼稚園についての教育行

政からの支援ニーズ 

 教材、おもちゃ、黒板など基本的なものの提供 

 教室の建設、トイレの建設 
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所感  できたばかりの幼稚園で活気があった。幼稚園開設を COGES

メンバー、保護者が非常に喜んでいた。  

 

日時 2009 年 2 月 12 日（木）15:30-16:30 

場所 ザンデール州グレ県 Guidiguir コミューン COGES 事務所 

面会者 ザンデール州グレ県 COGES 担当官 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

担当官の就任時期 2003 年から 

担当 FCC、COGES 数 FCC 数:７、COGES 数：308、現在 39 校が新設中 

FCC への会合頻度  7FCC のうち 6FCC は月に 6回会っている。一つの FCC は僻地

にあるため 2 回程度。 

担当官の役割と任務  COGES の研修、モニタリング、指導 

 COGES の抱える問題の解決：事例 2 つの近隣の村で学校を

建設する際に、学校の場所について対立が起きた。担当官が

仲裁に入り、建設場所を双方が合意した。 

 FCC のモニタリング、指導、研修 

COGES 機能化の鍵  民主選挙による COGES メンバーの選出 

 資金使用の透明性の保証 

 学校活動計画の策定と実施 

プロジェクトで受けた研

修の満足度 

 非常に満足している。教育改善に携わる者として有益だっ

た。他の研修としては、SNV による研修を受けたことがある

が内容は似ていた。 

担当官が抱えた課題  バイクがプロジェクトから2005年10月に供与されるまでは

移動手段が問題だったが、今は問題ない。コミュニティとの

関係では特に問題はない。 

担当官の業務に対する満

足度 

 非常に幸せである。今後も担当官の仕事を続けたい。 

COGES 連合設立・モニタリ

ングマニュアルの活用 

 大変役立っている。 

レポーティングシステム  毎月、担当者会議で視学官に提出している。 

担当者会議の有効性  FCC の強み（実績）と弱み（課題）を報告しあい、課題解決

のための方策を議論している。 

 担当者会議による課題解決の事例① FCC に改組する際、教

員が事務局長になれないという法令に一部の教員が反対し

た。COGES 担当官は、この問題を担当者会議で話し合った後、

民主的な FCC 運営という法令の趣旨を教員たちに説明し、教

員を納得させた。 

 担当者会議による課題解決の事例② FCCへの支援に否定的

な市長がいた。担当官会議でこの問題を話し合い、FCC に法

令により FCC は市長の管轄下にあり、FCC 支援は市長の仕事

であることを伝えるように FCC を指導した。この結果市長の

態度が好転した。 
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フォーラムアプローチの

有効性 

 フォーラムは、就学率の向上、質改善で成果をあげたが、貧

困という大きな問題を COGES は抱えており、FCC は COGES に

依存している。現状ではコミューンから FCC への支援も少な

い。フォーラムの有効性を高めるためには、更なるアウトリ

ーチによって動員力を高めることが鍵となる。これが市長を

含むアクターのコミットメントを引き出す。 

COGES、FCC の資源の格差の

有無 

 コミューンからの支援の有無は FCC 間の格差をもたらして

いると言える。解決策は、フォーラムの推進、FCC のアドボ

カシー能力の強化であろう。ザンデールではこの分野の研修

を行っている。 

COGES への補助金供与の是

非 

 グレ県においても世銀の補助金が30のCOGESに供与された。

補助金はいくつかの活動の実施を助けたので有効であった。

パイロット補助金の問題は、FCC から COGES への補助金を配

布する交通手段が支援されなかったことである。 

 補助金を供与するにあたっては、行政側はモニターする体制

をとること、COGES 側は会計管理の能力を有し、透明性を保

証できることが不可欠だ。 

残りの期間における支援

ニーズ 

 財務管理についての研修 

 COGES への補助金の供与。 

 FCC に対するアドボカシー研修。  

 

日時 2009 年 2 月 12 日（木）17:10-17:40 

場所 ザンデール州ザンデールコミューン視学官事務所 

面会者 ザンデール州ザンデールコミューン視学官 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

プロジェクトの評価  プロジェクトは良いタイミングで実施された。以前になかっ

た学校運営への住民の参加という方法で学校のニーズに沿

った改善方法を示した。住民は学校を信頼するようになっ

た。 

 特にフォーラム、視学官会議は女子就学の改善、成績の向上

に寄与した。 

 フォーラムは、他州へ普及されなければならない。そのため

には FCC を設置し、研修をし、モニタリングのための移動手

段への支援を行う必要がある。 

 視学官会議は、実績の確認、活動の改善、経験の交流のため

に有効な機会となっている。 

COGES への補助金供与の是

非 

 世銀による COGES へのパイロット補助金供与がザンデール

コミューンでも実施された、世銀のコンサルタントが評価調

査を実施した。 

 補助金は良いことだと思う。重要なことは、モニタリングが

実施されること、コミュニティが関与し、使途に裁量をもた

せること、一部の COGES ではなくすべての COGES に供与する

ことであろう。  
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日時 2009 年 2 月 12 日（木）18:00-18:10 

場所 ザンデール州ザンデールコミューン II 長室 

面会者 ザンデール州ザンデールコミューン II 長（表敬訪問） 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

〈コミューンから FCC への支援〉 

・ COGES は学校改善に貢献しているので、学校へのあらゆる支援は COGES を通じて行われる

べきだと考えている。 

・ 今年は FCC の活動、資器材のために 100 万 F を支援した。今後の支援の見込みについては

コミューンの税収額による。 

 

日時 2009 年 2 月 12 日（木）18:15-19:15 

場所 ザンデール州ザンデールコミューン II 役所会議室 

面会者 ザンデール州ザンデールコミューン II FCC 事務局：事務局長、書記官、モニタ

リング担当、教育の質担当、コミュニケーション担当、会計、副会計、紛争解決

担当 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

関連資料 プロジェクト提供による活動・予算データを参照のこと 

連合設立年 2006 年に連合を設立、2008 年に FCC に改組。 

加盟 COGES 数（2008 年度） 37 

FCC 事務局員の動機  学校改善、質改善が目に見えるのがうれしい。 

選挙で選ばれたことを誇りに思う。 

機能する FCC の促進要因  コミューンからの 100 万 Fの支援によって、教材を用意でき

たので 2 回終了試験の模擬試験を実施できた。→成績の向上

に寄与。 

 住民を対象にした広範囲の啓発→女子就学改善に寄与。 

FCC の阻害要因・課題  事務局長：学校に対する反感はいまだ一部あるが解決可能に

なった。資金の制約のため活動計画を減らさざるえないこと

もある。 

 当初は、COGESと保護者会の対立が一部みられたが今はない。

教育行政に対する評価  COGES 担当官は FCC と良い関係にある。彼は完璧に仕事をし

てくれている。必要な時に頼むといつも来てくれる。研修、

啓発をよくやってくれる。コミューンと FCC の間のかけはし

となってくれている。 

 COGES 担当官の良い事例：FCC を設立する際、教員が会計担

当になろうとしたが、COGES 担当官が FCC のルールを説明し

てくれて、教員を納得させた。 

今後の教育行政からの支

援ニーズ 

 簡易マネジメントについての研修 

 資金助成申請書の書き方についての研修 

 結果重視型アプローチについての研修 

COGES から FCC への分担金

拠出継続の見込み 

 定期的に拠出されており問題はない。FCC が透明性を確保す

ることが大切だ。 
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コミューンからFCCへの支

援継続の見込み 

 今後もコミューンからの支援は拡大する見込みだ。コミュー

ン開発計画（PDC）には FCC の計画のうちいくつかが入って

いる。しかし PDC の策定委員会に FCC のメンバーは入ってい

ない。 

 コミューン長は、簡易マネジメント研修、活動計画立案研修

のために 107,000F を支援することを約束した。また CAPED

を支援することを約束している。 

 FCC からの要請により、コミューンは 300 名の出生届を受理

した。  

 

日時 2009 年 2 月 13 日（金）15:30-17:15 

場所 タウア州イレラ県タジァエコミューン Kossori 小学校 

面会者 Kossori COGES メンバー：会長、副会長、事務局長、会計、子ども代表、メンバ

ー2 名、および住民・幼稚園の保護者（人数が多いので、COGES メンバーと住民・

保護者の 2 グループに分かれてインタビューした） 

調査団 三宅団員、EPT 影山専門家、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

関連資料 活動・財政データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと 

生徒数 258（うち女子 79 名） 

住民数 467 世帯、人口 3800 人、毎月 9 人ほど出生 

COGES 設立年/改選の有無 2005 年、2007 年に改選選挙を実施 

現在の COGES 委員 委員長は保護者会、書記は校長、会計は保護者会、選挙で選出

子ども代表は 6 年生（5 年生時に選出） 

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：12 回 

 事務局会合出席者数：約 6.5 名（7 名中） 

 総会開催回数：6 回 

 総会出席者数：116-180 名 

活動実施度（2008 年度）  計画の 6 つの活動のうち「木の手入れ」以外は実施済み。木

の手入れも実施予定。 

 計画の 21 万 F のうち 126000F を動員済み。 

COGES 活動の促進要因  住民の啓発、意識化 

 メンバーのやる気：「COGES は頭に載せて運ぶ木のようなも

のだ。誰かが運んでくれるとありがたいが、誰も運ばないな

ら自分がやる。そうすれば誰かが必ず助けてくれる」。（副会

長の女性） 

 養鶏による収益：敷地内に養鶏小屋を作っており、成長後市

場で売っている。 

COGES 活動の阻害要因  雨不足のため今年度のミレットの収穫が昨年度と比して

30％しかなく、住民からの寄付を得るのが難しい。「収穫が

よければわれわれはなんでもできるのだが」。（会長）昨年度

は一軒づつ COGES メンバーが回って全世帯から寄付を得た。

対処策として、今年度は全世帯からの寄付はあきらめ、小学

校、幼稚園の児童の保護者からのみ 650F を募っている。ま
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た支出を減らすために、幼稚園の開園期間を当初 1 月から

10月までを予定していたが、5月までの5カ月間に減らした。

COGES の会計の公開方法  住民総会で寄付額、使途の詳細を報告する。また、使途は活

動の成果なので住民に見えやすい。たとえば、藁葺き校舎に

使ったという報告の証拠は一目瞭然である。 

幼稚園の概要  開設年：2007 年 3 月 

 児童数：43 名、内女子 13 名 

 対象年齢：4-6 歳 

 開園時間：8:00-11:30 および 15:00-17:00、週 5 日、1 月か

ら 5 月。 

保育者  保育者は住民で中学校3年生終了、養成研修は3日間受けた。

プロジェクトによって 4 回の現職研修を受けた。 

モニタリング  COGES 事務局長（校長）が行っている。保育者は校長の妻。

幼稚園のニーズ  親が小学校に 3-4 才の児童を連れてきて学校に預かってく

れという要請が多かった。 

 2006 年度に開設した際は、216 名の申し込みがあり、70 名

を受け入れた。2007 年度の申し込み数は約 200 名で、62 名

を受け入れた。幼稚園のニーズが高いため、COGES 総会で 

入園基準を合意している。2007 年度は希望者が多かったた

め、6 年生を優先した。 

幼稚園設置による子ども

への影響 

 衛生に関する観念が上昇した。 

 精神的に発達した。 

 家の中でくつをぬぐようになった。 

 挨拶が励行できるようになった。 

 目上の人を敬う気持ちの芽生え 

 幼稚園に通っていた生徒とそうでない生徒には小学校進学

時に精神的発育に差があるのがわかる。 

 幼稚園に通った子どもは教えやすい。（教員の COGES メンバ

ー） 

 識字能力のある世代が誕生したことは素晴らしい。長期的に

見て村の利益になる。 

幼稚園設置による親への

影響 

 男女がともに集まって話す機会が増えた。 

 子どもを預けることで安心して家事や他の仕事ができる。 

 フラストレーションが減った。 

幼稚園の促進要因  住民の参加：ある老人は遅れて登校する子供の安全をボラン

ティアで見守っている。自発的に教室の掃除をする女性もい

る。 

 UNICEF からの支援、保育者への研修 

幼稚園の課題・阻害要因  2008 年度は申し込みが 43 名に激減した。これは COGES 総会

で収穫量激減に伴い、保護者が 650F を負担することを決定

したため、ダメージを受けた貧困世帯にとっては、負担が大

きすぎるためであると考えられる（事務局長）。 

 「幼稚園の問題は成人女性の問題でもある。女性は貧困の問
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題を直接肌で感じている。少なくとも 40 人の母親が今年度

は、貧しさのため 650F が払えないので幼稚園に子どもをつ

れてきたが入園は無理だとわかり帰って行ったのを私は見

ている。これらの母親の気持ちを思うと心が痛む」。（副会長

の女性） 

 子供を幼稚園に送らない親もいるので、啓発が必要。 

 おもちゃなど教材の不足 

 幼稚園では靴をぬぐので靴が紛失する。 

 ニーズは高いためクラスを増やす意図はあるが、手段（資金）

がない。 

幼稚園についての教育行

政からの支援ニーズ 

 おもちゃ、教材、文具が必要 

 庭と教材がほしい（COGES 子ども代表） 

所感  道路から車で 40 分ぐらい離れた村で、生活は厳しい様子が

伺えた。 

 副会長の女性が言われた貧困のため子どもを入園させるこ

とができない母親の話が心に残った。一方、収穫さえよけれ

ばなんでもできるという会長の発言に感銘した。幼稚園運営

費は経常的な経費であるため、ある年のみやめるわけにはい

かず、この幼稚園が陥った事態への方策として、セーフティ

ーネットとしての補助金が必要と考えられる。  

 

日時 2009 年 2 月 13 日（金）17:30-18:30 

場所 タウア州 DREN 事務所 

面会者 タウア州 DREN 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

プロジェクトの評価  高く評価している。FCC をすべてのコミューンに設立したこ

と、モニタリング用のバイクを供与したこと、女子入学およ

び残存キャンペーンにおける住民への啓発と行政のコミッ

トメントを引き出したこと、視学官会議および COGES 担当官

会議の定期的な開催、コミュニティ幼稚園の設立といった成

果をプロジェクトは達成した。 

 フォーラムによる就学男女比率の改善はプロジェクトの大

きなインパクトである。 

プロジェクトの残りの期

間における支援ニーズ 

 フォーラム開催への支援 

 児童の学校における残存率向上のための啓発：出稼ぎ、早期

結婚はタウア州における脅威である。 

 視学官会議、担当者会議、連合総会開催への支援継続 

COGES への補助金供与の是

非 

 世銀による COGES へのパイロット補助金供与はタウアでも

実施され、AGEPA 会合で発表される。明確に使途や手続きを

指示されたグループと指示がないグループの 2 グループに

分ける方法でパイロット事業が行われた。評価チームが来て

調査を行ったが、結果は知らない。 

 補助金供与を行うにあたって COGES 側に必要な条件は、住民
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に対する啓発の実施、COGESメンバーに対する研修を実施し、

能力を強化すること、総会で資金の使途を決めるといった、

第一フェーズで確立された COGES 機能化のための要素を

COGES が備えていることだ。タウアではこれは実際に起きた

ことだ。  

 

日時 2009 年 2 月 13 日（金）20:15-21:15 

場所 タウアのホテル 

面会者 EPT 影山専門家 

調査団 三宅団員 

〈コミュニティ幼稚園〉 

・ COGES 幼稚園モデル構築についての最大の問題は、モニタリングである。COGES は初等教育

視学官、幼稚園は就学前教育視学官の管轄のため、縦割りの行政組織のため、両者の情報

共有がなされていない。また、就学前教育視学官事務所には、州全体に１つしかなく、視

学官が 1 名、指導主事が 1 名から 2 名いるだけで、モニタリングをするにはキャパオーバ

ーである。また、同事務所は、公立幼稚園、ドナー支援による民間幼稚園も管轄している。

COGES 担当官によるモニタリングも今後幼稚園が増えるにしたがって無理となる。また現

在の COGES 担当官によるモニタリングは連合レベルである。連合によるモニタリングも幼

稚園の数が少ないため、連合としての優先度が低いため会合で報告はされるにせよ、問題

解決や経験交流の場としては現時点では十分機能していない。 

・ モニタリングの解決策は、初等教育視学官事務所の指導主事は学校を巡回しているので、

彼らに幼稚園もモニターしてもらうことであると考えている。現在タウア・ザンデール州

では、視学官事務所関係者（視学官、指導主事）学校視察の際、COGES とも面会すること

が奨励されており、その結果は視学官会議で報告されている。初等教育指導主事は、セク

ターレベルにも配置されている場合もあり、1 県に少なくとも複数の指導主事が配置され

ているので、就学前指導主事よりもはるかに多い。しかし、幼稚園は就学前教育局の縄張

りであることから、教育面のモニタリングは無理であり、運営面のモニタリングのみにな

る。このレベルのモニタリングは、教育の質ではなく、教員の欠勤状態や幼稚園の開園日

数といった運営面と幼稚園を教育行政が見守って、励ますというレベルのものだが、特に

設立間もない幼稚園にとっては重要である。前提として COGES そのもの能力を強化し、計

画力、動員力を高め、幼稚園の運営能力を向上することも必要だ。 

〈実施プロセス〉 

・ ユニセフとの連携は、運営面の支援を EPT が、教育面の支援をユニセフが行うという役割

分担が明確であり、相互補完ができている。EPT にとっては、ユニセフがもつ就学前教育

分野のネットワーク、専門性はありがたい。毎月一度、ユニセフ、教育省就学前教育局と

開いている。問題は、昨年の 6 月以降ユニセフには就学前教育担当者がおらず、教育セク

ター全般の責任者と教育セクターのアドミニ担当ローカルスタッフが本件を担当している

ことである。 

〈成果の達成度〉 

・ フォーラムアプローチについては、COGES ローカルおよび COGES 連合が機能し、動員力、

啓発力があることが、フォーラムのモデルの必要かつ十分条件であり、既に構築されたと

考える。 

・ 視学官会議は、フォーラムの補完として有効である。フォーラムで合意されたことを教育
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行政（供給側）が実施することが必要なので。たとえば、女子就学向上のための教員の配

置、質向上のための教員の欠勤防止のために学校の訪問指導は視学官の役割であり、視学

官会議によってこれらが実施され、学校にインパクトを与えている。 

〈有効性〉 

・ 訪日研修について昨年 11 月にザンデール州の教育事務所長が参加したのは、「教員に対す

る初期研修と継続研修」という課題別研修であり、プロジェクトと関係はない。やる気の

向上には貢献している。 

〈自立発展性〉 

・ 連合における地域間格差は、経済的に恵まれたコミューンからは財政支援が多く、貧しい

コミューンからの支援は少ないといえる。データがないためこれを証明するのは難しい。

・ 住民からの動員額が過度では計画が現実的ではなくなるため、適切なレベルに設定されて

いる。またミレットで提供するなどの住民にとって寄付しやすい方法が採られている。 

〈計画修正の必要性〉 

・ 成果 3 のモデル構築は、マニュアルの作成などが指標となっているが、あいまいなため、

より具体的に、コミュニティ幼稚園、視学官会議、フォーラムアプローチの 3 点に絞った

方が良いと思う。 

 

日時 2009 年 2 月 14 日（土）8:00-8:10 

場所 タウア州タウアコミューン視学官事務所 

面会者 タウアコミューン視学官 

調査団 三宅団員、EPT 影山専門家、臼倉職員（JICA 新人 OJT）、 

〈プロジェクトの評価〉 

・ プロジェクトには満足しかつ勇気づけられている。プロジェクトによって住民は学校に関

心をもつようになった。教育はみんなのビジネスとなった。 

 

日時 2009 年 2 月 14 日（土）8:15-9:00 

場所 タウア州 COGES 監督官事務所 

面会者 タウア州 COGES 監督官 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

監督官の就任時期 2003 年から 

COGES 機能化の要素  COGESと FCCが民主選挙で選ばれること、手続きのルール化、

住民総会の開催、学校活動計画を計画通り実施すること、活

動の総括と結果の住民へのフィードバック、活動のモニタリ

ングである。 

監督官の役割と責任  COGES 担当官の監督業務である。監督業務は月例会議を通じ

て行う。月例会議では、COGES 活動の評価、問題解決を議論

する。問題解決の例としては、①ある COGES で住民総会の参

加度が低かったことが月例会議で報告され、同じ問題を抱え

ている COGES について担当官が話し合い、住民が集まりやす

い総会の会場、開催時期を見出した。②ある COGES 連合は、

COGES からの分担金の徴収に苦労していた。月例会議で話し

合い、この連合に属するいくつかの COGES は連合の活動につ
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いての住民に対するフィードバックが弱いことが問題の要

因であることが明らかになり、連合の活動についてのフィー

ドバックを住民に対して COGES がより透明度を高い形で行

うようにしたところ、分担金徴収が改善した。 

監督官が直面した課題  特にない。課題があってもプロジェクトからの支援によって

乗り越えることが可能であった。特に、COGES 担当官に対す

る交通手段（バイク）の供与は、非常に役立っている。 

視学官会議の有効性  以前は、視学官の COGES への関与は限定的だったが、視学会

議が開催された後は関与度が大いに増した。たとえば、昨年

の女子教育促進のためのフォーラムにおいて、視学官は、こ

の運動の先頭に立つと述べた。 

COGES 連合設立・モニタリ

ングマニュアルの活用 

 大変役立っている。マニュアルは、タウアで開発、評価され、

改定されたものなので、大いに活用されている。 

レポーティングシステム  通常４半期毎に、省の COGES 推進室に対して、州事務所長を

通じて提出している。報告書の内容は、月例会議を統合した

もの。報告書がその後どのように活用されているかは、全国

レベルに統合した報告書が作成されていると認識している

が、COGES 推進室に聞いて欲しい。 

プロジェクトからの支援

に対する満足度 

 非常に満足。多くの課題の解決を助けてくれた。住民の啓発

というプロジェクトのアプローチが、就学促進、質改善とい

うインパクトをもたらした。タウアは COGES のモデルとなっ

た。 

残りの期間における支援

ニーズ 

 バイクは月例会議で継続的に修理される必要があるのでこ

れへの支援をお願いしたい。 

COGES の他目的における活

用 

 タウア州では COGES は学校のためのものであり、まだ他の目

的には活用されていない。農村地域では他の目的への活用の

可能性はあるが、これを保証するには、コミューンの支援が

不可欠だ。FCC がコミューンの管轄下にあることを省令が明

記したことによって、コミューンから COGES への支援が促進

されるだろう。 

フォーラムアプローチの

有効性と課題 

 フォーラムは、絶対に他州に広げられるべきだ。フォーラム

の有効性の鍵は、フォーラムでの決定が、参加者、FCC だけ

でなくコミュニティにフィードバックされることだ。課題

は、自治体、市長、議員、伝統的指導者に対する巻き込みが

まだ弱いことだ。  

 

日時 2009 年 2 月 14 日（土）9:10-9:40 

場所 タウア州就学前視学官事務所 

面会者 タウア州就学前視学官 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT）、 

プロジェクトの評価  多くのコミュニティ幼稚園が設立されたことで満足してい

る。コミュニティ幼稚園の普及が、初等教育の就学率の改善
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に貢献したことは明らかである。子どもの発達（知識、態度、

技能面）にもコミュニティ幼稚園は寄与したことを実感して

いる。 

コミュニティ幼稚園の普

及についての戦略 

 普及の方法は、ある村がコミュニティ幼稚園を設立すれば、

その効果を見た近隣の村がコミュニティ幼稚園を自然に設

立することになる。村から設立の要請が視学官事務所に寄せ

られ、村長、校長、就学前視学官事務所、ユニセフの間でそ

れぞれの義務、役割を明記した Note d’engagement を交わ

す。視学官事務所の役割は、ユニセフの協力によって保育者

の養成研修（5 日間）を行うことである。 

コミュニティ幼稚園のモ

ニタリングについての戦

略 

 日常的なモニタリングは COGES メンバーが行う。巡回モニタ

リングは、COGES 担当官が行い、問題があれば就学前視学官

事務所に連絡がきて、同事務所の指導主事が問題解決のため

の助言指導を行っている。就学前事務所の指導主事は現在 2

名で、4 名に増員される予定である。 

（このモニタリング方法の実効性はあるのか、初等教育指導主

事にモニタリングしてもらわないのか、という問いに対して）

 初等教育指導主事にもモニタリングしてもらっている。問題

が見つかれば、就学前事務所に連絡がくる。初等教育視学官

事務所とは良いパートナーシップがある。 

プロジェクトの残りの期

間における支援ニーズ 

 モニタリング用の車両、指導主事用のバイク、ガソリンを支

援いただけるとありがたい。  

 

日時 2009 年 2 月 14 日（土）9:50-10:30 

場所 タウア州タウアコミューン I 長事務所 

面会者 タウア州タウアコミューン I 長 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

プロジェクトの評価  教育分野のあらゆるアクターが責任を果たすことへコミッ

トメント、膨大なアウトリーチをプロジェクトは達成した。

成功要因は、アクター間のパートナーシップの構築、透明性

の保証であろう。 

これまでのコミューンに

よる FCC,COGES への支援 

 FCC とは日常的に連絡をとりあっている。コミューンと

COGESの関係は、前者が教育改善事業のマネジメントを行い、

COGES がこれを実施することである。たとえば COGES を通じ

て学校にゴミ箱を配布した。また、酪農会社の支援による優

秀な女子の表彰事業を行った際、COGES は視学官が提出した

候補者のデータのチェックをした。質改善のキャンペーンで

は、コミューンが教材の紙を提供した。 

 コミューンの事務局長は、元教育省職員であり、教育担当が

1 名配置されている。 

コミューンによる FCC、

COGES に対する今後の支援

計画 

 FCC からプロポーザルが提出されており、SNV が支援を行う

予定。現状ではコミューンには金がないため、ドナーに頼ら

ざるをえない。 
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 2005-2008 年度のコミューン開発計画（Plan de development 

Communal）では、GER の改善、教室建設、質改善、啓発に加

えて COGES の能力強化が記述されている。  

 

日時 2009 年 2 月 14 日（土）10:35-11:15 

場所 タウア州就学前視学官事務所 

面会者 タウア州タウアコミューン I FCC 事務局：事務局長、副事務局長、副会計担当、

書記官、女子就学推進担当 

調査団 三宅団員、臼倉職員（JICA 新人 OJT） 

関連資料 プロジェクト提供による活動・予算データを参照のこと 

連合設立年 2004 年に連合を設立、2008 年に FCC に改組。 

加盟 COGES 数（2008 年度） 37 

FCC の成果  コミューンを5ゾーンにわけてCOGESを効率的かつ日常的に

モニターしている。 

 COGES による活動計画策定・実施への支援 

 就学促進のための啓発 

 最終試験成績向上活動 

 FCC の事務所の開設 

COGES が抱える紛争の解決：事例① 教員が長期欠勤してい

た学校で、COGES が FCC に状況を訴える手紙を出した。FCC メ

ンバー、校長、COGES 担当官が該当教員と面会し、COGES は学

校、教員をモニターする権利があることを説明し、説得した結

果、教員は通常の勤務に戻った。事例② 優秀な 11 歳、5 年生

の女子を親が早期結婚させようとした。COGES は、総会を開き、

初等教育修了は、子どもの権利であり、親の義務であることを

主張した結果、事態は収束した。FCC はこの過程で助言をした。

機能する FCC の促進要因  FCC メンバーのコミットメントと連帯 

 定期的な会合の開催 

 教育行政、コミューンとのパートナーシップ 

 COGES からのサポート 

 学校改善に対する住民の意識の高さ 

FCC の阻害要因・課題  コミューンからの支援不足：コミューンは、藁葺き教室の修

繕のために年間 500,000 セーファーを学校に支援している

が、FCC への支援は総会開催費、モニタリングのためのガス

代、成績向上キャンペーンでの紙提供に限られている。2007

年度の FCC の予算は 23 万 F（このうち COGES 拠出金は 14 万

F）であったが、2008 年度は 100 万 F を予定している。拠出

金は 15 万 F（37COGES×41000F）なので、残りはコミューン、

SNV からの支援を予定している。コミューンには申請書を提

出し回答待ちの状態。 

 COGES の学校活動計画の回収の困難さ、交通手段の不足 

教育行政に対する評価  担当官からの技術支援に満足。研修を行い、問題があれば解

決を助けてくれる。 
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 視学官事務所は、成績向上キャンペーン活動を組織してくれ

た。また、視学官事務所は、COGES モニタリングのために車

両を使わせてくれている。ガソリン代は FCC が負担。 

所感  財政を自立的に運営するよりもコミューンからの支援に期

待している印象を受けた。予算が前年度と比して 4 倍となっ

ている一方、コミューン長は支援をコミットしていないので

この規模の収入が確保されるのかが懸念される。  

 

日時 2009 年 2 月 16 日（月）8:00-9:00 

場所 Grand Hotel（AGEPA 会場） 

面会者 教育省基礎教育局長 

調査団 原団長、三宅団員、山下団員、近藤団員 

【先方発言要旨】 

〈EPT プロジェクトの評価〉 

・ COGES の民主的設置による住民参加促進と同時に、COGES 政策に係る教育行政官（COGES 担

当官、COGES 監督官、視学官事務所、州教育事務所、COGES 推進室など）へ働きかけ（縦へ

の影響）、その後（タウア・ザンデール州から）他州への面的展開を実現した（横への影響）

プロジェクトに対し、評価している。 

〈ニジェール教育政策における課題〉 

・ インフラおよび質の高い教員のリクルートが課題である。PDDE 第 1 フェーズ（2003～07）

はアクセスを重視し、就学率等については一定の成果（女子就学も増加）が見られたが、

質は改善されておらず第 2 フェーズの課題である。質の向上には教員研修が欠かせず、

CAPED（特に理数科）の強化を考えている。また学校レベルでの研修強化も考慮したい。 

・ 学校運営については COGES（コミュニティー）へ権限委譲をしていることから、教員の精

勤管理や待遇（住居提供など）において質改善に貢献できるであろう。 

〈COGES 政策実施の体制〉 

・ 現在 COGES 推進室では 8 名が配属されているが、最小限の人材はそろっており、更なる能

力強化による効率化も可能であると考える。レポートを含むモニタリング体制は、COGES

をモニタリングする COGES 担当官から視学官事務所、COGES 監督官、DREN、事務局を通じ

DGEB へ、その後 COGES 推進室へとレポートされる。COGES 連合は、COGES の活動および担

当官によるモニタリングを支えるものである。COGES 政策については、省内において COGES

推進室に一元化し業務を実施している。DGEB と COGES 推進室は協議の機会をもっているも

のの、フィードバックが効率的になされていないことに関しては、内部制度の修正は非常

に難しく、視学官会議のように各レベルにおいて定期的な会合により、情報を共有するこ

とが可能であると考える。また、研修等により各々の職務意識を明確化することも可能で

あろう。JCC でもこの点について確認したい。 

 

日時 2009 年 2 月 16 日（月）10:00-10:30 

場所 JICA ニジェール事務所 

面会者 教育省就学前教育局長 

調査団 原団長、三宅団員、山下団員、近藤団員 

【先方発言要旨】 

〈EPT への評価〉 
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・ コミュニティー幼稚園（JEC）にかかる EPT の協力については評価している。児童の能力を

伸ばすには、両親及び教員の能力・スキル向上が不可欠である。幼稚園の就学率が上がれ

ば、小学校の成果指標の他、衛生面についてのインパクトも大きく、栄養・致死率の改善

が見込まれる。 

・ EPT の就学前教育への一番の貢献は、村落部の就学前教育の拡大である。近隣のコミュニ

ティーを巻き込んだこと、また（EPT アプローチは）少ない予算で実施が可能であること

から教育省へのインパクトも大きい。 

〈就学前教育にかかる PDDE 目標の達成と政策〉 

・ 2013 年に就学前教育就学 5％を目標としているが、JICA と UNICEF、教育省は 5 年間の政策

案（Lettre d’attente）を策定し、目標達成に向け鋭意努力しているところである。戦略

としては、現状では JEC 設立・運営について COGES に頼らざるを得ないが、今後は仏語・

アラブ学校やコーラン学校との協力も考えたい。村に一つは存在するコーラン学校とのシ

ナジー効果を出したいと考えている。また、女性グループ、女性省の子供保護局との協力

も模索している。昨年承認した JEC モデルは、その政策が採用され、Politique Nationale 

D veloppement Int grant Jeunes Enfants が採択された。これには保健省などの関係省も

関連している。 

〈JEC モニタリング体制〉 

・ JEC は COGES によって設立・運営されているので、モニタリングについてもまず彼らが毎

日現場を訪れ、その上で視学官が年度末等にいくつかの園を巡回し教育学的アドバイスを

するべきである。COGES 担当官が小学校訪問時に気づいた点を報告することも必要だが、

COGES 担当官は既に多くの仕事を抱えており頻繁な視察・訪問は難しい。 

・ JEC の課題は少ない教育行政官であるが、今後 JEC の数を増やした場合、今以上に就学前

教育主事が不足する。PDDE では 45 教員に一人の教育指導主事を配置することになってい

るが、その数には及ばない。これまで基本的に１州につき一人の教育指導主事を配置して

いたところ、最近タウアに２名、ニアメに３名増員配置した。教育指導主事が運営面につ

いても少し監督できるのではないか。 

・ JEC のモデル化については、まずモデルを完成させなければ普及できないことは承知して

いる。UNICEF も交えて協議を行い、進めていく必要がある。新に配置する教育主事につい

て、モニタリングには巡回用バイクと燃料費が必要となるが、UNICEF ではなく教育省で準

備したいと考える。 

 
日時 2009 年 2 月 16 日（月）11:00-:1200 

場所 ユニセフ現地事務所 

面会者 就学前教育担当官 

調査団 原団長、三宅団員、山下団員、近藤団員 

【先方発言要旨】 

〈JICA／EPT に対する評価〉 

・ 多くの協力機関が中央の政治的レベルの協力のみに終始することが多い中、JICA はフィー

ルドと中央両方のレベルでの協力を実現している点で、その達成度に高い評価をしている。

・ JICA とは特にコミュニティー幼稚園について協定書署名を通じて協同しており、そのアプ

ローチに賛同している。実際に設立された JEC に対する母親の反応は非常によい。 

・ JICA との月例会議では、教育省就学前教育局の代表者を含め、ドナーのみではなく政府側

の意見も取り入れるようにしている。JEC にかかる就学前教育局と JICA の考えに違いはあ
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るかもしれないが、協力できていると思う。今後も教育学と運営についてそれぞれの支援

が必要であろう。支援の方法やコストについては改めて情報を共有したい。一つ懸念され

るのは、EPT フェーズⅡの終了以降、どのように JEC を支援していくかである。 

・ （これまで JICA は活動していないが）アガデスとマラディについて協力を進めており、都

市・村落の格差解消に力を入れている。 

〈JEC の今後と UNICEF の政策〉 

・ UNICEF 単独の活動には限界があるため、他ドナーとの協力に高い関心がある。識者・経験

者との情報交換を進めつつ NGO ではなく当国政府と協働していきたいと考えている。北部

の移民居住地域への介入は非常に難しいが、世銀も可能性を探っている。 

・ 教育学的なフォローについては、まず教員養成学校のカリキュラムにおけるコミュニティ

ー幼稚園の特別研修設置を提案している。UNICEF のプログラムとしては、昨年行った JEC

の「児童のスキル」に係る評価調査の結果をまとめ、教員に求められる技術として初期・

現職研修の改善・強化を図ったプログラムを考えている。 

・ 国民教育省は新しい視学官を設置することを考えているようだ。女子就学も力をいれる。

（女子就学担当官は州レベルに配属） 

・ 運営面については、EPT の研修もあり COGES により適切に運営されていると考えられる。

ただ、モニタリングに関しては、COGES 担当官が行うことも難しく、課題である。 

・ （調査団側から、例えば 45 人の保育者につき 1 人の就学前教育指導主事の配置を申請でき

る制度などを提案し、その指導主事の能力強化に取り組む可能性について聞いたところ）

UNICEFは初等教育の教育指導主事が就学前についてもモニタリング担当する方がコストも

低く妥当だと考えている。 

・ UNICEF は以前識字に力を入れていたが、現在はコミュニティー参加運営、アクセスにかか

る格差改善へシフトしている。JEC の数はまだ非常に少なくタウアで増やし EPT と協力し

モデル化に取り組みたい。 

 
日時 2009 年 2 月 16 日（月）17:00-17:30 

場所 国民教育省大臣室 

面会者 国民教育省大臣（M. Ousmane Samba Mamadou）、次官（Mme Maiguizo Rakiatou Zada）、

基礎教育総局長（M. Marou Amadou） 

調査団 原団長、三宅団員、山下団員、近藤団員 

JICA ニジェール事務所：西脇部長、金田所員 

EPT 三浦チーフアドバイザー 

【面談要旨】 

〈二国間協力、みんなの学校プロジェクト全般〉 

・ 貴大臣の就任後、教育指標に顕著な改善が見られる。教育分野においてニジェールと JICA

は良い協力関係にあり、「みんなの学校プロジェクト」では大きな成果が出ている。（部長）

・ これまでの JICA の協力に感謝。特にタウアで良い取り組みが行われている。もともと教育

指標が低い地域だったが、教育開発へのコミュニティの参加を促した結果、総就学率が102%

に達した。AGEPA 会合でも、限られた予算の中で成果を出していることについて世銀等の

ドナーから高く評価されたが、JICA の協力のおかげである。重要なのは投入の量ではなく、

投入の質である。（大臣） 

・ 教育開発 10 ヵ年計画（PDDE）フェーズ 1 では、特にアクセスの改善について大きな成果を

挙げた。日本による教室建設協力に感謝している。フェーズ 2 では教育の質の改善に力を
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入れていくが、さらに大きな成果をあげたい。（大臣） 

・ みんなの学校プロジェクトの実施においては、全州教育事務所長が高いコミットメントを

示している。今後は、COGES 連合、COGES 委員のさらなる能力強化が必要。（次官） 

〈見返り資金〉 

・ 見返り資金の運用が開始されたと聞いている。引き続き適切な執行、運用をお願いする。

（部長） 

〈COGES への補助金交付〉 

・ みんなの学校プロジェクトの成功は世銀の協力もあって可能となった。先程、AGEPA 会合

で世銀と協議を持ち、COGES への補助金交付について意見交換を行った。JICA としては、

十分に機能し、イニシアティブを持った COGES に補助金を交付することは有効であるが、

COGES が機能していなければ補助金は無意味と考えている。（部長） 

→全く同感。昨年 6 月以来、世銀と補助金交付について協議を行ってきたが、その前提とし

て COGES の機能強化が不可欠であることを繰り返し申し入れてきた。COGES が十分な計画

能力、実施能力、透明性を備えて初めて補助金の有効な活用が可能となる。（大臣） 

→AGEPA の枠組みの下で実施したパイロット・プロジェクトでは、補助金交付の好事例が抽

出されることを期待していた。機能度が高く活発な COGES が多くのお金を受け取れるよう

な仕組みにしたい。補助金はその使用目的とリンクさせて交付するべきであると考える。

バングラデシュで補助金交付の好事例があると聞いており、学びたい。（大臣） 

〈その他〉 

・ 政策レベルの戦略的な努力もあって、COGES の機能は強化されつつあり、教育のアクセス

と質の改善が実現している。しかし、COGES の機能はまだ確立されたとは言えず、引き続

き機能強化に取り組んでいく必要がある。そのためにはモニタリングが重要であるが、今

回の現地調査で COGES 担当官が良い働きをしていることが明らかとなった。COGES 担当官

によるモニタリングを有効に機能させるためにもバイクの供与が不可欠である。（原） 

・ COGES に関する効果的な情報伝達システムの構築、確立も将来的な課題である。（原） 

・ 学校保健の専門家派遣要請について、現在日本で前向きに検討中である。派遣が実現すれ

ば、COGES とも連携した活動が実施されることを期待する。（部長） 

→要請が承認され、専門家が派遣されることを望む。（大臣） 

 
日時 2009 年 2 月 17 日（火）10:00 10:30 

場所 ドッソ州国民教育事務所 

視察先 ドッソ州 COGES 担当官月例会議 

調査団 西脇人間開発部長、原団長、三宅団員、山下団員、近藤団員 

議事次第に沿って、各 COGES 担当官が活動を発表。あげられた問題は、 

・ FCC 総会の PV 回収が難しい 

・ FCC によるが、各 COGES の総会にかかる PV の回収率は 8～9 割 

・ FCC 総会へのコミューン代表者不参加の問題 など 

 

日時 2009 年 2 月 17 日（火）11:30-12:30 

場所 ティラベリ州ボボイ県ンゴンガ小学校 

面談者 ンゴンガ小学校 COGES メンバー 

調査団 西脇人間開発部長、山下団員、近藤団員 

関連資料 活動データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと（＊） 
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児童による寸劇（COGES の設立、学校活動計画策定・実施の方法）が行われた後、COGES 代表

によりニジェール・日本政府および JICA 協力への謝辞が述べられた。 

【COGES 委員発言要旨】 

・ 学校は開発の鍵であり、その重要性は認識している。 

・ 学校運営（COGES）において重要なことは、定期集会と透明性である。COGES 事務局会合は

毎月、AG は年 3 回行っている。 

・ COGES 活動の促進要因は、EPT の研修後全住民が参加するようになり、民主性と透明性が確

保されるようになったことである。女性も積極的に参加するようになり、男性は力仕事、

女性は不登校児の家庭のケアなどそれぞれに合った活動を行っている。 

・ 分担金はコミュニティー全体から回収しており、不足分は労働により補っている。 

・ COGES が本格活動を開始した後に入学した、１・2 年生の男女比はほとんど格差がない。 

・ 教育省への要望は、教室（コンクリート製）や柵など費用がかかるインフラの整備である。

・ モニタリングについては、PF が州内全ての COGES を見ることは実質的に難しいため、FCC

レベルで情報共有などできることは自発的に行うようにしている。 

 

日時 2009 年 2 月 17 日（火）13:00- 13:30 

場所 ボボイ県視学官事務所 

面談者 ボボイ県視学官事務所長 

調査団 山下団員、近藤団員 

【先方発言要旨】 

〈EPT の評価〉 

・ 特に COGES 設置・学校活動研修に対する評価は高い。COGES 委員をはじめ皆が各々の役割

を理解しそれを果たすようになり、APE・AME との協力も進んだ。以前はニアメ当局に依頼

していた就学キャンペーンも学校活動計画に組み込み、コミュニティーで実施し、今年は

最近 5 年で一番高い入学率であった。ボボイ県の学校活動計画は 89.6％の提出率である。

（計画は COGES が自分達で提出、もしくは COGES 担当官が収集した。提出できていない学

校についてはこれから年度末にかけてモニタリング巡回を計画している。） 

〈モニタリング体制〉 

・ これまでの州レベル：DREN、市・県レベル：視学官事務所に続いてコミューンレベルに FCC

が設置されたことにより、学校レベル：COGES との間を埋め、COGES 担当官の活動とのシナ

ジーにより、よりよい学校運営・情報共有が望める。COGES 連合では女子就学・退学率の

減少を目指したキャンペーンを行い、ボボイ県の教育指標改善に努めたい。 

 

日時 2009 年 2 月 17 日（火）15:00-15:30 

場所 ドッソ州国民教育事務所 

面会者 ドッソ州国民教育事務所長 

調査団 原団長、三宅団員、山下団員、近藤団員 

【先方発言要旨】 

〈EPT の評価〉 

・ プロジェクトの活動により、コミュニティーの学校に対するオーナシップが醸成され、

COGES メンバーをはじめ関係者が各自の役割を理解し活発に活動しており、多くのプロジ

ェクトが研修するものの COGES 機能化に至らなかったことに鑑みると、EPT への評価は高

い。 
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〈PF のパフォーマンス評価〉 

・ COGES 担当官の指導、教育主事の巻き込みを行っており PF は統括としてよくやっている。

COGES のみから COGES 連合を通じたモニタリングになったことによる ORの役割変化にも対

応できる様、更なる研修も必要である。 

〈今後の EPT に対する要望〉 

・ （教育の質の問題改善には教員の研修が不可欠であり、CAPED支援も考えていただきたい。）

アクセス改善については、OR が COGES モニタリングの任務を遂行できる様に今後も研修な

どが必要。 

〈視学官会議〉 

・ 2009 年はじめに教育省から視学官会議開催に関する法令（45 日に 1 回開催）が出され、ド

ッソ州でも同会議を開催している。教育省による予算措置は特にないが、通常予算のやり

くりにより会議は行われている。ドッソ州ではすでに 2 回を実施し、1 回目は「新年度の

重要点（新入生獲得）および教員管理」、2 回目は「1 回目の協議事項にかかる各視学官事

務所からのフィードバック・情報共有（教室巡回の取り決め）」および新たな議題として「授

業準備の指導」を協議した。今年度の女子就学目標値は達成しており、今後はその維持が

課題であるため、それも同会議にて話し合っていく。3 回目は 3 月中旬に予定している。 

 

日時 2009 年 2 月 17 日（火）15:30-16:00 

場所 ドッソ州国民教育事務所 

面会者 ドッソ州 COGES 担当官 

調査団 原団長、三宅団員、山下団員、近藤団員 

【先方発言要旨】 

・ EPT による研修およびモニタリング移動費の支援がなければ、現在の活動は難しい。COGES

委員対象の研修（学校活動計画）も担当官にとって有益であった。他ドナーのように資金

を提供するのではなく、問題の解決法を考える方策を指導した点で EPT のアプローチは大

きく異なる。EPT のマニュアル（COGES・FCC 設置）は大変参考になり、適宜参照している。

・ COGES の機能化には、民主選挙と AG の定期的開催が鍵である。実現可能な学校活動計画を

策定することが透明性とともに社会資源動員に必要な要素であろう。COGES 担当官の役割

は、定期モニタリング・指導および COGES メンバーの能力強化である。 

・ 燃料費は支援される一方、COGES 担当官はモニタリング用バイクを支給されておらず、半

数が視学官事務所のバイクを利用、半数が個人所有のものを利用している。 

・ COGES については、住民のモチベーションは高いことから、適切な技術支援があれば、分

担金回収による活動継続は可能であろう。 

・ 補助金については、管理・使途についてコミュニティへ責任化することが必要である。 

・ COGES 担当官の能力強化には、他地域との意見交換・財務管理およびグループによる援助

申請などの研修が必要と考える。 

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）8:00-9:00 

場所 国民教育省 COGES 推進室 

面会者 COGES 推進室長（M. Damana） 

調査団 三宅団員、山下団員、Ali 氏（通訳） 

【先方発言要旨】 

〈COGES 政策の実施体制、レポーティングシステム〉 
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・ COGES 政策には、世銀、JICA、EU、AFD、UNICEF、CONCERN、その他国際 NGO 等多くのドナ

ーが支援を行っている。 

・ COGES 推進室（中央）は政策策定を担当、政策の実施、現場のモニタリングは州の責任と

なっている。 

・ COGES 関連の情報は州レベル（DREN）で取りまとめられ、中央に提出される。州によって

提出先が、次官、COGES 推進室、DGEB と異なる場合があるが、いずれにせよ最終的には COGES

推進室に情報が届くようになっているため、特に問題はない。なお、DREN は組織上次官の

下に位置する。 

・ ただし、一部の州には COGES が国家政策という意識がない場合があり、定期的な情報更新

がなされていない場合もある。ドナーの支援を受けているため、ドナーへの説明・情報共

有が優先される場合がある。 

・ 経験共有セミナーもモニタリングの貴重な機会となっている。セミナーで良い事例と悪い

事例を共有し、政策実施の改善に役立てている。 

〈JICA・プロジェクトとの関係〉 

・ EPT は JCC や経験共有セミナーを通じて、十分な情報共有が行われており、良い協力関係

にある。 

・ EPT は国家政策との整合性を意識した計画となっている。 

・ EPT の専門家との関係に特に問題はない。チーフアドバイザーが変わったが、目的を達成

するために仕事をしているのであり、個人的な特性が業務に影響することはない。 

〈JICA・プロジェクトへの要望〉 

・ JICA の業務で出張すると、日当が政府基準よりも低い（本人の場合、政府基準で 25,000Fcfa

／日のところ、EPT からは 5,000Fcfa／日しか支払われない）。他ドナーは政府基準以上を

払っており、少なくとも政府基準は支給するべきである。日当が少ないせいで、EPT に積

極的に関わろうとするモチベーションが MNE の行政官にはない。 

・ 能力強化のため、日本への研修、留学の機会を作ってほしい。 

〈視学官会議について〉 

・ 一度タウアの視学官会議に大臣がテレビ会議で参加した。その時、視学官が一同に会し教

育改善について論じていることに大臣が感銘を受け、全国で実施するよう指示が出された。

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）9:00-9:15 

場所 ティラベリ州国民教育事務所 

面会者 ティラベリ州国民教育事務所長 

調査団 原団長、近藤団員、EPT 三浦チーフアドバイザー 

【先方発言要旨】 

・ COGES 連合については、まだ始まったばかりであるが各 COGES レベルの機能は概してよい。

COGES 設置プロセスが民主的になったことにより、住民参加を促したことは大きな変化と

いえる。 

・ EPT 全体に対し高く評価している。COGES 担当官と関係者の情報共有が密になり、規則を守

るようになった。フォーラムアプローチについては就学においてのインパクトが高いと聞

いており、期待している。関係者のメンタリティは徐々に変化していくものと考える。EPT

による技術支援は特に研修のアプローチを評価している。COGES 担当官や監督官は非常に

真面目である。 

・ 補助金はその条件によっては問題を引き起こす可能性があると考えている。機能している
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COGES に供与すべきである。 

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）9:15-9:30 

場所 ティラベリ州知事府 

面会者 ティラベリ州知事府事務次官 

調査団 原団長、近藤団員、EPT 三浦チーフアドバイザー 

【先方発言要旨】 

以前 2003～2006 年タウア州の副事務次官であったため、EPT についても側聞していた。是非

ティラベリ州でもよい結果が得られることを望む。 

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）10:15-11:15 

場所 ニアメ特別州ジャンバラ第一小学校 

面会者 ジャンバラ第一小学校 COGES メンバー 

調査団 原団長、近藤団員、EPT 三浦チーフアドバイザー 

関連資料 活動データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと（＊） 

生徒数 195 名 

COGES 設立年 2003 年 

現在の COGES 委員 代長は保護者会、書記は校長、会計は保護者会、選挙で選出 

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：6 回 

 事務局会合出席者数：6 名（全員） 

 総会開催回数：3 回 

 総会出席者数：100 名 

活動実施度（2007 年度）  計画の 6 つの活動のうち 5 つを実施。 

 予算額 123,250F のうち 92,250F を動員。 

COGES 活動の促進要因  住民のモチベーションは、「子供たちの教育のため」、「ニジ

ェールの将来のため」、「村のみんなの学校だから」など 

 各活動に責任者を定めていることから、その責任者を中心に

活動実施のモニタリングを行っている。また COGES 担当官も

巡回に訪れる。 

COGES 活動の阻害要因  研修や資源不足など難しいこともがあるが、住民それぞれに

できることを活動として実施している。 

COGES の会計の公開方法  透明性を保つため会計は公開とし、1 年の終わりの 3 回目の

総会で結果を発表し必ず調達した物を示している。 

FCC について  FCC へ送る代表は、AG で説明の後 COGES メンバー内で選出し

た。FCC では他の COGES と情報共有していきたい。特に地域

の中学校レベルの問題などについても解決法を一緒に考え

たい。 

その他  当小学校は 6 クラス 6教員。同地区にはジャンバラⅠ、ジャ

ンバラⅡ小学校、そしてコーラン学校がある。入学者のリク

ルートは 3 校の COGES が集まって協議する。区画毎に 3 校へ

入学する児童の比率を決めているが、まずコーラン学校の入

学者を（幼稚園等での行いがいい者から順に）決定し、残り
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を２つの普通小学校で分けるため、保護者はコーラン学校の

成績が一番優秀であると考え、結果としてコーラン学校入学

を望む保護者が多い。公立校の価値を高める必要がある。 

 COGES 導入前に低かった女性の学校への関心は、現在高くな

り女子就学についてもみんなが積極的である。 

 教育省には、学校周りの柵、教材供与、教員研修〈教育の質

向上〉を、Commune には電気の配線を依頼したい。  

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）11:45-12:30 

場所 ティラベリ州ティラベリ県ビビイェルグ小学校 

面会者 ビビイェルグ小学校 COGES メンバー 

調査団 原団長、近藤団員、EPT 三浦チーフアドバイザー 

関連資料 活動データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと（＊） 

生徒数 157 名 

COGES 設立年/改選年 2001 年/2006 年 

現在の COGES 委員 代長は保護者会、書記は校長、会計は保護者会、選挙で選出 

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：5 回 

 事務局会合出席者数：7 名（全員） 

 総会開催回数：3 回 

 総会出席者数：40 名 

活動実施度（2007 年度）  計画の 3 つの活動のうち 3 つを実施。 

 289,000F を動員。 

COGES 活動の促進要因  住民のモチベーションは、「わたしたちの学校の発展のた

め」、「教育を受けた子供の違いは明らか」など。 

COGES 活動の阻害要因  COGESとして必要とされる住民をうまく巻き込んだり介入す

る技術（研修）が不足している。 

COGES の会計の公開方法  資金・物資の提供は全てノートに記録し、物品を購入した場

合は公表している。また、学校活動計画の 1 つの活動が終了

する度に住民に対し収支報告を行っている。 

FCC について  ビビイェルグが属するコミューンには COGES が２つしか存

在しないため、あまり多くの情報は共有できない。 

その他  （コミューン長）教育（学校）の問題にコミューンと COGES

が協力して取り組むべき。そのためには関係者の能力強化が

必要である。 

 同小学校には開発団体の協力により 2 教室及び井戸の建設

が実施された。  

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）14:15-15:15 

場所 ティラベリ州ティラベリ市カビア第一小学校 

面会者 カビア第一小学校 COGES メンバー 

調査団 原団長、近藤団員、EPT 三浦チーフアドバイザー 

関連資料 活動データについてはプロジェクト提供資料を参照のこと（＊） 
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生徒数 405 名 

COGES 設立年/改選年 2006 年/2008 年 

現在の COGES 委員 代長は保護者会、書記は校長、会計は母親会、選挙で選出 

COGES の活動状況（2007 年

度） 

 事務局会合開催回数：7 回 

 事務局会合出席者数：6-7 名 

 総会開催回数：3 回 

 総会出席者数：約 100 名 

活動実施度（2007 年度）  計画の 3 つの活動のうち 2 つを実施。 

COGES 活動の促進要因  「村の（みんなの）学校だから活動に参加するのは当然」と

の理由で COGES 活動に積極的に参加。 

COGES 活動の阻害要因  COGES 活動については、社会動員がやはり難しい。現在は保

護者からの寄付のみに頼っているが、今後事業（計画）数を

増やしたり、コストのかかる計画を実現するには国や技術協

力団体からの援助が必要である。FCC アプローチでは、これ

らの機関への請願を行ったりする上で有効であろう。 

COGES の会計の公開方法  学年末の総括総会の時に住民公開している。 

その他  CFPD の合格率は 70％と高い。 

 教授法改善のため、月に一回校長が授業をチェックしてい

る。  

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）15:30-16:00 

場所 ティラベリコミューン視学官事務所 

面会者 ティラベリコミューン視学官 

調査団 原団長、近藤団員 

【先方発言要旨】 

・ 2004 年時はタウア州の視学官であっため、担当の Walam 県は EPT 対象地域外（他ドナー介

入地域）であったが、EPT及びそのアプローチについては知っていた。Walam県はAide Action

及び Souteba の支援対象地域であり、「COGES 連合」も存在していた。当時、COGES 連合活

動にかかる交通費は Aide Action が支援。 

・ 学校プロジェクト用としての補助金交付には賛成である。Walam 県では図書購入等に

250,000Fcfa を 3 回支援するプログラムを実施した。 

・ COGES 担当官の学校巡回・出張の命令書はコミューンが発出するため、その復命として報

告を聞いている。FCC アプローチを実現するためには、各 COGES への働きかけが直接的で

はないため、（COGES 担当官を含む）教育行政官にはより高い能力が必要とされると感じて

いる。 

・ 視学官事務所とコミューンの協力としては、児童が小学校入学に必要となる出生証明書発

行を Plan Niger の支援により行っている。 

・ ティラベリコミューン全体の試験合格率は 50％。 

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）16:15-16:45 

場所 ティラベリ県視学官事務所 

面会者 ティラベリ県視学官（視学官は赴任 5 ヶ月目） 

調査団 原団長、近藤団員 
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【先方発言要旨】 

・ 教員のモチベーションは決して低くはないが、欠勤が多いことは問題である。対処法とし

て、改善のためのレターを発出するなどしている。（視察時はストライキ 5 日目であった。）

・ 小学校を域内で新しく 2 校建設し、現在合計 128 の小学校が存在するが、教員の数が限ら

れている（558 名）ため、これ以上児童を受け入れることができない。 

・ COGES は、学校活動計画によるインフラ整備、教員管理を通じて学校に貢献できるだろう。

COGES の機能を強化するためには、教員ではない COGES 委員の更なる研修が必要であると

考える。 

・ ティラベリ州では既に視学官会議を実施しており、第 1 回目は学校運営システムおよび教

授法指導について協議した。 

・ FCC の成功のためには、コミューンのみならず知事の巻き込みも重要である。 

 

日時 2009 年 2 月 18 日（水）16:45-17:00 

場所 ティラベリ県視学官事務所 

面会者 ティラベリ州 COGES 監督官 

調査団 原団長、近藤団員 

【先方発言要旨】 

・ COGES 監督官として COGES および FCC 設置にかかる研修には参加した。EPT による研修は質

が高く、更なる研修の機会を望む。研修を含め、現在の仕事は自分の能力強化にもつなが

り、やりがいを感じる。COGES 担当官と情報を密に共有し、教育改善に貢献したい。 

・ COGES によるコミュニティーアプローチにより住民の意識が変化した。 

・ COGES の活動は既に女子就学について一定の成果を挙げているが、欠席率低減及び残存率

の向上についても貢献できると考える。FCC の設置研修後、COGES 担当官の意識・能力はさ

らに向上したと感じている。 

・ FCC アプローチの成功のためには、コミューンと教育行政官、地域住民の情報共有が重要

であり、それができたときにシナジーも生まれるのではないかと考える。 

・ バイクが供与されれば、COGES 担当官による巡回も可能となり、FCC への指導も適切に行わ

れると思う。 

 

日時 2009 年 2 月 19 日（木）11:00 14:00 

場所 ティラベリ州ティラベリ県ビティンコジコミューン 

視察先 ビティンコジコミューン FCC 選挙集会 

調査団 山下団員、近藤団員、JICA ニジェール事務所金田所員、EPT 國枝専門家 

・ FCC 選挙集会では、COGES 担当官のファシリテーションにより、FCC の役割・機能説明、設

置規定の決定、役員選挙が一日かけて行われるが、調査団は役員選挙の一部を視察した。

・ FCC 設置及び選挙のための総会には、各 COGES から 3 名（代表と女性 1 名を必ず含む）が

集まり、まず FCC 定款（コミューン提出）及び内規（各 COGES 負担金額・年間会合回数な

ど）を決定し、その後に役員が選出される。FCC 代表は必ず住民から選出する。候補者が

一人のポストについては信任投票を行うこともあるが、コンセンサスの場合もある。 

・ 正規のステップでは、FCC 定款及び内規決定後、それぞれの COGES が各学校に決定した定

款・内規を一度持ち帰り、住民総会によって FCC 参加の可否を決定した後、改めて FCC 役

員選挙に代表を送って選挙総会を行うことになっているが、多くの場合はそれらを一度の

総会で行っている。 
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平成 21 年 2 月 25 日 

 

ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画（みんなの学校プロジェクト）フェーズ II 
中間レビュー調査 現地報告書 

 

総括・団長 原 雅裕  

教育計画  近藤 奈々 

協力企画  山下 契  

評価分析  三宅 隆史 

 

 標記中間レビュー調査について、調査団は 2 月 8 日から 2 月 27 日まで現地調査を行いま

したところ、結果を以下に報告します。 

 

１． 調査目的： 
（１） これまで実施した協力活動について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計

画達成度を確認する。 

（２） 計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発

展性）の観点から、プロジェクトチーム、ニジェール側関係者とともに、プロジェ

クトの中間レビューを行う。 

（３） 以上の評価結果に基づき、プロジェクトの課題及び今後の活動計画、将来的な展開

の方向性について、プロジェクトチーム及びニジェール側関係者と協議し、教訓を

引き出すとともに必要な提言を行う。 

（４） 協議事項を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 

２． 調査団の構成： 

担当分野 氏名 所属 

総括・団長 原 雅裕 JICA 国際協力専門員／人間開発部課題アドバイザー 

教育計画 近藤 奈々 JICA アフリカ部中西部アフリカ第二課特別嘱託 

協力企画 山下 契 JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課 

評価分析 三宅 隆史 （社）シャンティ国際ボランティア会 

 

３． 調査日程：  
別添１参照 

 

４． プロジェクト活動の成果 
（１） 成果 1：機能する COGES を全国に設置するために様々なレベルの関係者の能力が
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強化される。 

ア．地方行政官の能力強化 

・ 以下のワークショップ、セミナーが実施され、州教育事務所長（DREN）、COGES

監督官、県視学官、COGES 担当官の能力が強化された。 

開催時期 研修名 主な内容 参加者 
07 年 6 月 導入研修 COGES 政策、民主選

挙 
DREN(8)、COGES 
監督官(8) 

07 年 9 月 経験共有セミナー 民主選挙研修の実施

報告 
DREN(8), COGES
監督官(8), COGES
担当官(51) 

07 年 9 月 導入研修 学校活動計画、財務

管理 
COGES 監督官(8), 
COGES 担当官(51) 

08 年 3 月 経験共有セミナー 学校活動計画策定研

修、民主選挙研修の

実施報告 

DREN(8), COGES
監督官(8), COGES
担当官(51) 

08 年 10 月 経験共有セミナー COGES 連合設置研修計

画の策定、フォーラム・

アプローチによるキャ

ンペーンの結果報告 

DREN(8), COGES
監督官(8), COGES
担当官(51) 

 

イ．COGES 委員の能力強化 

・ フェーズ II から新規に対象となった 6 州で、6,579 名の校長（計画の 99.46%）が

COGES委員の民主選挙に関する研修を受講した。州別内訳は下表のとおり。なお、

研修実施経費は世銀が支援した。 
 受講者数（計画） 受講者数（実績） 受講率 

Agadez  364  364 100.00% 

Diffa  425  425 100.00% 

Dosso 1802 1795  99.61% 

Maradi 1868 1868 100.00% 

Niamey  493  453  91.89% 

Tillaberi 1860 1870 100.54% 

Total 6,812 6,579 99.46% 

・ フェーズ II から新規に対象となった 6 州で、13,267 名の COGES 委員（計画の

98.54%）が学校活動計画策定に関する研修を受講した。州別内訳は下表のとおり。

なお、研修実施経費は世銀が支援した。 
 受講者数（計画） 受講者数（実績） 受講率 

Agadez  728  622  85.44% 

Diffa  850  769  90.47% 

Dosso 3608 3604  99.89% 

Maradi 3736 3748 100.32% 

Niamey  984  916  93.09% 

Tillaberi 3558 3608 101.41% 

計 13464 13267  98.54% 
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（２） 成果 2：COGES のモニタリング体制が構築される。 

ア．COGES モニタリングマニュアル・ガイドラインの作成・改訂 

・ COGES 連合の設立、COGES 担当官によるモニタリングに関するマニュアル、ガ

イドラインが計画通り作成、改訂された。 

 

イ．COGES 連合モデルの公式化 

・ 2008 年 7 月、国民教育省主催のワークショップにて COGES 連合モデルが公式に

承認され、2008 年 10 月に省令が発布された。 

 

ウ．COGES 連合の設立と機能化 

（ア） タウア・ザンデール 

・ フェーズ I 実施中に 99 の COGES 連合が設立された。 

・ 見返り資金運用開始の遅れによって COGES 担当官によるモニタリングが中断さ

れた期間、COGES 連合の機能低下が確認された。モニタリング再開後、一部機能

は回復したが、下表のとおり、2008-09 年度の機能度は 07-08 年度に比べて、透明

性と COGES モニタリング機能に影響する総会・事務局会合の実施回数に低下が見

られる。 

 事務局会合実施

回数（平均） 
総会実施回数 
（平均） 

学校活動計画 
回収率 

前年度学校活動

計画実施総括 
回収率 

07-08 7.0 2.8 88.1% N/A 
Tahoua 

08-09 3.4 1.7 85.6% 43.7% 

07-08 7.3 3.8 90.6% N/A 
Zinder 

08-09 3.1 1.4 92.9% N/A 

 

 第 2 活動計画 
策定率 

第 2 活動計画 
策定数（平均）

第 2 活動計画 
実施数（平均）

資源動員量 
（平均） 

07/08 100% 2.8 2.5 500,202 Fcfa 
Tahoua 

08/09 97.7% N/A N/A 129,885 Fcfa 

07/08 100% 2.3 2.3 201,712 Fcfa 
Zinder 

08/09 98.2% N/A N/A 87,630 Fcfa 

 

（イ） 新規対象 6 州 

・ 2008 年 10 月から 09 年 1 月にかけて、アガデスを除く 5 州の 149 コミューンで

COGES 連合設置研修が実施され、6,423COGES（計画の 99.4%）が受講した。現

在までに 5 州で 67COGES 連合が設立された。なお、アガデスに関しては治安状況

悪化のため、COGES 連合設置研修の実施が見合わされている。 

 

-      -238



エ．地方行政官によるモニタリング 

（ア） タウア・ザンデール 

・ COGES 担当官が定期的に COGES 連合を巡回し、モニタリングを実施している。

COGES 担当官月例会議も定期的に実施されており、COGES 監督官が COGES 担

当官を監督・支援している。ただし、見返り資金運用開始の遅れによって、COGES

担当官によるモニタリングは一時中断された。 

（イ） 新規対象 6 州 

・ COGES 担当官が定期的に COGES を巡回し、モニタリングを実施してきた。ただ

し、移動手段となるバイクの供与の遅れのために、モニタリング活動に支障が出て

いる。 

・ COGES 連合設置研修実施後、COGES 担当官月例会議が実施されるようになって

いる。 

 

（３） 成果 3：パイロット地域（タウア州及びザンデール州）において COGES を通じた

教育改善活動のモデルが構築される。 

ア．機能する COGES が運営主体となるコミュニティ幼稚園  

・ 2006 年にタウアの 3COGES に導入され、コミュニティの高いニーズが確認された

コミュニティ幼稚園は、UNICEF との連携のもと、下表のとおり、急速に拡大して

いる。 
 コミュニティ幼

稚園数 園児数 園児のうち女児

の比率 
Tahoua 27 2,131 50.4% 
Zinder 23 1,299 50.7% 2007/08 
Total 50 3,430 50.5% 
Tahoua 55 N/A N/A 
Zinder 55 N/A N/A 

2008/09 
(as of Feb 

2009) Total 110 N/A N/A 
・ 2008 年 8 月には機能する COGES が運営主体となるコミュニティ幼稚園モデルが

公式モデルとして承認された。 

・ 2007-08 年度の農村部就学前教育就学率において、コミュニティ幼稚園が 初に導

入されたタウアが全国 1 位となり、インパクトが確認された。 
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・ 23 のコミュニティ幼稚園が設置されたイレラ県では、初等教育入学者の男女比（女

児数／男児数）が 0.77（2007-08 年度）から 0.95（2008-09 年度）に改善された。 

・ コミュニティ幼稚園モデルに関する簡易 5 項目評価の結果、妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性のいずれも高いことが確認された。ただし、自立発展

性に影響を与えるモニタリングについては効果的・効率的なシステムの構築には至

っていない。 

 

イ．フォーラム・アプローチ 

タウア、ザンデールにおいて、フォーラム・アプローチに基づいたキャンペーンが実

施され、以下のとおり目覚しい成果をあげた。 

（ア） 女子就学促進キャンペーン 

・ ザンデールでは 2007 年 5 月から、タウアでは 2008 年 4 月から女子就学促進キャ

ンペーンが実施され、下図のとおり女子入学登録者数が大幅に増加した。また、入

学登録者における男女比率（女子数／男子数）についても、ザンデールは大きく改

善された 2007-08 年度以降高い水準を維持しており、タウアも 2008-09 年度に目

覚しい改善が見られた。 
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（イ） 教育の質向上キャンペーン 

・ 2008 年 1 月から教育の質向上キャンペーンが実施されたザンデールは、2007-08

年度の初等修了試験合格率が前年度から 13.2 ポイント改善され、全国 1 位となっ

た。 

(a) 2006-2007 (b) 2007-2008  (*PROVISIONAL) (b) - (a) 
  

Present Pass % Rank Present Pass % Rank Pont Rank 

Agadez 4,676 2,608 55.8% 1 5,088 2,916 57.3% 2 +1.5 6 

Diffa 2,768 1,404 50.7% 3 3,156 1,725 54.7% 4 +4.0 5 

Dosso 23,720 11,791 49.7% 4 25,567 12,552 49.1% 7 -0.6 7 

Maradi 29,279 11,895 40.6% 7 35,134 13,847 39.4% 8 -1.2 8 

Niamey 16,673 8,088 48.5% 5 18,107 10,351 57.2% 3 +8.7 4 

Tahoua 23,720 6,495 27.4% 8 26,054 12,946 49.7% 6 +21.3 1 
Tillabéri 22,790 10,010 43.9% 6 22,242 11,948 53.7% 5 +9.8 3 

Zinder 19,471 10,608 54.5% 2 24,471 16,569 67.7% 1 +13.2 2 
TOTAL 143,097 62,899 44.0%  159,819 82,854 51.8%    

 

ウ．視学官会議 

・ ザンデール・タウアで開始された視学官会議を、国民教育省が 2009 年 1 月に全国

において制度化した。 

 

５． 目標達成状況 
（１） プロジェクト目標：全国の小学校に機能する COGES を設置し、維持するための

COGES 政策実施体制が強化される。 

ア．全国における民主的な COGES の設置  

・ 新規対象 6 州において 6,577 校（計画の 97.08%）が民主的に COGES を設置し、

COGES 設置に関する議事録を県視学官事務所に提出した。 

イ．学校活動計画策定率 

・ COGES の機能度を測る指標となる学校活動計画策定について、2007-08 年度は全

国で 6,632 校（計画の 66.41%）が県視学官事務所に学校活動計画を提出した。 
 学校数 学校活動計画策定数 策定率 情報更新時期 
Agadez  3１１  264 84.89% March 2008 
Diffa  425  330 77.65% March 2008 
Dosso 1,802 1,147 63.65% March 2008 
Maradi 1,902 1,093 57.47% March 2008 
Niamey  453  159 35.10% March 2008 
Tahoua 1,435 1,264 88.08% February 2008 
Tillaberi 1,834  723 60.58% March 2008 
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Zinder 1,824 1,652 90.57% February 2008 
Total 9,986 6,632 66.41%  

 

ウ．その他 COGES の機能度に関する指標 

・ ドッソにおいて実施したインタビュー調査の結果（サンプル数：8）による 2007-08

年度の COGES の機能度に関する指標は下表のとおり。フェーズ I 終了時のタウア

における COGES 機能度と比較すると改善の余地が見られる。 

 計画された 
活動数 

実施された 
活動数 

事務局会合 
実施数 総会実施数 資源動員量 

Result of the 
survey in 

Dosso 
4.88 3.13 2.88 2.13  60,881Fcfa 

<FOR REFERENCE> 

Tahoua in 
2005-061 

6.67 5.93 N/A N/A 208,586Fcfa 

 

（２） 上位目標：COGES による学校運営を通じて基礎教育の質とアクセスが向上する。 

・ フェーズ I が開始された 2004 年以降、国民教育省とドナーの協力の結果、ニジェ

ールにおける基礎教育の質とアクセスに関する指標には、下表のとおり改善が見ら

れる。 

・ 国民教育省と JICA は、プロジェクトを通じた COGES の設置と機能化が教育指標

の改善に大きく貢献しているという認識を共有した。 

Gross Enrolment Ratio (%)

45
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65
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Gross Enrolment Ratio (%)

 

                                            
1 フェーズ I 終了時評価調査報告書による。サンプル数は 1170。 
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Gross Registration Ratio of New Entrants(%)
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Completion Rate (%)
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Gender Disparity in New Entrants (F/M)

0.7

0.72

0.74

0.76

0.78

0.8

0.82

0.84

0.86

2003-2004 2004-2005 2005-2006 2006-2007 2007-2008

Gender Disparity in New
Entrants (F/M)

 

６． 実施プロセス 
（１） 促進要因 

ア．COGES 担当官月例会議 

・ COGES担当官月例会議はCOGESモニタリングのシステムとして機能しているだ

けでなく、COGES 担当官の能力強化にも貢献している。 

イ．コミューンとの連携 
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・ コミューン長の COGES 連合設置研修への参加、コミューンによる COGES 連合に

対する経済的・物質的支援等、COGES 連合とコミューンの連携は、COGES 連合

の機能強化に貢献し、コミューンレベルにおける教育開発を促進している。 

ウ．COGES 連合委員、COGES 委員の民主選挙による選出 

・ 民主選挙による選出は、COGES 連合、COGES の透明性を確保するだけでなく、

COGES 連合委員、COGES 委員が無報酬にもかかわらず喜んでその任務を果たす

モチベーションとなっている。 

エ．COGES 担当官による技術支援 

・ COGES 担当官が COGES 連合、COGES の問題解決に貢献した事例が複数報告さ

れ、COGES 担当官が COGES 連合、COGES の機能化に大きな役割を果たしてい

ることが確認された。 

 

（２） 阻害要因 

ア．見返り資金の運用開始の遅れ 

・ 2008 年 2 月頃に見込まれていた見返り資金の運用開始が、2009 年 1 月まで遅れた

ことにより、COGES モニタリングシステムの構築に遅れが生じている。 

イ．COGES 担当官用バイク供与の遅れ 

・ 世銀の支援によって 2007 年 2 月頃に予定されていた COGES 担当官用のバイク供

与が未だ実現していないことで、COGES 担当官によるモニタリングの実施が困難

になっている。 

ウ．アガデスにおける治安の悪化 

・ 治安悪化によりアガデスにおけるプロジェクト活動実施が不可能になっている。 

 

７． 5 項目評価 

項目 結果 評価内容 

妥当性 Very 

High 

・ 現地のニーズに基づいた学校運営改善はコミュニティと児童のニー

ズに合致するものである。 

・ 教育の地方分権化の一環として住民参画型の学校運営を促進するこ

とは教育開発計画（PDDE）に明記されており、ニジェールの国家政策

に合致するものである。 

・ 日本は、TICADⅣにおいて学校運営改善モデルを西アフリカにおいて

10,000 校に拡大することを表明しており、日本の援助政策に合致して

いる。 

・ 住民参画による教育開発は、政府のリソースが限られているニジェー

ルにおいて適切なアプローチである。本プロジェクトの学校運営モデ

ルの有効性はフェーズ Iにおいて確認されている。 
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有効性 High ・ 全国のほぼすべての学校においてCOGESが民主的に設置された。COGES

の機能度を表す指標となる学校活動計画提出率は 66％に留まってい

るが、モニタリング体制の強化による改善が期待され、プロジェクト

目標である COGESの「全国普及」と「機能化」に着実な進捗が見られ

る。 

・ プロジェクト目標の指標に目標数値が設定されていないため、目標達

成状況を具体的に評価することが困難となっている。 

・ モニタリング体制の構築に遅れが見られるものの、成果は概ね順調に

発現しており、プロジェクト目標の達成に貢献することが期待され

る。 

効率性 Medium ・ 活動及び投入は概ね計画通り実施されたものの、見返り資金運用開始

とCOGES担当官用バイク供与の遅延がモニタリング体制の構築に遅れ

をもたらした。 

・ COGES の全国普及に関する研修は世銀の財政的支援によって実施され

た。 

・ コミュニティ幼稚園の普及はUNICEFとの連携に基づいて実施された。

・ コミューンと COGES連合の連携が COGES連合設置に関する省令に規定

されたことで、COGES 連合の活動にコミューンの積極的な支援が得ら

れる事例が複数報告された。 

インパクト High ・ フェーズ I開始以降、ニジェールの教育指標には改善が見られる。国

民教育省と JICA はプロジェクトを通じた COGES の全国普及と機能化

がその大きな貢献要因になっているという認識を共有した。 

・ COGES が就学前教育、中等教育、保健分野等、初等教育以外の分野の

開発に取り組んでいる事例が報告された。 

・ ニジェールおいて有効性が実証された学校運営委員会モデルをもと

に、セネガル、マリにおいても同様の学校運営改善プロジェクトが実

施されている。ブルキナファソにおいてもプロジェクト実施に向けた

パイロット事業を実施中である。これらの国に対して、プロジェクト

がその経験を共有したり、プロジェクトスタッフが技術支援を行った

りする事例も出てきている。 

自立発展性 Medium ・ 住民参画型の学校運営を促進することは PDDE に明記されている。

COGES、COGES連合のモデルは国家レベルで公式化されており、政策的

な自立発展性は高いと判断される。 

・ 中央レベルに COGES 推進室、州レベルに COGES 監督官、県レベルに

COGES 担当官が配置されており、COGES 政策を持続的に推進する組織

体制は整備されている。 

-      -245



・ COGES 監督官、COGES 担当官は COGES の全国普及に関する研修を成功

させ、研修実施能力を実証した。COGES 連合、COGES に対するモニタ

リング能力、技術支援能力については、COGES 担当官月例会議等を通

じて強化が図られている。 

・ 特にタウア、ザンデールにおいては COGES 連合、COGES がある程度機

能していることが確認された。ただし、COGES 担当官によるモニタリ

ングが中断された期間には機能度の低下が見られ、適切なモニタリン

グの必要性が確認された。 

・ モニタリング経費は現在見返り資金から支出されているが、同資金の

運用終了後の予算手当てについて今後検討していく必要がある。 

 

８． 結論 
 COGES の全国普及と機能化を通じた教育改善は、ニジェールの国家政策及び裨益者とな

るコミュニティ、児童のニーズに合致しており、妥当性は非常に高い。活動と投入も概ね

問題なく実施されており、COGES の全国普及はほぼ達成され、コミュニティ幼稚園やフォ

ーラム・アプローチ、視学官会議といった教育改善につながるモデルの構築も進んでいる。

ただし、見返り資金の運用開始及び COGES 担当官用バイク供与の遅延により、COGES

モニタリング体制の構築に遅れが生じている。今後のプロジェクト活動の成功のためには、

特にこれらの部分について国民教育省のさらなるコミットメントが必要である。 

 COGES の機能化のためには、COGES 担当官の役割が非常に重要であることが確認され

た。このプロジェクト目標達成に向けて、今後は COGES 担当官の能力強化を優先課題と

して取り組んでいくことが求められる。 

 

９． 提言 
プロジェクト活動のさらなる改善のために、今後とられるべき措置を提言として以下の

とおり取りまとめた。 

 

（１） COGES のさらなる機能強化（国民教育省とプロジェクトに対する提言） 

 COGES の機能強化の鍵となるのが COGES 担当官の能力強化である。COGES 担当官月例会議

が COGES 担当官の能力強化に大きく貢献していることから、国民教育省が同会議の定期的

な開催に必要な予算を支出すること、プロジェクトが同会議開催を技術的に支援すること

を提言する。 

 

（２） COGES 担当官の選定基準の明確化（国民教育省に対する提言） 

 COGES の機能強化において COGES 担当官の果たす役割は非常に重要である。能力の高い

COGES 担当官を確保するため、選定基準を明確に設定することを提言する。 
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（３） COGES 担当官用バイクの早期供与（国民教育省に対する提言） 

 COGES の機能化に不可欠な COGES 担当官による十分なモニタリングを可能にするため、バ

イクが早期に供与されるよう必要な手続きの促進を提言する。 

 

（４） 見返り資金の適切な運用（国民教育省に対する提言） 

 モニタリングの適切な実施のためには、見返り資金の定期的な支出が不可欠である。適

切な支出を保障するため、資金運用計画を策定し、関係省庁の承認を得ることを提言する。 

 

（５） コミュニティ幼稚園のモニタリングに関するモデルの構築（国民教育省とプロジェ

クトに対する提言） 

 プロジェクト活動を通じて、教育開発におけるコミュニティ幼稚園の有効性が実証され

つつあるが、そのモニタリングシステムは十分とは言えない。幼稚園の運営面、教授面に

関する効果的なモニタリングを可能にするため、国民教育省に就学前教育指導主事の増員

を提言する。また、イレラ県におけるモニタリングシステム構築に関するパイロット事業

の実施を、プロジェクトが技術的に支援することを提言する。 

 

（６） フォーラム・アプローチの他州への拡大（国民教育省とプロジェクトに対する提言） 

 タウア・ザンデールにおいて目覚しい成果をあげたフォーラム・アプローチに基づくキ

ャンペーンを、他州でも実施することでニジェール全体の教育開発が促進されることが期

待される。国民教育省による州フォーラムの開催、キャンペーンの計画・実施をプロジェ

クトが技術的に支援することを提言する。 

 

（７） 県視学官との関係強化（国民教育省とプロジェクトに対する提言） 

 県レベルの教育開発の責任者である県視学官の能力強化は、プロジェクト活動の促進に

大いに貢献する可能性を持つ。国民教育省とプロジェクトに、県視学官による COGES 政

策の実施に関する経験共有を促進することを提言する。 

 

（８） プロジェクトの効率的な運営（プロジェクトに対する提言） 

 全国展開によって増大している活動に効率的に対応するため、プロジェクトチーム内の

情報共有、業務分担、活動の優先順位付けを適切に行う取り組みを継続することを提言す

る。 

 

（９） COGES に対する補助金制度導入への慎重な対応（国民教育省に対する提言） 

 一部ドナーが COGES に対する補助金交付制度の拡大を提案しているが、COGES に補助金を

有効活用する能力が備わっていなければ COGES の機能低下をもたらす危険性もある。国民
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教育省が COGES の能力強化に取り組みつつ、補助金交付制度の本格実施には慎重に対応す

ることを提言する。 

 

（１０） PDM の改訂 

 PDM の一部に現在の活動の優先順位を反映していない部分が生じている。またプロジェク

ト目標の指標を含め、具体的な数値目標が設定されていない指標がある。プロジェクトの

進捗と目標達成状況を適切に評価できるよう、PDM に必要な改訂を加えることを提言する。 

 

１１． 団長所感 

（１）プロジェクトの活動の優先事項とその戦略 

現在のプロジェクトは、その多様な活動内容と対象地域の広域化で、活動キャパシティ

ーの臨界点に達し、活動の優先順位による選択と集中を行わなければならない時点に至っ

ている。ニジェールの COGES 政策の成功の基礎は、機能する COGES を通した住民動員

によるものであり、当然、COGES モニタリング支援部分に関し、プロジェクト支援の重点

は、機能していない COGES の機能化と、すでに機能している COGES に対する機能維持

支援に当てられなければならない。第一フェーズから COGES 機能化技術支援の戦略は、

COGES 担当官の能力強化→COGES 連合のモニタリング・支援能力強化→COGES 能力強

化（機能化）という構図であり、プロジェクトは、COGES 担当官を対象とし、COGES 及

び COGES 連合に対するモニタリング能力開発を行い、同時に機能していない COGES 及

び COGES 連合のための直接モニタリングも行ってきた。今後活動は、COGES 連合モニタ

リング（集会型モニタリング）の質向上を目的とした COGES 担当官指導能力強化を中心

とし、機能しない COGES への直接モニタリングは、後述するような補完的な方法を導入

すべきであろう。集会型のモニタリングの質の向上には、アセスメント能力の強化と問題

解決能力強化が必要である。問題解決能力改善については、タウア、ザンデールにおける

集会モニタリングによる COGES の機能化成功例の経験から成功例を分類、分析し、対応

例の集積を行ったうえで、マニュアル等を作成し、利用することが有効であろう。  

 

（２）視学官、あるいは教育主事の COGES モニタリング能力強化 

プロジェクト側から、COGES モニタリングの強化の一貫として、視学官の能力強化を行

うべきとの提案があったが、これは非常に的を射た提案である。タウア、ザンデールの月

例会議開催による視学官の COGES の機能化や教育開発に果たせる役割は計り知れない。

この点に注目した国民教育省は、視学官会議を制度化した。実際にこの会議が行われてい

ることは今回の現地調査で確認された。しかし、タウア、ザンデールでなされたような視

学官がどのように学校を、特に COGES を効率的にモニタリングするかの点についての技

術支援は他州ではなされておらず、視学官会議が制度化されても、視学官によるモニタリ

ングと、プロジェクトが構築しつつあるモニタリングシステムとの補完、補強関係は成立
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しない。現在、構築されつつあるモニタリングシステムの弱点は、COGES 担当官のモニタ

リングがほぼ、COGES 連合に限定されており、機能していない COGES に対する直接のモ

ニタリング、支援があまりできないという点である。視学官のモニタリングは、教員に対

する教科指導が主な役割であるが、学校訪問において同時に COGES へのアドバイス等が

できるようになれば、プロジェクトが試行しているモニタリングシステムの弱点を補強で

き、その効率性は飛躍的に向上する。プロジェクトとしては、視学官会議技術支援を通し、

将来的にはこの二つのモニタリングを有機的に結びつける方向性を模索してほしい。有機

的に結び付けるポイントとしては、まず、COGES の機能度に問題がある学校についての情

報を、視学官が保持すること、COGES 連合から集まった COGES 担当官の情報が視学官に

伝わることが必要であろう。 

 

（３）コミュニティ幼稚園支援 

コミュニティ幼稚園は COGES による教育活動に分類されたプロジェクトの一部の活動

であるが、今回の調査の中で、DAC5 項目に基づいてコミュニティ幼稚園の評価を行った結

果、高い評価がなされた。国民教育省就学前局長、およびコミュニティ幼稚園での連携を

行っている UNICEF からは、継続的な支援及び連携の要望がなされている。その成果の大

きさ、持続性から鑑み、継続的な技術支援を行っていくことが望まれる。現在のプロジェ

クト体制からみれば、その支援が負担となれば、さらなる投入を考慮する必要もある。現

在のモデルの課題としては、モニタリング体制にあり、新しいモニタリング体制構築のた

めの試行を早い時期に開始することが望まれる。 

 

（４）フォーラム・アプローチ 

今回の調査では、タウア、ザンデールのフォーラム・アプローチによる女子の就学向上

や成績向上キャンペーンの成果が知れ渡り、現地調査や合同調整委員会の機会に、フォー

ラム開催に向けた支援の要望が多くなされた。一方、プロジェクトでもタウア、ザンデー

ル以外の州においても一定の支援を行っていく方向性にある。プロジェクトが支援を行っ

ていく場合、フォーラム・アプローチ自体への技術移転だけではなく、アプローチを使っ

たキャンペーンのテーマの選択等についてのアドバイスを行うことが望まれる。フォーラ

ム・アプローチを使ったキャンペーンの構図は、フォーラム開催を行い、その情報が正確

に末端の各 COGES に伝われば、テーマに沿った活動が行われるというものであるが、そ

の成功にはいくつかのポイントがある。それは、 

ア． 住民の教育に関する共通のニーズ 

イ． 国の教育開発政策 

ウ． 国際的な教育開発潮流 

に沿っているかどうかが重要であるが、成果が関係者に共有されるだけの指標があるかど

うかも重要である。タウア、ザンデールの今回のキャンペーンのテーマは生徒の残存とい
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うことになりそうであるが、課題は、このテーマは短期的に成果を上げにくく、成果を共

有する指標が国家的に共有されていないことである。 

 

（５）活動方法の合理化とプロジェクト組織の機能化 

限られた人数で、多くの活動を行う場合には、活動の選択と集中という点はすでに述べ

たが、活動をある程度限定しても、活動方法の合理化を進めなければ、プロジェクトへの

負担が超過し、活動の効率性は低下する。COGES 担当官会議へのモニタリングにしても、

移動距離、移動時間、移動費用、人的負担などを考慮し、電話会議の再利用なども検討す

る必要がある。 

また、プロジェクトの効率性を高めるために、プロジェクト組織自体のさらなる機能化

も行う必要性がある。その場合、機能化の視点から、もう一度プロジェクトの COGES 活

性化アプローチを検証してみる必要性がある。このアプローチのもっとも重要な点は、組

織の透明性であり、様々なレベルでの透明性を確保するというのが、このアプローチの鍵

となっている。民主選挙はその透明性の基盤であり、リーダーシップを生む源泉でもある。

学校活動計画の策定プロセスは、住民集会における問題分析と解決策の討議と活動計画の

承認を通して、その戦略、活動の共有が行われる。活動の評価は住民全体による情報共有

を徹底する。これらのプロセスで獲得された透明性が COGES の機能性を支え、住民のモ

チベーションを高め、大きな住民動員を生んでいる。このような視点は、ほとんどの組織

の機能度を考える場合当てはまり、プロジェクトの場合も例外ではない。再度、プロジェ

クトの組織としての機能度を以上の観点から検証することを推奨する。 

 

（６）プロジェクト運営と本部からのプロジェクト支援 

今回の現地調査では、3 校程度しか訪問できなかったが、COGES の情報共有の度合い、

運営の透明性、委員のやる気やリーダーシップの高さを再認識させられた。なぜ COGES

委員がそして住民が、COGES の運営や教育改善活動のために無償で労働や金銭による貢献

を行っているのかという問いに対し、COGES 委員や住民、教員は、一様に、「学校をよく

するため」、「子どもたちにいい教育を受けさせたいから」、「子どもたちの未来のため」、「国

の発展のため」という答えが返ってきた。彼らの答えは、現実の行動やその結果に裏付け

されたものであり、決して、視察者に対する外交的な答えとは言えない。また、これらの

言葉は、ニジェール国住民の質の高い教育に対するニーズの高さを象徴するものである。

これらのニーズを実際の住民動員という形で、教育改善活動に変え、教育開発を進展させ

たプロジェクトのアプローチの適切さは、あらゆる角度から証明されつつある。しかし、

その規模の大きさのために現在、プロジェクトは、様々な課題や問題点に直面しており、

これらの問題に対処するためには、プロジェクト運営においては、より効率的で現実的な

戦略を柔軟に実施していくことが必要である一方、本部も、プロジェクトの事情を考慮し、

柔軟かつ迅速で、長期的な視点からのプロジェクト支援が必要であることも付け加えたい。 
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